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「地政学リスク」について考える

　アメリカのダウジョーンズ平均株価は、2016年から2018年始めまでは安定的に上昇してきた

が、2018年以降一転して不安定な動きが続いている。これは2018年にFRBが４度にわたり金利

を引き上げたことが大きく影響したが、それだけでなく地政学リスクが増大したこともその背

景として指摘される。地政学リスクが近年大いに注目されているのは、米中貿易戦争が激化し

たことによる。これに加え最近の安倍首相イラン訪問と同時期に起きたホルムズ湾船舶攻撃、

イエメン内乱でのサウジアラビアとイランの対立など、国あるいは地域での紛争が近年増えて

おり、それにより企業などの戦略は大きく変わり、GDP、インフレ率、および国際収支などに

も影響を与え、ひいては株価を含む金融市場の価格乱高下をも生む懸念があるからである。

　地政学リスクとはどのように定義されるのだろうか。そもそも地政学（Geopolitics）とは、

地理上の条件が国際関係にどのような影響を与えるかを検討する学問であり、Geopoliticsとい

う言葉を最初に使ったのは、20世紀始めのスウェーデンの政治経済学の学者だった。そもそ

もは領土をめぐる紛争など国同士の緊張状況が対象だったが、最近では国だけでなく、企業、

ＮＧＯ、政治団体、民族など様々な主体の権力争いまで含まれる。このため、テロだけでなく

気候変動、ブレクジット、米中貿易戦争、さらに世界金融危機まで幅広くとらえられる。地政

学リスク（Geopolitical Risk）とは、こうした緊張関係が民主的に解決できず、戦争、テロ、

内乱など、平常の国際関係に影響を与えるリスクであり、すでに顕在化したものだけでなく、

現状のイベントがさらにエスカレートするリスクも含まれる。

　地政学リスクを考える場合、「不確実性（uncertainty）」と「リスク」との違いを明確にする

必要がある。例えば、経済学者フランク・ナイトは自著の「Risk, Uncertainty and Profit」で、

「リスク」とは確率によって予測できるとし、一方「不確実性」は確率的事象でないとする、

「ナイトの不確実性」という概念を構築した。確かに、「リスク」はこれまでの経験に基づく期

待値の標準偏差で測定できるが、過去経験したことのないような不確実性は確率的事象ではな

い。近年欧米では、IMF、欧州中央銀行、イングランド銀行などが、地政学リスクの不確実性

に注目し、これの金融・経済への影響等について検討してきた。

　かかる状況で、すでに欧米では地政学リスクを定量化する試みが相当程度進んでいる。現在

最も注目されているのが、連邦準備銀行スタッフが考案したGPR指数である。これは国際セ

ミナーで公表されたもので、最新の論文Caldara and Iacoviello(2018)“Measuring Geopolitical 

Risk”では、地政学リスクに関わるキーワードをアメリカ、イギリス、カナダの11の国際的に

信金中金月報掲載論文編集委員

勝　悦子
（明治大学 政治経済学部教授）
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発行されている英語の新聞からまず選び、電子検索によりそれらを収集し、その数値で定量化

する試みが行われている。

　同指数は、2000年から2009年までの平均値を100としたものであるが、1985年以降を指数化

したもののほかに、1899年以降を長期的に指数化したもの（3紙が対象）も同様に公表されて

いる。インデックスの推移をみると、最近では1986年４月のアメリカによるリビアへの空爆、

91年のイラクのクウェート侵攻に伴う湾岸危機でスパイクし、2001年ニューヨーク同時多発

テロからアメリカのイラク侵攻までの期間にピークを迎えた。その後も2004年のマドリッド

爆破事件、2005年ロンドン爆破事件、2015年11月のパリ同時多発テロ、さらに2014年のロシ

アのクリミア併合、イラクやシリアでのISIS問題などでインデックスは上昇し、さらに最近

ではアメリカとイランの対立でさらに指数は高まった。

　同論文では世界の株価指数のリターンや先進国および新興国の資本フロー（グロス流入額の

対GDP比）などを被説明変数として、GPR指数や他の危機指数等を説明変数とする重回帰分

析を行っており、パネル分析によれば、特に1985年以降地政学リスクがスパイクした時に、

先進国、特にアメリカの株価に負の影響を与えたとしている。

　一方戦前のGPR指数をみると、第一次世界大戦がはじまった1914年が最も高く、第二次世

界大戦が始まった1939年、真珠湾攻撃の1941年がそれに次ぐ高さであったが、1993年のイラ

ク侵攻の際はそれと同程度の高さであった。

　折しも世界大恐慌後の大戦間期は、各国で関税引き上げ、ブロック経済主義、資本取引規

制、金本位制崩壊後の為替切り下げ競争など、世界貿易は縮小の一途を辿った。この反省のも

と戦後は自由貿易、為替安定、通貨の交換性回復を軸にグローバル化が一層進み、1989年の

ベルリンの壁崩壊後に世界貿易はさらに増大した。この間の世界の輸出金額を世界のGDP比

でみると、戦前は金本位制のもと1914年までは急速に増大したもののその後低下し、また戦

後は自由貿易体制下で急速に増大したものの、2008年のリーマンショック後は減退している。

　このように、近年のGPR指数の上昇と世界輸出のGDP比の低下は、大戦間期と似た傾向を

たどっており、こうした不安定な傾向は当面続くだろう。最近では独立性があるべき中央銀行

の金融政策にまで政治が介入しようとしている。

　イングランド銀行のカーニー総裁は、イギリスを取り巻く不確実性（Uncertainty）として、

地政学の不確実性、長期停滞（secular stagnation）や地球規模での流動性の罠などの経済の不

確実性、そしてブレクジットでの政治の不確実性の、地政学・経済・政治の三位一体の不確実

性を挙げた。これらはイギリスに限らず世界経済を取り巻く不確実性でもあり、経済や市場の

先を見通すことは以前にも増して難しくなっている。

　このような時代でこそ、国際協調の枠組みは一層重要であり、国・地域での頻繁な対話が必要

であろう。折しも大阪でG20が開催されたが、様々な国際機関での議論も含め、重層的な対話、

国際協調の枠組みの確保、首脳同士の信頼関係の構築が一層重要になったと言えよう。
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調 査

第176回全国中小企業景気動向調査
（2019年4～6月期実績・2019年7～9月期見通し）

4～6月期業況は小幅改善ながらも先行きにはやや慎重
【特別調査－中小企業における人手不足の状況と働き方改革への対応について】

信金中央金庫
地域・中小企業研究所

調査の概要
1．調査時点：2019年6月3日～7日
2．調査方法：全国各地の信用金庫営業店の調査員による、共通の調査表に基づく「聴取り」調査
3．標 本 数：15,462企業（有効回答数　13,862企業・回答率　89.7％）
※　有効回答数のうち従業員数20人未満の企業が占める割合は　70.7％

4．分析方法：各質問項目について、「増加」（良い）－「減少」（悪い） の構成比の差＝判断D.I.に基づく分析

（概　況）
1�．19年4～6月期（今期）の業況判断D.I.は△3.3、前期に比べ0.4ポイントの改善となった。
ただ、前回調査時における今期見通し（△2.7）はやや下回った。
　収益面では、前年同期比売上額判断D.I.が△1.7と前期比0.1ポイント低下、同収益判断
D.I.は△4.7と同0.8ポイント改善した。販売価格判断D.I.は同2.4ポイント上昇し、プラス5.9
となった。人手過不足判断D.I.は△27.4と前期比1.5ポイント人手不足感は緩和したものの、
厳しい水準が続いている。業種別の業況判断D.I.は、6業種中、建設業と不動産業を除く4業
種で改善した。地域別では、11地域中、改善6地域、低下5地域とまちまちだった。
2�．19年7～9月期（来期）の予想業況判断D.I.は△4.3、今期実績比1.0ポイントの低下見通し
である。業種別には、全6業種中4業種で､ 地域別には全11地域中9地域で、それぞれ低下す
る見通しにある。

業種別天気図
時　期

業種名
2019年
1〜3月

2019年
4〜6月

2019年
7〜9月
（見通し）

総 合

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

建 設 業

不 動 産 業

地域別天気図（今期分）
地　域

業種名

北
海
道

東

北

関

東

首
都
圏

北

陸

東

海

近

畿

中

国

四

国

九
州
北
部

南
九
州

総 合

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

建 設 業

不 動 産 業
（この天気図は、過去1年間の景気指標を総合的に判断して作成したものです。） 

→低調好調←
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全業種総合

◯業況は小幅の改善

19年4～6月期（今期）の業況判断D.I.は

△3.3と、前期比0.4ポイントの小幅改善と

なった（図表1）。なお、今回の業況判断D.I.は、

前回調査時における今期見通し（△2.7）を

若干ながら下回った。

収益面では、前年同期比売上額判断D.I.が

△1.7、前期比0.1ポイント低下した一方で、

同収益判断D.I.は△4.7と、同0.8ポイントの

改善となった。なお、前期比売上額判断

D.I.は△0.9と前期比5.7ポイントの改善、同

収益判断D.I.も△4.0と同5.1ポイントの改善

となった。

販売価格判断D.I.はプラス5.9と、前期比

2.4ポイント上昇し、11四半期連続のプラス

水準となった（図表2）。また、仕入価格判

断D.I.は、プラス24.7と、同2.6ポイント上昇

した。

雇用面では、人手過不足判断D.I.が△27.4

（マイナスは人手「不足」超、前期は△28.9）

と前期比1.5ポイントのマイナス幅縮小とな

り、足下の人手不足感はやや緩和したもの

の、依然として人手不足感は厳しい状況が続

いている（図表3）。

資金繰り判断D.I.は△4.9と、前期比1.5ポイ

ント改善し、引き続き緩和状態が続いている。

設備投資実施企業割合は22.1％と、前期比

0.2ポイント低下したものの、高い水準を維

持している。

業種別の業況判断D.I.は、全6業種中、建

設業と不動産業で低下したものの、それ以外

の4業種では改善した。とりわけ、サービス

業は、前期比5.2ポイント改善と、最も改善

幅が大きかった。

地域別の業況判断D.I.は、全11地域中、北

海道や関東など6地域で改善、東海や北陸な
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前年同期比収益判断D.I.
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業況判断D.I.

図表1　主要判断D.I.の推移

図表2　販売価格・仕入価格判断D.I.の推移
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図表3�　設備投資実施企業割合、資金繰り	
判断D.I.等の推移
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借入難易度判断D.I.（左目盛）

人手過不足判断D.I.
（左目盛）

設備投資実施企業割合
（右目盛）

2.5
△4.9
22.1  

△27.4

20

21
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（％）

資金繰り判断D.I.（左目盛）
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ど5地域で低下とまちまちだった。

◯先行きにはやや慎重

来期の予想業況判断D.I.は△4.3、今期実績

比1.0ポイントの低下を見込んでいる。なお、

4～6月期実績と比べた7～9月期見通しが低

下となっているのは、バブル崩壊以降では初

めてのことである。

業種別の予想業況判断D.I.は、全6業種中、

卸売業と建設業で小幅改善する見通しとなっ

ているものの、それ以外の4業種では低下見

通しとなっている。一方、地域別では、全

11地域中、北海道と北陸を除く9地域で低下

の見通しとなっている。

2．製造業

◯業況は小幅改善

今期の業況判断D.I.は△3.1と、前期比0.4

ポイントの小幅改善にとどまり、業況判断

D.I.の水準は、2四半期続けてのマイナス水

準となった（図表4）。

前年同期比売上額判断D.I.は△1.8、前期比

0.8ポイント低下した一方、同収益判断D.I.は

△5.0、同0.3ポイント改善した。また、前期

比売上額判断D.I.は前期比7.9ポイント改善し

て△0.5、同収益判断D.I.は同6.3ポイント改

善して△4.7と、季節的な要因もあり、とも

に改善した。

◯人手不足感は2四半期続けてやや緩和

設備投資実施企業割合は26.0％と、前期比

0.8ポイント低下した。

人手過不足判断D.I.は△24.2（前期は

△27.9）と、人手不足感は2四半期続けてや

や緩和した。

販売価格判断D.I.はプラス5.9、前期比2.4

ポイントの上昇と、2四半期ぶりの上昇とな

り、9四半期続けてのプラス水準（「上昇」

という回答が「下降」を上回る）を維持し

た。一方、原材料（仕入）価格判断D.I.はプ

ラス27.2と、前期比0.8ポイント上昇した。

なお、資金繰り判断D.I.は△4.8、前期比

1.3ポイント改善と、2四半期ぶりの改善と

なった。

◯業種別にはまちまち

業種別業況判断D.I.は、製造業全22業種

中、10業種で改善、12業種で低下とまちま

ちだった（図表5）。

素材型業種は､ 全7業種中、非鉄金属と化

学がそれぞれ改善したものの、それ以外の5

業種では低下した。

部品加工型業種は、全3業種中、金属プレ

スで改善したものの、金属製品とプラスチッ

クは、それぞれおよそ3年ぶりのマイナス水

△1.8
△3.1
△5.0

14. 6 15. 6 16. 6 17. 6 18. 6 19. 6

（D.I.）

前年同期比売上額

業況

△50

△40

△30

△20

△10

0

10

20

30

前年同期比収益

図表4　製造業　主要判断D.I.の推移



	 調　査	 7

準まで低下した。

建設関連型業種は、建設金属が小幅低下し

たものの、それ以外の3業種では改善した。

機械器具型業種は、全4業種で低下した。

とりわけ、輸送用機器は8ポイント超低下し

て、およそ3年ぶりのマイナス水準へ転じた。

消費財型業種は、全4業種で10ポイントを

超える大幅な改善となった。 

◯輸出主力型が約3年ぶりのマイナス転換

販売先形態別の業況判断D.I.は、大メー

カー型と中小メーカー型で低下したものの、

それ以外の3形態では改善した。とりわけ、

最終需要家型は10ポイント超の大幅改善と

なった。

輸出主力型の業況判断D.I.は前期比3.3ポイ

ント低下して△1.3となり、およそ3年ぶりの

マイナス水準へ転じた。一方、内需主力型は

同1.0ポイント改善して△2.5となった。

従業員規模別の業況判断D.I.は、1～19人

と50～99人の階層で改善、20～49人と100人

以上の階層で低下とまちまちだった。なお、

水準面では、1～19人と20～49人の階層でマ

イナス水準（それぞれ△7.2、△1.5）にある

が、それ以上の階層ではプラス水準を維持し

た（50～99人でプラス7.4、100人以上でプ

ラス13.4）。

◯全11地域中、7地域で改善

地域別の業況判断D.I.は、全11地域中、首

都圏、北陸、東海、近畿で低下したものの、

それ以外の7地域では改善した（図表6）。と

りわけ、北海道では前期比10ポイント超の

大幅改善となった。なお、業況判断D.I.の水

準面では、全11地域中、近畿、中国、九州

北部が前期に引き続きプラス水準を維持した

ものの、それ以外の8地域はマイナス水準と

なっている。

◯低下の見通し

来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比1.4
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図表6　地域別業況判断D.I.の推移
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図表5　業種別業況判断D.I.の推移
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ポイント低下の△4.5を見込んでいる。

業種別には、全22業種中、紙･パルプや食

料品など8業種で改善ないしは横ばいが見込

まれている一方で、それ以外の14業種では

低下を見込んでいる。

地域別には、全11地域中、北海道や四国

など5地域で改善ないしは横ばいが、また、

それ以外の6地域では低下が見込まれてい

る。なお、水準面では全11地域中、北海道、

中国、四国、九州北部の4地域でプラス水準

が見込まれている。 

3．卸売業

◯業況は2四半期ぶりの改善

今期の業況判断D.I.は△10.4、前期比1.5ポ

イントの改善と、2四半期ぶりの改善となっ

た（図表7）。

ただ、前年同期比売上額判断D.I.は△6.4、

前期比1.5ポイント低下、同収益判断D.I.は

△9.1、同1.3ポイントの低下となった。

◯全15業種中、6業種で改善

　業種別の業況判断D.I.は、全15業種中、化

学や飲食料品など6業種で改善したものの、

それ以外の9業種では低下した。一方、地域

別には、全11地域中、中国や南九州など6地

域で改善となったものの、それ以外の5地域

では低下した。

◯引き続き改善の見通し

来期の予想業況判断D.I.は△8.8、今期実績

比1.6ポイントの改善を見込んでいる。業種

別には、全15業種中、改善･低下の見通しが

それぞれ6業種、横ばい見通しが3業種とま

ちまちとなっている。また、地域別には、全

11地域中、8地域で改善が見込まれている。

4．小売業

◯業況は改善

今期の業況判断D.I.は△17.9、前期比0.9ポ

イントの改善となった（図表8）。

なお、前年同期比売上額判断D.I.は△12.6、

前期比1.8ポイントの改善、同収益判断D.I.は

△15.2、同2.3ポイントの改善となった。

△6.4
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図表7　卸売業　主要判断D.I.の推移
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図表8　小売業　主要判断D.I.の推移
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◯全11地域中、7地域で改善

　業種別の業況判断D.I.は、全13業種中、7

業種で低下した。とりわけ、燃料では10ポ

イント超の大幅低下となった。なお、地域別

では全11地域中、7地域で改善となった。

◯低下の見通し

来期の予想業況判断D.I.は△18.5、今期実

績比0.6ポイントの低下を見込んでいる。

業種別には、全13業種中、7業種で改善の

見通しとなっている。また、地域別では全11

地域中、7地域で低下の見通しとなっている。

5．サービス業

 ◯業況は改善

今期の業況判断D.I.は△2.9、前期比5.2ポ

イントの改善となった（図表9）。

なお、前年同期比売上額判断D.I.は△0.8、

前期比3.1ポイントの改善、同収益判断D.I.は

△3.2、前期比3.2ポイントの改善となった。

◯業種別、地域別にも総じて改善

　業種別の業況判断D.I.は、全8業種中、6業

種で改善した。地域別では全11地域中、北

陸、中国を除く、9地域で改善となった。な

かでも、北海道、関東、九州北部、南九州は

10ポイント超の大幅改善となった。

◯低下の見通し　

　来期の予想業況判断D.I.は△5.4、今期実績

比2.5ポイントの低下を見込んでいる。

　業種別には、全8業種中、6業種で低下の

見通しとなっている。また、地域別では全11

地域中、8地域で低下の見通しとなっている。

6．建設業

◯業況は低下

今期の業況判断D.I.はプラス10.6、前期比

4.2ポイントの低下となった（図表10）。

なお、前年同期比売上額判断D.I.はプラス

8.9、前期比2.6ポイント低下し、同収益判断

D.I.はプラス4.2、同1.0ポイントの改善と

なった。

◯4請負先中、3請負先で低下

　業況判断D.I.を請負先別でみると、4請負先

（D.I.）
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△3.2
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図表9　サービス業　主要判断D.I.の推移 図表10　建設業　主要判断D.I.の推移
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のうち、個人を除く3請負先で低下となった。

　地域別では、全11地域中、9地域で低下と

なり、なかでも東海、四国、南九州では、

10ポイント超の大幅低下となった。

◯改善の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比1.2

ポイント改善のプラス11.8を見込んでいる。

　請負先別では、4請負先のうち官公庁を除

く3請負先で改善、地域別には全11地域中、

8地域で改善の見通しとなっている。

7．不動産業

◯業況は低下

今期の業況判断D.I.は、前期比1.3ポイント

低下のプラス11.6となった（図表11）。

なお、前年同期比売上額判断D.I.はプラス

8.0、前期比0.5ポイントの改善、同収益判断

D.I.はプラス6.4、同1.3ポイントの低下と

なった。

◯全11地域中、5地域で低下

業況判断D.I.を業種別でみると、全5業種

中、建売を除く4業種で低下した。

地域別では、全11地域中、5地域で低下し

た。なかでも四国では10ポイント超の大幅

低下となった。

◯低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比7.0

ポイント低下のプラス4.6を見込んでいる。

　業種別では、全5業種中、4業種で低下の

見通しとなっている。地域別では全11地域

で低下の見通しとなっている。

図表11　不動産業　主要判断D.I.の推移
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◯現場作業中心に人手不足が深刻化

人手の状況については、「過剰」が1.9％に

とどまったのに対し、「適正」が47.0％、「不

足」が51.1％となった。2008年、2012年に

行った同様の調査と比較すると、不足の割合

が大幅に上昇した（図表12）。

具体的に不足している職域については、「現

場作業関係」が36.3％と「不足」全体の約7割を

占めた。以下、「営業・販売関係」が10.7％、

「経理・財務・管理関係」が2.3％で続いた。

特別調査
中小企業における人手不足の状況と働き方改革への対応について

図表12　人手の状況の認識� （単位：%）

不足（A）

適正

過剰（B）

（B）-（A）現場	
作業

営業	
販売

経理	
財務	
管理

その他 現場	
作業

営業	
販売

経理	
財務	
管理

その他

全　　　　体 51.1 36.3 10.7 2.3 1.8 47.0 1.9 1.1 0.4 0.2 0.1 △ 49.3

地
　
域
　
別

北 海 道 59.6 44.9 10.4 2.6 1.7 39.4 1.0 0.8 0.2 0.0 0.0 △ 58.6
東 北 54.0 36.1 12.8 3.2 1.9 44.0 1.9 1.1 0.6 0.2 0.0 △ 52.1
関 東 50.7 35.8 10.6 2.8 1.6 46.8 2.5 1.5 0.8 0.0 0.2 △ 48.3
首 都 圏 41.5 28.6 9.4 2.2 1.4 57.0 1.5 1.1 0.3 0.1 0.1 △ 40.0
北 陸 52.7 36.4 12.5 1.8 2.1 44.7 2.6 1.4 1.1 0.0 0.0 △ 50.2
東 海 56.8 40.1 12.3 2.0 2.4 40.5 2.7 1.6 0.8 0.3 0.1 △ 54.0
近 畿 57.3 40.9 11.9 2.1 2.5 40.6 2.1 1.1 0.4 0.4 0.2 △ 55.2
中 国 57.1 42.3 11.3 2.0 1.4 40.9 2.0 1.3 0.6 0.0 0.2 △ 55.0
四 国 45.2 32.0 8.4 2.8 2.1 52.9 1.9 1.4 0.0 0.2 0.2 △ 43.4
九 州 北 部 55.1 40.8 9.4 3.5 1.4 43.7 1.2 0.7 0.3 0.2 0.0 △ 53.8
南 九 州 48.8 37.5 9.0 1.7 0.6 50.5 0.8 0.4 0.0 0.0 0.4 △ 48.0

規
　
模
　
別

1 〜 4 人 32.8 21.1 8.2 1.8 1.7 65.9 1.3 0.6 0.5 0.1 0.1 △ 31.5
5 〜 9 人 51.5 36.6 10.8 2.5 1.8 46.4 2.1 1.4 0.4 0.1 0.2 △ 49.4
10 〜 19 人 58.9 43.3 11.2 2.5 1.9 39.0 2.1 1.4 0.5 0.2 0.0 △ 56.9
20 〜 29 人 63.2 46.5 13.1 2.2 1.4 34.3 2.5 1.5 0.5 0.3 0.2 △ 60.7
30 〜 39 人 66.2 49.9 10.7 3.1 2.5 32.3 1.5 0.7 0.3 0.4 0.1 △ 64.7
40 〜 49 人 70.1 49.5 15.3 3.1 2.2 27.9 2.1 1.7 0.3 0.0 0.0 △ 68.0
50 〜 99 人 68.8 48.7 15.9 2.5 1.6 29.1 2.1 1.2 0.4 0.3 0.3 △ 66.7
100〜199人 69.0 57.4 7.7 1.8 2.1 27.8 3.2 3.2 0.0 0.0 0.0 △ 65.8
200〜300人 70.1 51.4 9.3 5.6 3.7 28.0 1.9 1.9 0.0 0.0 0.0 △ 68.2

業
　
種
　
別

製 造 業 52.5 42.0 6.9 2.1 1.5 45.0 2.5 2.0 0.3 0.1 0.1 △ 49.9
卸 売 業 46.6 20.6 21.4 3.6 1.0 50.9 2.5 1.1 0.7 0.5 0.2 △ 44.2
小 売 業 39.6 18.8 16.6 2.0 2.2 58.6 1.8 0.8 0.9 0.1 0.0 △ 37.8
サービス業 53.1 39.2 7.6 2.3 4.1 45.2 1.7 0.9 0.4 0.2 0.2 △ 51.4
建 設 業 73.3 67.2 3.3 1.6 1.2 26.2 0.5 0.5 0.0 0.0 0.0 △ 72.8
不 動 産 業 30.5 10.9 15.2 3.0 1.3 68.4 1.1 0.2 0.6 0.2 0.2 △ 29.3

＜参考＞過去調査結果
不足（A）

適正

過剰（B）

（B）-（A）現場	
作業

営業	
販売

経理	
財務	
管理

その他 現場	
作業

営業	
販売

経理	
財務	
管理

その他

2012年6月調査 20.4 12.0 5.6 1.5 1.2 73.7 5.9 4.1 1.0 0.4 0.4 △ 14.5
2008年6月調査 32.9 16.5 11.4 2.8 2.1 61.5 5.7 3.1 1.3 0.5 0.7 △ 27.2
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企業規模別にみると、おおむね規模が大き

いほど、現場作業関係を中心に人手不足を訴

える声が目立った。業種別では、建設業の

67.2％が現場作業関係の人手が不足している

と回答した。

◯女性、高齢者、外国人の活躍の場が拡大

今後の女性、高齢者、外国人の活躍推進へ

の考えについては、女性については26.1％、

高齢者については18.2％、外国人については

10.0％が「増やす方針」と回答した。2017年

に行った同様の調査と比較すると、いずれも

4ポイント前後上昇した（図表13）。

業種別にみると、女性を「増やす方針」と

回答したのはサービス業（33.9％）が最も多

く、建設業（19.3％）で最も少なかった。高

齢者は、製造業、サービス業、建設業の3業

種で20％を超えた一方、不動産業では8.4％

図表13　女性、高齢者、外国人の活躍推進についての考え� （単位：%）

女性 高齢者 外国人

増やす	
方針

どちら	
とも	

いえない

減らす	
方針

増やす	
方針

どちら	
とも	

いえない

減らす	
方針

増やす	
方針

どちら	
とも	

いえない

減らす	
方針

全　　　　体 26.1 72.8 1.0 18.2 76.7 5.1 10.0 85.3 4.7

地
　
域
　
別

北 海 道 29.2 69.8 1.0 25.5 70.5 4.0 8.5 87.8 3.7
東 北 30.6 68.6 0.8 24.3 71.4 4.3 7.2 88.8 4.0
関 東 33.2 65.9 0.9 23.6 70.8 5.6 11.6 82.1 6.4
首 都 圏 18.1 80.7 1.2 10.7 84.5 4.8 7.3 87.7 5.0
北 陸 29.6 69.4 1.0 19.0 76.1 4.9 12.9 82.6 4.5
東 海 32.8 66.4 0.8 23.0 72.8 4.2 14.8 81.6 3.5
近 畿 30.4 68.7 0.8 21.1 72.5 6.4 12.2 83.2 4.6
中 国 29.5 69.1 1.4 19.5 74.6 5.8 11.9 81.8 6.3
四 国 23.2 75.4 1.4 18.2 76.5 5.3 9.5 85.1 5.4
九 州 北 部 20.6 78.2 1.2 13.3 82.4 4.3 7.5 87.3 5.2
南 九 州 22.2 76.7 1.2 16.9 76.4 6.7 8.3 86.7 5.1

規
　
模
　
別

1 〜 4 人 14.6 84.1 1.4 9.3 86.4 4.3 3.5 91.6 4.9
5 〜 9 人 22.6 76.1 1.3 15.4 78.4 6.2 5.8 88.4 5.8
10 〜 19 人 27.4 72.0 0.6 19.4 74.4 6.2 10.5 84.8 4.8
20 〜 29 人 32.5 66.5 1.0 23.5 69.9 6.6 14.7 80.8 4.4
30 〜 39 人 38.2 60.9 0.8 27.0 68.3 4.7 16.2 79.5 4.2
40 〜 49 人 48.7 50.5 0.8 32.3 65.0 2.7 18.6 78.4 3.0
50 〜 99 人 40.5 58.8 0.7 28.3 67.8 3.9 21.6 73.7 4.7
100〜199人 47.2 52.4 0.3 38.0 58.2 3.8 27.9 70.2 1.9
200〜300人 55.0 44.0 0.9 34.7 63.3 2.0 40.6 58.4 1.0

業
　
種
　
別

製 造 業 27.5 71.4 1.1 20.5 74.5 5.0 15.1 80.3 4.6
卸 売 業 23.9 75.0 1.1 16.5 78.0 5.5 5.6 89.5 4.9
小 売 業 27.1 71.6 1.2 12.9 82.7 4.5 5.7 89.4 5.0
サービス業 33.9 65.3 0.8 21.0 74.1 4.9 9.6 85.6 4.9
建 設 業 19.3 79.7 1.0 22.7 71.7 5.6 11.1 85.1 3.8
不 動 産 業 22.6 76.4 1.0 8.4 86.3 5.3 2.6 91.0 6.3

＜参考＞過去調査結果
女性 高齢者 外国人

増やす	
方針

どちら	
とも	

いえない

減らす	
方針

増やす	
方針

どちら	
とも	

いえない

減らす	
方針

増やす	
方針

どちら	
とも	

いえない

減らす	
方針

2017年3月調査 21.5 77.4 1.1 13.9 79.1 7.1 6.1 88.7 5.2
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にとどまった。外国人は、製造業と建設業で

10％を超えた。

◯外国人採用企業は予定を含めて1割強

2019年4月施行の改正出入国管理法を受け

て受入れ拡大が見込まれる外国人労働者につ

いては、現時点で12.5％が採用（予定を含

む。）と回答した。理由としては、「日本人を

採用できなかった（5.7％）」、「優秀な人材

だった（4.6％）」が上位となった（図表14）。

対して、現時点では87.5％が採用しておら

ず、今後の予定もないと回答した。採用して

いない理由としては、「そもそも人手が足り

ている（35.0％）」、「外国人採用にメリット

を感じない（18.2％）」、「文化やコミュニケー

ションへの対応が困難（15.2％）」、「情報不足

でよくわからない（14.7％）」が続いた。

図表14　外国人の採用状況とその理由（予定を含む。）� （単位：%）

採用している（予定を含む。）の理由 採用していない理由
優秀な
人材だっ
たため

海外進出
の足がか
り

外国人
顧客増加
へ対応

将来の
後継者
候補

日本人を
採用でき
なかった

法律や
行政手続
きの対応
が困難

文化やコミュ
ニケーション
への対応が
困難

情報不足
でよくわ
からない

外国人
採用に
メリットを
感じない

そもそも
人手が足
りている

全　　　　体 12.5 4.6 0.7 1.1 0.3 5.7 87.5 4.3 15.2 14.7 18.2 35.0

地
　
域
　
別

北 海 道 9.8 2.5 0.3 1.3 0.5 5.3 90.2 6.1 17.7 17.8 21.8 26.8
東 北 7.3 1.6 1.0 0.3 0.3 4.0 92.7 4.9 16.5 15.7 17.8 37.8
関 東 14.1 5.9 0.7 1.2 0.2 6.1 85.9 3.9 14.2 13.2 18.9 35.6
首 都 圏 10.5 4.4 0.7 1.2 0.4 3.8 89.5 3.4 13.5 12.8 16.2 43.6
北 陸 16.7 5.1 0.8 1.7 0.2 9.0 83.3 4.4 15.4 13.0 22.1 28.4
東 海 21.4 7.6 1.0 0.8 0.3 11.6 78.6 3.9 16.1 13.6 19.2 25.8
近 畿 13.2 5.3 0.9 1.3 0.2 5.5 86.8 5.4 17.0 17.1 18.6 28.8
中 国 15.4 4.9 0.6 0.9 0.2 8.8 84.6 5.0 15.3 14.6 19.4 30.2
四 国 10.3 4.2 0.2 0.7 0.5 4.7 89.7 4.0 11.9 10.8 18.0 45.0
九 州 北 部 8.4 2.8 0.9 1.4 0.2 3.2 91.6 3.3 13.5 20.5 17.5 36.7
南 九 州 8.5 3.1 0.2 1.3 0.4 3.5 91.5 5.0 16.4 14.8 15.6 39.7

規
　
模
　
別

1 〜 4 人 3.9 1.4 0.2 0.6 0.3 1.4 96.1 2.4 9.8 11.7 14.8 57.5
5 〜 9 人 6.9 2.8 0.3 0.6 0.3 2.9 93.1 4.9 16.5 17.1 18.5 36.0
10 〜 19 人 12.4 4.4 0.5 1.1 0.3 6.0 87.6 5.4 18.3 18.5 20.8 24.6
20 〜 29 人 18.0 5.8 1.2 1.2 0.5 9.3 82.0 5.6 19.7 16.0 21.7 19.0
30 〜 39 人 21.1 9.0 1.5 1.9 0.1 8.6 78.9 6.3 15.4 16.5 23.7 17.0
40 〜 49 人 27.7 9.7 1.6 3.1 0.4 13.0 72.3 5.5 21.7 13.5 18.8 12.7
50 〜 99 人 31.2 12.3 2.4 2.0 0.1 14.4 68.8 5.1 18.7 12.8 19.7 12.5
100〜199人 43.4 16.0 2.8 3.5 1.0 20.1 56.6 4.2 15.6 9.0 15.3 12.5
200〜300人 48.6 17.4 2.8 3.7 0.9 23.9 51.4 4.6 10.1 11.0 9.2 16.5

業
　
種
　
別

製 造 業 20.3 7.9 1.5 1.0 0.4 9.6 79.7 4.5 13.9 14.0 17.6 29.7
卸 売 業 8.4 3.4 0.5 1.0 0.2 3.3 91.6 3.7 15.5 13.9 17.5 40.8
小 売 業 6.5 2.2 0.2 1.3 0.3 2.5 93.5 2.2 12.5 13.4 15.8 49.6
サービス業 11.5 3.8 0.5 2.3 0.2 4.7 88.5 5.0 19.0 15.4 16.4 32.6
建 設 業 11.6 3.7 0.4 0.5 0.6 6.4 88.4 6.4 19.5 20.6 24.3 17.5
不 動 産 業 3.0 1.2 0.2 1.0 0.0 0.7 97.0 4.0 11.3 8.9 17.6 55.1
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◯4割強が働き方改革から影響受ける

働き方改革が求めている「時間外労働の上

限規制」や「有給休暇取得の義務化」による影

響については、「影響を受ける」が44.5％、「影

響は受けない」が28.9％、「影響があるかどうか

よくわからない」が26.6％となった（図表15）。

「影響を受ける」企業における、現時点で

の対応（今後の予定を含む。）については、「従

業員への処遇・待遇の改善（13.2％）」が最

も高く、「勤怠管理の徹底（10.5％）」が続い

た。また、「対応できない」は2.8％となった。

企業規模別にみると、おおむね規模が大き

いほど「影響を受ける」が高く、「影響は受

けない」や「影響があるかどうかよくわから

ない」が低くなる傾向があった。

図表15　働き方改革の影響とその対応� （単位：%）

影響を受ける
影響は
受けない

影響がある
かどうか
よくわから
ない

設備投
資・IT化
による業
務効率化

従業員の
再教育

勤怠管理
の徹底

取引先
への

協力要請

受注の取捨
選択・業務
の再構築や
縮小

従業員への
待遇・処遇
の改善

経営者や
管理者の
カバーに
より代替

対応
できない

全　　　　体 44.5 5.2 5.0 10.5 1.8 2.7 13.2 3.3 2.8 28.9 26.6

地
　
域
　
別

北 海 道 52.8 5.0 4.0 12.9 2.5 4.2 17.0 4.2 2.9 23.3 23.9
東 北 51.2 5.1 5.7 11.8 3.1 2.8 16.0 3.2 3.5 25.9 22.9
関 東 45.3 6.7 5.8 9.6 1.8 3.1 13.3 2.3 2.6 29.5 25.2
首 都 圏 35.5 3.7 4.6 8.4 1.6 2.0 9.6 2.9 2.8 35.0 29.4
北 陸 47.5 7.5 6.0 7.5 2.4 4.6 14.7 3.1 1.9 27.3 25.2
東 海 52.5 7.7 4.6 14.2 1.9 3.6 14.3 3.3 3.0 24.9 22.6
近 畿 50.3 5.8 6.3 12.4 1.6 2.6 15.5 3.4 2.7 24.0 25.7
中 国 46.7 5.7 4.4 11.9 1.7 2.5 13.4 4.4 2.7 27.5 25.8
四 国 35.5 3.3 3.3 7.9 0.9 2.3 12.1 3.0 2.6 32.7 31.8
九 州 北 部 41.2 5.0 4.2 8.5 2.6 2.3 11.8 3.3 3.5 29.4 29.4
南 九 州 38.6 3.8 5.5 7.0 1.1 1.7 12.9 4.2 2.5 31.1 30.3

規
　
模
　
別

1 〜 4 人 21.2 1.8 2.0 3.0 1.0 1.3 5.9 3.0 3.2 43.3 35.5
5 〜 9 人 40.1 2.7 4.1 7.5 1.6 2.7 12.5 5.1 3.8 30.5 29.4
10 〜 19 人 53.6 4.6 6.7 10.8 3.3 3.9 18.6 3.3 2.4 21.7 24.7
20 〜 29 人 60.4 5.8 8.4 17.4 1.9 4.0 17.4 2.7 2.8 21.1 18.5
30 〜 39 人 66.2 12.0 6.7 14.9 2.6 4.6 19.7 3.3 2.4 15.9 17.9
40 〜 49 人 72.3 10.0 8.7 24.9 2.0 3.2 20.3 2.0 1.3 13.6 14.1
50 〜 99 人 74.1 15.3 9.6 22.0 2.3 3.8 18.3 1.7 1.0 12.8 13.2
100〜199人 73.8 18.9 4.9 26.6 1.4 2.4 16.4 1.4 1.7 11.9 14.3
200〜300人 84.4 23.9 7.3 37.6 0.9 0.9 11.9 0.0 1.8 8.3 7.3

業
　
種
　
別

製 造 業 48.9 7.5 5.0 12.0 1.8 3.6 12.7 3.3 3.1 25.8 25.3
卸 売 業 43.2 5.3 5.2 9.8 2.1 2.7 12.2 3.3 2.7 28.8 27.9
小 売 業 34.2 3.1 4.6 7.0 1.0 1.1 10.5 3.6 3.3 33.4 32.4
サービス業 46.0 4.4 5.8 11.2 1.2 2.7 13.9 4.4 2.4 28.1 25.9
建 設 業 54.3 4.4 5.6 13.6 3.7 3.7 18.6 2.1 2.8 21.7 24.0
不 動 産 業 28.6 2.9 3.7 5.2 0.8 1.0 10.5 2.9 1.5 47.7 23.7
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◯長時間労働是正への関心が高まる

　働き方改革に対して現在取り組んでいる、

あるいは今後優先的に取り組みたい事項（最

大3つまで複数回答）については、「長時間

労働是正（残業規制、有休義務化）（37.4％）」

が最も高く、「賃金引上げと労働生産性向上

（29.4％）」、「何をやればよいのかわからない

（29.3％）」が続いた（図表16）。2017年に行っ

た同様の調査と比較すると、「長時間労働是

正」の比率が上昇した。また、「何をやれば

よいのかわからない」も上昇した。

図表16　働き方改革への取組み� （単位：%）

同一労働同
一賃金など
非正規雇用
処遇改善

賃金引上げ
と労働生産
性向上

長時間
労働是正
（残業規
制、有休
義務化）

柔軟な
転職支援、
格差是正
のための
人材育成

テレワーク、
副業・兼業
など柔軟な
働き方

女性・若者
が活躍
しやすい
環境整備

高齢者の
就業促進

病気治療、
子育て・
介護と仕事
の両立

外国人材
の受入れ

何をやれ
ばよいの
かわから
ない

全　　　　体 8.2 29.4 37.4 4.4 2.7 22.9 15.3 5.9 7.1 29.3

地
　
域
　
別

北 海 道 10.3 35.0 42.2 4.4 2.5 23.2 18.7 5.2 6.7 24.7
東 北 9.8 33.7 41.5 4.0 3.4 28.2 21.2 10.1 4.1 25.4
関 東 8.7 31.4 41.7 5.2 3.8 28.3 20.3 6.6 9.3 23.4
首 都 圏 7.3 22.8 31.1 4.5 2.0 17.4 9.9 3.9 5.2 37.9
北 陸 8.4 31.3 36.8 3.3 3.8 25.8 20.6 6.5 8.2 27.5
東 海 7.0 34.1 43.6 3.9 3.2 27.8 20.6 6.6 11.9 21.2
近 畿 9.1 34.1 42.6 4.8 3.1 24.9 16.9 6.1 8.3 23.7
中 国 8.8 29.1 38.7 3.3 2.5 24.7 15.6 9.0 7.7 25.8
四 国 4.0 24.0 28.5 5.0 2.1 22.3 11.4 6.7 6.9 38.0
九 州 北 部 7.5 27.9 33.3 5.8 2.4 21.1 9.4 6.5 4.4 30.0
南 九 州 8.0 27.0 31.4 3.8 2.7 20.4 12.2 5.1 4.6 37.1

規
　
模
　
別

1 〜 4 人 5.3 15.6 19.1 2.8 2.8 13.8 8.7 4.0 2.4 53.9
5 〜 9 人 7.2 28.3 33.5 4.2 2.9 22.0 15.1 6.2 5.1 29.5
10 〜 19 人 9.5 35.4 44.7 5.7 2.4 25.7 16.8 6.4 7.2 18.6
20 〜 29 人 9.8 39.6 49.5 5.9 2.8 29.9 21.6 7.9 10.7 12.0
30 〜 39 人 11.4 41.4 51.8 5.8 2.3 30.9 19.2 5.1 11.5 10.8
40 〜 49 人 10.3 42.7 59.4 5.7 2.4 36.0 25.3 8.3 13.8 6.8
50 〜 99 人 12.6 44.3 62.3 4.5 3.3 30.0 22.7 8.4 15.4 5.9
100〜199人 12.9 43.4 60.8 5.6 2.1 35.7 20.6 7.3 18.9 4.2
200〜300人 16.5 40.4 64.2 8.3 5.5 33.0 12.8 5.5 26.6 2.8

業
　
種
　
別

製 造 業 9.2 32.5 40.0 4.5 2.1 23.2 18.4 6.5 11.6 23.6
卸 売 業 9.6 27.8 38.4 5.2 3.1 22.0 15.0 4.4 3.7 29.5
小 売 業 6.2 21.2 26.8 3.1 2.6 22.4 11.1 5.3 3.9 43.2
サービス業 8.6 28.6 37.0 4.3 3.5 27.0 15.5 6.1 5.5 28.7
建 設 業 7.9 37.5 45.6 5.1 2.3 19.4 17.6 5.6 7.8 22.4
不 動 産 業 5.3 22.1 32.5 4.8 4.8 24.8 7.5 7.7 1.7 37.6

（備考）最大3つまで複数回答

＜参考＞過去調査結果

同一労働同
一賃金など
非正規雇用
処遇改善

賃金引上げ
と労働生産
性向上

長時間
労働是正

柔軟な
転職支援、
格差是正
のための
人材育成

テレワーク、
副業・兼業
など柔軟な
働き方

女性・若者
が活躍
しやすい
環境整備

高齢者の
就業促進

病気治療、
子育て・
介護と仕事
の両立

外国人材
の受入れ

何をやれ
ばよいの
かわから
ない

2017年3月調査 10.8 34.0 25.4 7.6 3.1 36.7 19.3 10.1 5.5 25.4
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「調査員のコメント」から
　全国中小企業景気動向調査表には、「調査員のコメント」として自由記入欄を設けている。ここで
は、本調査の調査員である全国の信用金庫営業店職員から寄せられた声の一部を紹介する。

（1）活況、新しい取組み
・住宅の和室が減少しているものの、ホテル業界からの畳入替の依頼が増えている。� （畳製造　北海道）
・人手不足対応のため、労働環境を改善した。また、外国人労働者を採用し、社宅も取得した。
	 � （魚肉練り製品製造　北海道）
・国内では低迷しているが、中国や東南アジアでの人気が高く、輸出が主力になりつつある。銀座で販売
を開始し、販路拡大を推進中。� （鋳造　山形県）
・大手ネット通販での販売が好調。落ち着いたデザインの新ブランドが好評で、利益率も高い。
� （衣料品　北海道）
・地元木材卸として大工職人の育成にも注力しており、24時間365日無料で使える作業場所を提供するな
ど、地域で一定の役割を担っている。� （材木、建材卸売　静岡県）
・若年層のブライダルへの関心が低下しており、業界全体が冷え込んでいる。神社と提携し、縁結びのイ
ベントを開催した。� （ブライダル貸衣装　兵庫県）
・2025年の大阪万博開催に向け、関西圏以外の宿泊客や外国人客の取込みを目指す。
� （ホテル・旅館　兵庫県）
・大手半導体メーカーの工場の進出により、分譲開発が活発に行われている。� （不動産仲介　岩手県）
・米中貿易摩擦の影響は現状では小さく、業況は活況である。� （コイル巻線製造　長野県）
・昨年の自社HP開設以降、県外メーカーからの問い合わせが続いており、受注を断るケースも増えている。
今後、設備を増強する考えである。� （ホースバンド・ヒンジ製造　静岡県）
・今期は、選挙に伴うスポット受注により増収を見込む。� （印刷　兵庫県）

（2）苦境、将来への懸念
・教員の人材確保が難航しており、営業シフトに支障をきたす日が出始めている。� （学習塾　愛知県）
・米中貿易摩擦の影響を受け、半導体の生産が減少している。他の生産で埋め合わせている。
	 � （医療機器・情報機器製造　岩手県、空調・冷凍機器製造　神奈川県）
・大手自動車メーカーの経営の混乱を受け、新商品開発が滞っている。� （自動車部品製造　静岡県）
・工業排水や生活排水の浄化が進み、海がきれいになりすぎたため、海苔の生育に適さない状況になって
いる。� （海苔、茶卸売　千葉県）

・長年の営業により多数の取引先を有していたが、廃業先が増加しており減収している。他業態への進出
も視野に入れている。� （ハム、ソーセージ、練り製品卸売　兵庫県）
・24時間営業を変えるつもりはないが、オーナー夫婦は長時間労働をせざるを得ない。（コンビニ　愛媛県）
・工事のICT進展で効率化が進んでいるが、抜本的な生産性の向上に向け、まだ課題がある。
� （総合工事　福島県）
・優良物件が少なく、仕入れできない状況である。� （分譲　千葉県）
・インターネット販売を始めようと思ったが、手数料負担等が多いので、断念した。� （製材　岡山県）
・インターネット通販を行っているが、手数料や配送コストの増加を受け、業況は悪化している。
� （旅行用品小売　神奈川県）
・仕入れ値や外注費の上昇を受け、受注は増加しているものの減益となった。� （金属樹脂加工　新潟県）
・受注選別を行っているが、断りきれないこともあり、利益を圧迫している。また、最低賃金引上げによ
る固定費の増加も懸念材料である。	 � （ダンボール製造　岡山県）
・近隣ガソリンスタンドが撤退したため顧客は微増した。しかし、低燃費車の普及による給油サイクルの
長期化が売上に悪影響を与えている。	 � （石油製品小売　新潟県）
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※�本稿の地域区分のうち、関東は茨城、栃木、群馬、新潟、山梨、長野の6県。首都圏は埼玉、千葉、
東京、神奈川の1都3県。東海は岐阜、静岡、愛知、三重の4県。九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県。
南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄の5県。

（3）特別調査のテーマ（中小企業における人手不足の状況と働き方改革への対応について）
・働き方改革に困惑している。繁忙期の対応など、具体策が見当たらない。	 � （家具製造　北海道）
・労働環境を見直す必要性を感じており、信用金庫経由で社労士にも相談したが、変更には現状至ってい
ない。	 	 � （金属製品製造　北海道）

・すでに第6世代移動通信システム（6G）を見据え、外国人労働者比率を上げている。
	 � （光学ガラスセラミック加工　山梨県）
・働き方改革は中小企業にとってマイナス面が多い。従業員は必ずしも有給休暇の取得を望んでいない。
	 � （塩化亜鉛製造　大阪府）
・現在雇用している外国人労働者の働き振りが良いため、今後も採用および活躍の場を増やす方針である。
	 	 � （高圧洗浄機製造　兵庫県）
・働き方改革は、現在の中小企業の実態と大きく隔たりがある。政府の考えが甘いと思う。
	 	 � （生鮮魚、冷凍食品卸売　山梨県）
・以前、外国人を採用したとき、いろいろと問題があった。情報収集の必要性を感じており、勉強会など
の機会があれば積極的に参加したい。	 � （鉄、古紙卸売　長野県）

・人手不足により事業を縮小しており、今後は事業継続も困難になる可能性がある。
� （中古自動車販売　北海道）
・人手不足だが、新たに雇うほどの余裕はない。また、外国人労働者とはコミュニケーション等の対応が
難しそうなので、検討することはない。� （自動車整備、修理　北海道）
・外国人労働者が現在2名在籍しているが、とても優秀で会社にも良い効果があった。
� （自動車整備　北海道）
・事業規模は拡大しているが、コンサルタント業務を外国人が担うのは難しい。専門性のある人材なら可
能性はあるが、現時点では困難である。	 � （建設コンサルタント　群馬県）
・作業員、監督者とも人手不足。現場監督となると女性や外国人での対応ができない。（総合工事　栃木県）
・今年度、初めて女性の現場監督を採用した。今後も、女性や若者が働きやすい環境を整備し、積極的に
雇用したい。� （住宅建設　兵庫県）

・現在は多忙だが、万一の景気後退を懸念しており、従業員の正規雇用化にまで踏み込めない。また、取
引先には配送まで行っているため、女性や外国人の採用は難しい。� （食肉卸売　岡山県）

（4）その他
・ここ2年ほど、原材料、容器、送料等がすべて値上げとなっているため、2019年10月の増税のタイミン
グで取扱商品全品の値上げを予定している。� （食料品製造　兵庫県）
・受注残が増えているものの、米中、中東、欧州など、世界情勢の不安定化が予測されるので、現在は投
資できないと判断している。� （金属加工　岡山県）
・代表者自身がバイヤーとの交渉を行っているため、事務所にほとんど不在の状況。営業部門の後継者育
成を進める方針。� （生鮮食料品卸売　北海道）
・特殊なチタン加工を行っているため需要は多いものの、代表者が高齢で後継者がいないため、事業縮小
中である。� （工作、機械部品卸売　神奈川県）

・創業100年を超えており、代表者の人望が厚い。数年後に控える事業承継では、この属人的な強みを引き
継げるかが課題である。� （調剤薬局、小売　北海道）
・最近の痛ましい事件の発生を受けて、警備依頼が増加している。� （警備　沖縄県）
・消費増税による市場の影響はあまりないと思う。� （不動産売買、仲介　長野県）
・地震による津波を心配し、高台の土地購入を考える顧客が多い。� （不動産仲介　兵庫県）
・残業時間削減のためにも、市役所への報告書類の簡素化を希望する。� （土木工事　静岡県）
・若い人の倹約志向の高まりが顕著である。また、固定客の多くが40代以上のため、スマホ決済等の導入
を悩んでいる小売店が多いとのこと。� （婦人衣料小売　静岡県）

・老朽アパートや設備の悪い住居の空室が目立ってきている。� （不動産管理　北海道）
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（キーワード）　�事業承継、親族内承継、同族経営、ファミリービジネス、継続力

（視　点）
　近年の中小企業経営をとりまく事業環境の不透明感が増すなかで、事業を継続していくこと
の重要性をあらためて見直す動きが広がっている。
　とりわけ、今日的にクローズアップされることの多い事業承継問題という“人的リスク”を、
長期にわたって“親族間のバトンタッチ”によってクリアし続けている長寿企業の持つ「継続力」
には、今日の中小企業経営に示唆する部分も多いものと推察される。
　そこで本稿では、今回より数回にわたって中小企業の「継続力」というキーワードを掲げ、
上記のような問題意識の下、全国で“親族間のバトンタッチ”によって事業を継続している企業
へのヒアリング調査を重ねることなどによって、その源泉を探っていくこととしたい。

（要　旨）
⃝�“世代交代”を主たるテーマとした『中小企業白書（2019年版）』をみると、事業承継を果
たした経営者と後継者の関係は「親族内承継」が55.4％と過半数に及んでいる。後継者不
在を解決する手段としてのM&Aが脚光を浴びるなど事業承継のあり方は多様化が進展して
いるが、その本流は今日においても“親族間のバトンタッチ”にあり、これを「継続力」
の源泉として見直す動きが広がっている。

⃝�“親族間のバトンタッチ”によって事業を継続している企業をわが国では“同族企業”と
呼ぶことが多いが、欧米諸国ではこれを「ファミリービジネス」という概念でポジティブ
に捉え、その継続力や優位性に対する研究も盛んに行われている。近年では、わが国でも
ファミリービジネスを研究する動きが活発化しており、企業の「継続力」の源泉を探る動
きとして今後の動向が注目される。

⃝�“親族間のバトンタッチ”を実現してきた事業者の事業承継への考え方はさまざまではあ
るが、代々の経営者たちの“企業家精神”を受け継ぎ、ダイナミックな時代の変化に適合
しながら“革新”に挑み続け、事業の「継続力」を発揮している点では共通している。

調 査

中小企業の「継続力」を考える①
−“親族間のバトンタッチ”で受け継がれる企業家精神−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

庄司　香織
信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

鉢嶺　実
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はじめに

　近年の中小企業経営をとりまく事業環境の

不透明感が増すなかで、事業を継続していく

ことの重要性をあらためて見直す動きが広

がっている。

　とりわけ、今日的にクローズアップされる

ことの多い事業承継問題という“人的リス

ク”を、長期にわたって“親族間のバトン

タッチ”によってクリアし続けている長寿企

業の持つ「継続力」には、今日の中小企業経

営に示唆する部分も多いものと推察される。

　そこで本稿では、今回より数回にわたって

中小企業の「継続力」というキーワードを掲

げ、上記のような問題意識の下、全国で“親

族間のバトンタッチ”によって事業を継続し

ている企業へのヒアリング調査を重ねること

などによって、その源泉を探っていくことと

したい。

1�．長寿企業の多くが“親族間のバト
ンタッチ”によって事業を継続

　東京商工リサーチの『2018年休廃業･解散

企業動向調査』によると、近年の企業の倒産

件数は、金融緩和の効果などにより減少傾向

を辿っている。しかしその一方で、倒産まで

には至らないものの、休廃業や解散という形

で企業としての存続を断念しているような

ケースは、一貫して高水準かつ緩やかに増加

基調で推移している（図表1）。

　その結果、これがわが国の経済活動の根幹

を支える企業数そのものの減少傾向を招く要

因となっており、地域によってはサプライ

チェーンの寸断や“買物難民”の増加など、

基本的な経済活動の維持そのものにも大きな

支障をきたすようなケースが出てきている。

なお、休廃業･解散の件数が高水準で推移し

ているのは、中小企業経営者の多くが、高齢

化の進展などにより“世代交代期”を迎えてい

るにもかかわらず、後継者難などにより経営

のバトンタッチ（いわゆる事業承継）が思う

ように進んでいないことが要因ではないかと

いわれている。

　とはいえ、“世代交代”を主たるテーマと

した2019年版の『中小企業白書』をみると、

事業承継を果たした経営者と後継者との関

係では、経営者の子供などへのバトンタッ

チに代表される「親族内承継」の占める割合

は55.4％にも及んでおり、まだまだ主流を占

めているという実態も明らかとなっている

（図表2）。近年では、後継者不在を解決する

図表�1　休廃業・解散、倒産件数
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（備考�）東京商工リサーチ『休廃業・解散企業』動向調査
（2018年）をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究
所作成
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手段としての第三者への事業承継（M&A）

が急速に脚光を浴びるなど、官民を挙げて支

援体制を拡充する動きは活発化しているが、

事業承継の本流は今日でも“親族間のバトン

タッチ”にあると考えられる。

　ちなみに、当研究所が2018年7月に公表し

た調査レポート「千年企業の継続力」では、

千年以上の超長期にわたって事業を継続して

いる長寿企業（老舗企業）の多くが、その草

創期から今日に至るまで、紆余曲折はありな

がらも基本的には“親族間のバトンタッチ”

で繋いできた企業であるとみられることを指

摘してきた（図表3）。

　今日の経済社会においては、「中小企業の事

図表�2　事業承継した経営者と後継者との関係
配偶者
2.6

子供（男性）
42.8

子供（女性）
2.3

兄弟姉妹
1.5

孫
0.0

その他
親族
3.5 子供の配偶者

2.6

親親族以外の
役員・従業員
19.1

社外の
第三者
16.5

その他
9.1

（％）

親族内承継55.4%

（備考�）中小企業庁『中小企業白書（2019年版）』をもとに
信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成

図表3�　わが国で千年超の業歴を有するとみられる主な長寿企業
企業名（所在地） 創業 概要

（株）金剛組
（大阪市天王寺区）

578年
（敏達天皇7年）

聖徳太子から招かれた百済の宮大工が四天王寺（大阪市）の建立に携
わって以来、社寺建築を手がけてきた。長寿企業世界一とされている。

（一財）池坊華道会
（京都市中京区）

587年
（用命天皇2年）

「いけばなの根源」として、その振興と普及に取り組んでいる。六角堂と
よばれる頂法寺本堂（京都市）の建てられた年が創業年とされる。

（有）西山温泉慶雲館
（山梨県早川町）

705年
（慶雲2年）

武田信玄や徳川家康の隠し湯といわれる山梨県の西山温泉で、旅館「慶
雲館」を経営。世界最古の宿として2011年にギネスブック認定。

（株）古まん
（兵庫県豊岡市）

717年
（養老元年）

兵庫県北部の城崎温泉で旅館「千年の湯 古まん」を経営。開湯の記録に
残る「曼荼羅屋敷」がその前身とされている。

（有）善吾楼
（石川県小松市）

718年
（養老2年）

石川県西部の粟津温泉で旅館「法師」を経営。白山開山の祖･泰澄大師の
命で建てた湯治宿がその前身。フランス･エノキアン協会に加盟。

源田紙業（株）
（京都市上京区）

771年
（宝亀2年）

平安遷都ともに京都に移転。戦前までは現在地で水引きを製造。現在は
水引きを使った製品や結納などの祝儀用品等の紙製品を取り扱う。

五位堂工業（株）
（奈良県香芝市）

794年
（延暦13年）

東大寺の盧舎那仏像（大仏）の建立に携わったとされ､ 記録に残る梵鐘､
半鐘も多数。現在は工業製品としての鋳造部品の製造･加工を手がける。

（株）田中伊雅佛具店
（京都市下京区）

885年
（仁和元年）

創業以来、ほぼ一貫して寺院向けの京仏壇･京仏具（華鬘､ 金幡､ 照明天
蓋などの ｢荘厳仏具｣）の ｢美の本流｣ を極めながら製造販売に従事。

（株）中村社寺
（愛知県一宮市）

970年
（天禄元年）

初代当主が社寺造営のために京都より当地に招かれ、以来千年を超える
歴史を重ねる。現在は金剛組の子会社として事業継続中。

一文字屋和輔
（京都市北区）

1000年
（長保2年）

西暦994年に創建された京都･今宮神社の門前で、つきたての餅を串に刺
して焼き、きな粉と白味噌で仕上げた「あぶり餅」を提供。

（株）ホテル佐勘
（仙台市太白区）

1000年
（長保2年）

約千年前より主に材木業を生業としていたが、東北で人の往来が増えて
きた600年ほど前より宿泊業（湯守）へ軸を移し温泉旅館へ本格展開。

（備考�）各種資料やヒアリング調査などもとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成
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業承継の問題は待ったなしの課題である」と

いう認識が急速に広がっており、その解決へ

向けての支援メニューも、M&Aにかかる

マッチングサービスの拡充など著しく多様化

が進展している。しかし、長期的な視点から

見た場合、“親族間のバトンタッチ”こそが、

事業の「継続力」の源泉たるものを備えてい

る可能性は高く、こうした長寿企業の「継続

力」を見直す動きがここへきて静かに広がっ

ている。

2�．「継続力」にかかるキーワードと
して関心を高める“ファミリービジ
ネス”の概念

　わが国では、“親族間のバトンタッチ”に

よって事業を継続しているような企業を“同

族企業”と呼ぶことも多い。しかし、一般に

同族企業というと、不透明な経営によって不

祥事が多発しがちといったようなガバナンス

上の問題を指摘されるなど、どちらかといえ

ばマイナスのイメージを持たれることが多

かった。

　一方、欧米諸国においては、いわゆる同族

企業は「ファミリービジネス」という概念の

下でポジティブに捉えられていることが多く、

事業の「継続力」をも備えた存在として、と

りわけ高い評価を受けている。独フォルクス

ワーゲンや米ウォルマートなど、世界的に著

名な大企業でもファミリービジネスという概

念で括られるケースが多く、その継続力や優

位性に対する研究も盛んに行われている。国

によってはファミリービジネスの健全な発

展、特に円滑な事業承継を実現するためのさ

まざまな施策が進められていることもある。

　こうした流れを受けて、近年ではわが国に

おいても、事業承継問題などを切り口として

ファミリービジネスの「継続力」に対して関

心を高める動きが広がっており、ファミリー

ビジネス学会の設立（2008年）や『ファミ

リービジネス白書』の発刊（2015年～）を

はじめとして、各方面の有識者らを中心に立

ち上がっている研究会などによる活動も活発

化するようになってきている。

　ちなみに、ファミリービジネスについての

統一的な定義はないが、欧米のファミリービ

ジネス研究では、個々の研究者がその目的に

応じてファミリービジネスを定義付けしてい

ることが多いといわれている。わが国におい

ても、ファミリービジネスは、いわゆる“家

族経営”よりも広い概念で捉えられており、

どちらかといえば“同族経営”という表現に

近似しているものと考えられる。おおむね、

会社の「所有」か「経営」のどちらかで、一

つの家族・親族が一定の支配権を握り続けて

いれば（一定の影響力を有していれば）、

ファミリービジネスと位置付けることは可能

とされている。たとえば、日本経済大学大学

院特任教授の後藤俊夫氏が監修している

『ファミリービジネス白書（2018年版）』に

よれば、3,500社超にも及ぶわが国上場企業

全体に占めるファミリービジネスの比率は

52.9％と、一定の条件の下であるとはいえ、

過半数を占めているというデータも公表され

ており、ファミリービジネスがわが国の経済
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社会全体の中で大きなウエイトを占めている

という状況は、もはや定説となりつつある。

　なお、ファミリービジネス研究の領域にお

いては、一般企業の分析に用いられる「所有

（オーナーシップ）」と「経営（ビジネス）」

という要素に加え、「家族（ファミリー）」と

いう要素を加えた「スリーサークル･モデル

（3Cモデル）」を基本的な分析の枠組みとし

て用いるケースが多い（図表4）。

　「所有」と「経営」だけでなく、そこに

「ファミリー」という要素が重なることで、

企業としての「継続力」のようなものが発揮

されているとすれば、その源泉となっている

ものは何なのか。本稿では、こうした問題意

識の下、“親族間のバトンタッチ”によって、

広い意味での「ファミリー」が一定の影響力

を持ち続けているとみられる長寿企業へのヒ

アリング調査を実施し、近年脚光を浴びつつ

ある“ファミリービジネス”というキーワー

ドも念頭に置きながら、その「継続力」の源

泉を探っていくこととした。

3�．“親族間のバトンタッチ”で長期
にわたって事業継続を実現している
中小企業事例

（1�）株式会社江戸一飯田（東京都中央区築

地、従業員45名）

　同社は、東京築地の場外市場に2店舗を

構える、1914年（大正3年）創業の佃煮・

煮豆等の製造販売業者である（図表5）。

同社に伝わる味と伝統を守り続け、製造か

ら販売まで一貫した経営を行っており、職

人たちが丹精を込めて作り続ける創業100

年以上の歴史を有する老舗企業である。

　同社は、現・代表取締役社長の飯田一雅

氏（55）（以下、「飯田社長」という。）の祖

父が、当時の魚河岸・日本橋で、豆や佃煮

を煮炊きする「いいだ商店」として独立創

図表4�　ファミリービジネスのスリーサーク
ル・モデル（3Cモデル）

ビジネス
（経営）

ファミリー
（家族）

オーナーシップ
（所有）

（備考�）『ファミリービジネス白書（2018年版）』などをも
とに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
設 立
社 員 数
事 業 内 容

株式会社江戸一飯田
飯田 一雅
東京都中央区築地
1914年（大正3年）
45名
佃煮・煮豆製造販売

（備考）1．写真は飯田代表取締役
2．信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表5　株式会社江戸一飯田の概要
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業したことが始まりである。その後、関東

大震災（1923年）によって日本橋の魚河

岸一帯が壊滅状態となり、築地の地へと移

転を余儀なくされつつも、戦後の1947年

には飯田社長の父親が2代目社長に就任

し、佃煮の販売業者として築地場外市場で

の営業地盤を固めていった（図表6）。

　その後、飯田社長が高校2年生だった

1981年に2代目社長が急逝、これを受けて

飯田社長の母親・飯田陽子氏が急遽、3代

目の社長に就任し、事業を承継するに至っ

ていた。一方、大学卒業後の飯田社長は大

手広告代理店に就職し、12年間、主に

セールスプロモーションの分野で活躍して

きた。そうしたなかで、そこで培ったセー

ルスプロモーションや経営のノウハウを、

「製造から販売まで一貫して手がける現場

で実践してみたい。」との想いが日に日に

募り、これを実現するため、自らの強い意

志の下で、1998年に広告代理店を退社し、

同社に専務として入社した。その後、

2006年には3代目社長（母親）の後を継い

で4代目社長に就任し、現在に至ってい

る。飯田社長は、当初から事業を継ぐこと

は考えておらず、また母親からも「継がな

くてもいいと言われていた。」と振り返る

が、結果的には“家業”を自己実現の舞台

として選択したという形となっている。

　なお、飯田社長が会社に入るまでは、主

に佃煮の卸問屋として事業を展開してきた

が、入社10年後に秋葉原工場を開設、念

願だった佃煮・煮豆の製造から販売までを

一貫して手がける企業として新たなスター

トをきるなど、大きな変革をもたらして現

在に至っている。時代が求める「味」を追

求し、「風土を大切にしたものづくり」を

テーマに掲げ、時代の移り変わりに柔軟に

向き合い日々変革と挑戦により成長し続け

ている。

　飯田社長が4代目社長に就任した後も、

場外市場の火災による本社屋全焼（2011

年）や築地市場の豊洲移転（2018年）な

ど、幾度もの経営上の大きな課題にぶつ

かってきたが、その度にピンチを乗り越え

ながら課題を解決し、今日に至っている。

とりわけ、築地場外市場は、市場の移転後

も引き続きインバウンドで活況を呈してい

る状況にあることから、同社では、これを

大きなチャンスととらえ、外国人観光客を

ターゲットに取り込みを行っている。具体

的には、佃煮文化が無い外国人でも商品を

手に取ってもらえるよう、海外でも通じる

図表�6　同社の本店の様子

（備考�）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影
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ことが増えたという「MUSUBI（むす

び）」という言葉を使ったポップを作成し、

“おにぎりの具材としての佃煮”を広く

知ってもらうための様々な努力を行ってい

る（図表7、8）。飯田社長は、築地場外市

場という“地の利”を活かし、今後も社員

一丸となって佃煮や煮豆の製造販売企業と

して躍進していきたいと考えている。飯田

社長の次代を担う5代目社長は現時点では

まったく未定ではあるが、「家督に依存しな

い自立した会社」を目指して「顧客に必要

とされる企業」として事業を継続していく

意向である。

（2�）吉川商事株式会社（東京都港区北青山、

従業員4名）

　同社は、江戸時代中期より、東京・青山

の地で質預かり、買い取り、リユース

ショップ等を行う「吉川質店」を主力とす

る質屋業者である（図表9、10）。近年、

わが国の質屋業界の事業環境が年々厳しさ

を増している中で、創業から200年余り、

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
設 立
社 員 数
事 業 内 容

吉川商事株式会社
吉川 雅春
東京都港区北青山
江戸中期
4名
質屋業

（備考）1�．写真（上左）は吉川雅春代表取締役、写真（上
右）は吉川元浩取締役
2．写真（下）は店舗外観
3．信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表9　吉川商事株式会社の概要

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表8�　店内の江戸一提灯

図表�7　外国人にも分かりやすい英語表記

（備考�）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影
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質屋文化と地元・青山の営業地盤を長きに

渡って、家族代々で守り受け継いでいる老

舗企業である。

　創業当時の同社は、青山通り沿いの蔵で

着物や生活用品を売り買いする小間物屋と

して事業を営んでいた。当時の青山周辺は

寺や武家屋敷が多くあったと伝えられてお

り、市民の生活に必要なものを取り扱う小

間物屋は地域住民が生活する中で必要不可

欠な存在だった。

　吉川家は青山周辺の土地を代々受け継ぎ

つつ、時代の流れと共に業態は質屋業へと

変質を遂げてきたものの、今日まで家業を

守り、家族経営のスタイルを維持しながら

事業基盤を受け繋いでいる。

　現・代表取締役社長で9代目の吉川雅春

氏（81）（以下、「吉川社長」という。）は、

幼い頃より先代社長（8代目）である父親

の働く姿を見て育ち、「この吉川家に生まれ

てきたということは、いずれ自分も家業を

継いでいくものだ。」という現実を自然と

受け入れて育ってきた。吉川社長は物心つ

いた頃から、店頭で父親の仕事の手伝いを

しており、父親から質屋を学び共に歩んで

きた。1973年には吉川社長の父親が急逝

したことを受け、35才の若さで9代目社長

に就任した。

　同社では、高額な品や大金が動くため、

本当に信頼の置ける従業員のみを雇うな

ど、少人数で事業を行っている。血縁関係

のない従業員も信頼できる家族同様だと考

え、事業を存続していく上での必要不可欠

な存在であると認識している。

　また、次期社長（10代目）と目されている

吉川社長の長男で取締役の吉川元浩氏（42）

も、吉川社長と同様に質屋業を幼い頃から

身近に感じて育ち、自然な流れの中で後継

ぎになるべく事業承継に向けての心の準備

ができている。大学卒業後には、宝石卸会

社へ4年間勤務、その後、2005年に同社の

取締役として入社した。世界的にも評価が

高い米国宝石学会（GIA）の宝石鑑定士の

資格を取得するなど、“質屋”として目利き

力を磨き現在に至っている。

　吉川社長は、「息子に事業を継いで欲しい

とは直接言葉では伝えていない」としてい

るものの、代々、家族の働く姿を見せてお

り、後継者達の目には見えない思いや家業

に対しての愛着という何かが作用をもたら

しているものと推測される。

　次世代を担う吉川取締役は、自分の体験

した経緯を辿るように、すでに自分の幼い

息子たちにも頻繁に質屋（図表11）に出

入りさせるなどで親しみを持たせており、

「ゆくゆくは継いでもらいたいという想い

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表10�　同社の案内看板
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はある。」と語っている。吉川取締役は、

インターネットを利用した販売や買い取り

事業にも積極的にチャレンジし、時代に合

わせたビジネススタイルを模索しながら、

さまざまなことに挑戦するなど、常に変革

をもたらすような努力を惜しまない。そこ

には、200年を超える歴史を次世代に継続

させていこうという先祖代々の強い思いが

受け継がれている。今後も「贅沢をせず、

堅実に」をモットーに、東京・青山の地で

質屋業を継続していく同社の今後が注目さ

れる。

（3�）簸
ひ か み

上清酒合名会社（島根県仁多郡奥出

雲町、従業員24名）

　同社は、1712年（正徳2年）創業の、島

根県奥出雲町に立地する清酒製造業であ

る。ヤマタノオロチ伝説で知られる出雲神

話とたたらの里、奥出雲横田の地にて300

有余年の歴史を誇る酒蔵である（図表12）。

奥出雲一円の旧名である「簸
ひか み

上三郡」から

とった「簸上正宗」が、同社の根幹を支え

る代表的な銘柄となっている。同社の酒造

りは、地元で収穫される酒造好適米を使用

し、中国山地奥深く流れる斐伊川の伏流水

を仕込み水としており、地元の風土に根ざ

した野太い味わいを酒造りの目標に掲げて

いる。地元では定番となっている普通酒

「簸上正宗」に加えて、近年では、「玉
たまはがね

鋼」

（この地のみで操業される「たたら製鉄（注1）」

によりうまれる「和鉄・玉鋼」に由来）と、

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表11�　同社の営業店内

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
設 立
社 員 数
事 業 内 容

簸上清酒合名会社
田村 明男
島根県仁多郡
1712年（正徳2年）
24名
清酒製造業

（備考）1．写真（上）は田村代表社員
2．写真（下）は店舗外観
3．信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表12　簸上清酒合名会社の概要

（注）1�．わが国において古代から近世にかけて発展した製鉄法で、炉に空気を送り込むために使われる鞴（ふいご）が「たたら」
と呼ばれていたことから付けられた名称。奥出雲町では日本刀の原料になる「玉鋼（たまはがね）」を生産するため、たたら
製鉄の炎が現在でも世界で唯一燃えているとされている
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「七冠馬」（GIレース七冠を制した名馬・シ

ンボリルドルフ号（注2）のオーナーブリーダー

であるシンボリ牧場主と、現・代表社員の

田村明男氏（62）（以下、「田村代表」とい

う。）が親戚となった縁から命名）が、現在

の同社の主力銘柄となっている（図表13）。

　1962年（昭和37年）に蔵での新酒仕込

みにおいて、田村代表の父親である14代

目の田村浩三氏と杜氏が、通常の酒造りで

は真っ白な泡が発生するという状況の中

で、時々泡の無いタンクがあることを確認

し、これが「泡無酵母」の発見となり、以

後、同蔵は「泡無酵母発祥の地」としても

知られるようになっている。

　田村代表は、中学3年生の時に先代経営

者で町長でもあった父親を亡くし、まだ会

社を引き継ぐことが難しかったため、	

12代目であった祖父と、父方の親戚など

が協力しながら会社を守ってきた。その

後、田村代表は大学卒業後に入社し、38

才の時に15代目の代表社員へと就任して

現在に至っている。

　田村代表は、「先祖から代々伝えられてき

たものは特に無かった」と語るが、幼い頃

より蔵（図表14）を遊び場として訪れてお

り、仕事をする父親や家族、杜氏や従業員

達の働く姿を見て育ち、いつかは自分もこ

の会社を守り継いでいかなければという想

いの中、育ってきた。ちなみに、田村代表

の長男（32）も大学を卒業後、いずれこの

会社を継ぐことを前提としてか、大手ビー

ル会社へ入社、自らの意志で“修行”の道

を歩んできた。ある時、田村代表が体調を

崩したことをきっかけに、家族が集まる場

において、田村代表の息子が勤めていた会

社を辞めて家業を手伝うと申し出た。現在

は一社員という立場ではあるが、後継者含

みで会社を支える原動力となっている。

　田村代表は、息子への事業承継のタイミ

（注）2�．日本の競馬史上で20世紀最強の牡馬と称される競走馬。1984年、当時の4歳クラシックレースの皐月賞、日本ダービー、
菊花賞と史上初無敗での三冠を達成。その後も同年のグランプリ有馬記念、翌年の天皇賞、ジャパンカップなどを制し、GI
レース七冠を達成した。

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表13�　主力銘酒「七冠馬」と「玉鋼」

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影　　

図表14�　同社の酒蔵
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ングは自分の中で既に決まっているという

が、息子のやることにあまり口出しせず、

自由に多くのことに挑戦してもらいたいと

の考えだ。田村代表自身も、時代に合わせ

インターネットでの情報発信や東京都内で

開催されている日本酒のイベント等にも自

ら足を運び、簸上清酒のブランドを地元だ

けでなく全国へと発信し続けるなどの改革

に取り組んできた。こういった取組みが奏

功し、毎年地元で行う「ヒカミの新酒祭

り」には地元の人だけでなく遠方からの来

場者も数多く訪れており、地域経済の活性

化にも大きく貢献している。“家族の力”が

支えとなって、同社の歴史は今後も着実に

引き継がれていくことになりそうだ。

（4�）小澤酒造株式会社（東京都青梅市、従

業員80名）

　同社は、1702年（元録15年）の創業から

300年以上の歴史を誇る、多摩川源流に立地

する老舗の清酒製造業者である（図表15）。

主力銘柄「澤乃井」（図表16）は、秩父古

生層の岩盤を掘り抜いた洞窟の奥から湧き

出る仕込み水を使用しており（図表17）、

この奥多摩の名水で造り続けられている美

酒に根強いファンも多い。

　22代目の社長を務めてきた、取締役会

長の小澤順一郎氏（65）（以下、「小澤会長」

という。）は、2018年12月に事業を息子の

小澤幹夫氏（34）へと引き継ぎ、現在は、

会長という立場から会社を支えている。

　小澤会長の先代は、1970年代当時の大

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
設 立
社 員 数
事 業 内 容

小澤酒造株式会社
小澤 幹夫
東京都青梅市
1702年（元禄15年）
80名
清酒製造業

（備考）1．写真は小澤順一郎取締役会長
2．信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表15　小澤酒造株式会社の概要

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表16�　「澤乃井」の酒樽

（備考）信金中央金庫　地域・中小企業研究所撮影

図表17�　秩父古生層の岩盤を掘り抜いた横井戸
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手清酒製造業者の攻勢に危機感を抱き、地

域に根ざす地酒メーカーとして多くの消費

者に「澤乃井」という名前を知ってもらい

ファンをつくろうと考え、1970年代当時

から酒蔵見学や澤乃井園の開設などに同業

他社に先駆けて取り組んできた。今では小

澤酒造の定番マークとなった、沢蟹をイ

メージしたロゴマークをつくり、「澤乃井」

の地酒ブランドと共に発信するなど、地道

に「澤乃井ファン」を増やしていった。ま

た、小澤会長の時代には、契約期間に酒造

りのため新潟などから出稼ぎで来ていた越

後杜氏や蔵人の技能承継問題や人材不足に

いち早く対処するために、小澤会長の陣頭

指揮の下、社員に一から酒造りを伝授させ

る「社員杜氏制」へ切り替えるなどの改革

を遂行してきた。

　なお、小澤会長は、幼い頃から自宅に隣

接していた蔵に遊び場として出入りしてお

り（図表18）、両親や従業員の働く姿を見て

育ち、常に生活の中に家業があったという。

　小澤会長は、この家に生まれてきた時点

で「家業を継がないという選択肢はほぼな

かった」と語るが、酒蔵という“資産”を

継承していくという概念は“一子相伝”

（分けようがない資産）であり、自然と受

け入れられたという。もちろん、経営者と

してのさまざまな責任や代々受け継いでき

た地域の中での責任を引き受けるものでも

あるが、「家業（会社）イコール自分自身そ

のものでもある」という想いの下で、事業

の存続を積極的に担ってきた経緯がある。

　小澤会長は、「次の後継者の選定（指名）

こそが代表者としての最大の仕事である」

と強く認識してきた経緯があり、その分、

次世代へ託した現在は余計な口出しをせ

ず、自由にのびのびと、様々なことに取組

み挑戦して新たな変革をもたらすことが、

事業の継続と発展につながっていくものと

考えている。今後も「澤乃井」の個性をこ

れまで以上に広く発信することで、300年

を超える同社の歴史が脈々と受け継がれて

いくことを小澤会長は期待している。

（5�）株式会社岩清（静岡県焼津市、従業員

14名）

　同社は、1832年（天保3年）に水産業の

盛んな焼津の地にて魚商・なまり節製造業

として創業し、明治より鯖の加工を開始し

て現在に至るまで180余年の歴史を誇る、

塩鯖
さば

を主体とする水産加工業者である	

（図表19、20）。現在は焼津・小
こ が わ

川港で水

揚げされる鯖を中心に、鮮魚の買い付けか

ら、冷凍、製造、保管、販売まで全てを自

社で一貫して手がけるスタイルに変貌を遂（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表18�　酒蔵内のタンク
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げている。自社の冷蔵、冷凍倉庫と加工場

が併設されているため、加工処理がスピー

ディーで鮮度が高く、安心と安全性が確か

である。現在の同社の主力製品である塩鯖

は、押し寿司の原料として、京都や奈良、

大阪などの主に関西方面で“老舗の一級

品”として食されている。

　同社、取締役の岩﨑智子氏（43）（以下、

「岩﨑取締役」という。）は、現・代表取締

役で6代目社長の岩﨑清司氏（71）の長女

であり、主に企画や広報を担当している。

岩﨑家は長女・長男・次女の三きょうだい

で、現在は三きょうだい揃って会社の中枢

を担うなど、家族全員で家業を支えている。

　岩﨑取締役は、東京で就職し、半導体関

連の外資系企業に勤めていたが、父親が体

調を崩したことがきっかけとなり、今から

およそ4年前に自らの意志で会社を手伝う

ため家業に入ることを決断した。父親から

は特に戻ってきて家業を手伝ってほしいと

言われたわけではなかったが、「家族のピン

チ」を察知し、自発的に私もやらなければ

という想いで戻ってきた。岩﨑取締役の弟

で7代目候補と目される専務取締役の岩﨑

正氏（41）は、それ以前から同社で働い

ていたが、仕入れのため早朝4時から競り

に向かい、その後に加工の仕事にも従事す

るなどで多忙を極め、なかなか商品開発な

ど経営全般のことまで手が回らない状況

だった。それを見かねた岩﨑取締役は、同

社に入る以前よりホームページの作成を手

伝うなど、側面的なサポートはしてきた経

緯がある。

　岩﨑取締役が家業に戻ってからまず着手

したことは、システム化と商品開発だっ

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影　

図表20�　同社の大正初期の加工現場の写真

同社の概要

法 人 名
代 表
所 在 地
設 立
社 員 数
事 業 内 容

株式会社岩清
岩﨑 清司
静岡県焼津市
1832年（天保3年）
14名
水産加工販売業

（備考）1．写真は岩𥔎智子取締役
2．信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影

図表19　株式会社岩清の概要と同社の外観
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た。伝票や在庫の管理、発注などが、ほと

んど手作業で管理されていた状態であり、

効率が悪く手間もかかっていた現状を変え

るべく、一人一人現場の声を聞きながら、

前職で培ったノウハウを活かして独自にシ

ステム化を実現させた。その結果、ロット

の管理や冷蔵、冷凍倉庫の賞味期限管理等

も“見える化”が進展し、顧客からの信頼

も格段に向上した。冷凍冷蔵庫部門はシス

テム導入後毎年7％以上成長し続けてい

る。また、商品開発面でも、「伝統と革新」

をモットーとし女性の感性を存分に活か

し、「パンやワインにも合う鯖料理」をコン

セプトに、調理の手間が無く、開けてすぐ

に食べられる洋風の鯖デリカテッセン「鯖

Deli」（図表21）を開発、現在はそのプロ

モーションに注力している。また、最近で

は鯖を粉末にして、麺に練り込んだ「鯖

ラーメン」等のアイデア商品も次々と開発

するなど、岩清ブランドを世に広め、時代

の変化に敏感な消費者への直接アピールに

も注力している。また、焼津の鯖をもっと

身近に感じてもらう取組みとして、近隣の

食料品加工業者と連携したPR活動にも注

力している。

　なお、同社事業は急速に多角化が進んで

いるが、それらの根幹を支えるものは鮮魚

の買い付けのための競りにおける“目利き

力”にあると考えられており、それに従事

している岩﨑取締役の弟が、いずれは7代

目社長に就任する見通しにある。昨年より

法務に明るい妹（37）も家業に参画して

おり、きょうだい三人の力を合わせて「ど

んな時にでもひたむきに汗を流すこと」と

いう家訓のもと、先祖代々受け継いできた

この歴史と伝統ある会社を家族の力で守り

継いでいく意向だ。

おわりに

　長寿企業や老舗企業に関する先行研究は多

く、経営理念の継承や地域社会との関連な

ど、さまざまな要件等が各方面から指摘され

てきた（図表22）。

　こうしたなかで、本稿の中で紹介してきた

“親族間のバトンタッチ”を実現してきた事

業者においても、その事業承継への考え方は

各社さまざまであったが（図表23）、創業者

を筆頭として代々の経営者たちの“企業家精

神”を受け継ぎ、事業の「継続力」を発揮し

ている点では共通していた。さらに、事業を

存続させていくにあたっては、よき伝統を引

き継ぎつつも、ダイナミックな時代の変化に

適合させながら“革新”に挑んでいるという

要素も、相応に大きなウエイトを占めている

ように思われた。
（備考�）同社チラシをもとに信金中央金庫 地域･中小企業研

究所作成

図表21�　洋風鯖デリカテッセン～鯖Deli～
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図表22�　老舗や長寿企業が事業を永続させるための要件

要　件　等

企業のアイデンティティ
経営理念（家訓･社訓･社是）があり、それを維持・継承する。ただ掲げているだけでは
なく、組織内にも共有させ、その浸透を図っている。のれんやブランドのイメージを守
り、家業の継続を優先している。

経営スタイル
本業を重視し、過度な売り上げを追わない。身の丈に合った経営を通して、適正な規模
を守っている。その一方で、新規事業も開拓する。経営環境の変化には敏感であり、経
営革新に取り組む。事業継承に際しては、後継者を育成する。

財 務
好不況に関係なく投資には慎重であり、内部留保を厚くする。「万が一に備えて、バラン
スを保つ」であるとか、「事業で稼いだ金額以上には、資金を使用しない」というルール
を守るファミリービジネスも存在している。

組 織
従業員を大切にし、経営層や従業員を問わず、組織全体として親密な関係を構築する。
従業員の各自が、役割の認識と自律的な判断ができるよう風土を作る。そして、従業員
も交えた参加型の経営を行う。

対 顧 客
顧客第一主義を標榜する。顧客のニーズに対応し続ける事で、顧客からの信頼を得る事
を重視し、顧客との関係性を深める。その一方で、新たな顧客を開拓する事にも抜かり
がない。

顧客へ提案する価値
（製品やサービス）

品質本位として、製法を維持・継承する一方で、新しい価値の開発をし続けている。創
業時の提案価値に、拘らない。

提案価値を届ける
販売経路 既存の販路と良好な関係を築きながらも、新しい販路を開拓する。

対地域社会 創業の地を大切にし、文化の継承と貢献で信頼を得る。

（備考�）小沢貴史（2018）『ファミリービジネスの永続性−経営行動科学からの視座−』をもとに信金中央金庫 地域･中小企業
研究所作成

図表23�　ヒアリング企業にみる「継続力」の源泉
「継続力」の源泉

～“ファミリービジネス”の視点から～

株式会社江戸一飯田
（佃煮・煮豆製造販売）

 当初は事業を継ぐことは考えておらず、また母親からも「継がなくてもいいと言われてい
た」が、結果的には“家業”を自己実現の舞台として選択
　「家督に依存しない自立した会社」を目指して「顧客に必要とされる企業」として事業を
継続中

吉川商事株式会社
（質屋業）

　幼い頃より先代社長である父親の働く姿を見て育ち、「この吉川家に生まれてきたという
ことは、いずれ自分も家業を継いでいくものだ」という現実を自然と受け入れ
　「息子に事業を継いで欲しいとは直接言葉では言ってはいない」が、頻繁に質屋に出入り
させ、家族の働く姿を見せて親しみを持たせている

簸上清酒合名会社
（清酒製造業）

　中学3年生の時に先代経営者であった父親を亡くし、まだ会社を引き継ぐことが難しかっ
たので、祖父と父方の親戚などが協力をして事業を承継
　幼い頃より蔵を遊び場として訪れ、仕事をする父親や家族、杜氏や従業員達の働く姿を
見て育ち、いつかは自分もこの会社を守り継いでいかなければという想いの中で成長

小澤酒造株式会社
（清酒製造業）

　幼い頃から自宅に隣接していた蔵が遊び場で、両親や従業員の働く姿を見て育ち、常に
生活の中に家業が存在
　この家に生まれてきた時点で「家業を継がないという選択肢はほぼなかった」　
　「家業（会社）イコール自分自身そのものでもある」という想いで事業存続に邁進

株式会社岩清
（水産加工販売）

　父親が体調を崩したことがきっかけに、自らの意志で家業に入ることを決断
　父親からは家業を手伝ってほしいと言われたわけではなかったが、「家族のピンチ」を察
知し、自発的に私もやらなければという想いで家業を手伝い
　きょうだい三人の力を合わせて「どんな時にでもひたむきに汗を流すこと」という家訓
のもと、先祖代々受け継ぎ、歴史と伝統ある会社を家族の力で守り継承

（備考�）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成
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　当研究所では、今後も幅広い観点から“親

族間のバトンタッチ”に焦点を当てた調査研

究を重ね、近年脚光を浴びつつある“ファミ

リービジネス”との関連も含めて、その「継

続力」の源泉を探っていきたいと考えている。
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（キーワード）　�移動金融店舗車、ATM、窓口端末、BCP対策、金融サービスの補完

（視　点）
　車両にATMや窓口端末を搭載し、訪問先で金融取引（決済）を完結できる移動金融店舗車
は、東日本大震災以降、BCP対策から注目が集まっている。大規模災害が発生しても最低限の
金融サービスは提供可能と期待される。これに加えて、店舗統廃合後の顧客フォローや店舗空
白地域へのセールス活動に同車両を投入する動きも活発である。過疎地域の店舗網の効率化と
地域の金融インフラ維持の両立が求められる現在、同車両はこれらの課題を同時に解決する可
能性を秘める。移動金融店舗車の普及拡大のためにも更なる性能向上とコストダウンが期待さ
れよう。
　そこで本稿では、信用金庫の間で導入事例が増えつつある移動金融店舗車の動向について、
和歌山県新宮市に本店を置く新宮信用金庫の取組みを紹介する。

（要　旨）
⃝�移動金融店舗車は、車両にATMや窓口端末を搭載し訪問先で金融取引（決済）を完結でき
るチャネルである。東日本大震災以降、注目を集めるようになった。

⃝�同車両の導入目的は、①大規模災害時などのBCP対策、②廃店後の金融サービス補完、	
③店舗空白地域へのセールス活動となる。

⃝�同車両導入時の検討課題は、①導入目的の優先順位付け、②費用対効果の考え方、	
③FinTechの動向、④規制緩和の進展などがあげられる。

⃝�本稿では参考事例として、新宮信用金庫の移動金融店舗車を取り上げる。

調 査

信用金庫の移動金融店舗車の導入動向

信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席調査役

刀
と ね

禰　和
かずゆき

之

※本稿は2018年5月31日付 金融調査情報（30-5）『信用金庫の移動金融店舗車の導入動向について』を加筆修正したものである。
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1�．はじめに

　車両にATMや窓口端末を搭載し、訪問先

で金融取引（決済）を完結できる移動金融店

舗車は、東日本大震災以降、BCP対策から

注目が集まっている。大規模災害が発生して

も最低限の金融サービスは提供可能と期待さ

れる。これに加えて、店舗統廃合後の顧客

フォローや店舗空白地域へのセールス活動に

同車両を投入する動きも活発である。過疎地

域の店舗網の効率化と地域の金融インフラ維

持の両立が求められる現在、同車両はこれら

の課題を同時に解決する可能性を秘める。移

動金融店舗車の普及拡大のためにも更なる性

能向上とコストダウンが期待されよう。

　そこで本稿では、信用金庫の間で導入事例

が増えつつある移動金融店舗車の動向につい

て、和歌山県新宮市に本店を置く新宮信用金

庫の取組みを紹介する。

1�．移動金融店舗車の概要

（1）概要

　移動店舗車とは、改造したトラックなどに

ATMや窓口端末を搭載し、訪問先で金融取

引（決済）を完結可能なチャネルである。導

入目的や仕様によって同車両の提供サービス

などは異なるものの、その概要は次のとおり

となる（図表1）。

　地域金融機関が渉外担当者による訪問営

業ではなく、同車両による営業活動を選択

する理由は、『訪問先で取引（決済）を完結

できること』とされる。通常、渉外担当者

が訪問先で金融取引を行おうとした場合、

預かり証を発行し後日、証書や通帳を手交

する手続きなどが発生する。同車両の場合、

ATMまたは窓口端末で取引を完結できるの

で、顧客・金融機関職員の両者にとって二

度手間にならないなどのメリットを有する。

また店外ATMの場合、停電時に使用不能と

なる恐れもあるが、同車両なら搭載する

バッテリーや自家発電機により営業活動を

継続可能である。

（2）導入の狙い

　わが国で移動金融店舗車が登場したのは

1970年代とされる。ここにきて同車両が注

図表1�　移動金融店舗車の概要（代表例）�
提供サービス ATMと窓口端末を搭載する移動金融店舗車の場合、店舗とほぼ同様の商品・サービスを提供可能である。

車 両 金融機関の求める機能・役割により、バスや3トントラック、一般の車両まで種類がある。

搭載機器等 ATM、窓口端末の両方（またはどちらか）を備える。近年は自家発電機を有するタイプが増えている。

通 信 回 線 衛星回線、有線回線、無線回線の3タイプがある。近年は場所を選ばず、かつ安価な携帯電話回線に
よる無線回線が主流となる。

コ ス ト 導入コストは、金融機関の要求する機能等により、1車両1,000万円台から1億円程度まで幅がある。

位 置 付 け 従たる事務所（支店や出張所）に該当しないため、定款変更等の手続きは不要である。別途、警察署
への届出等が必要とされる。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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目を集めるようになったのは、2011年3月の

東日本大震災発生後における金融サービスの

提供である。その後のFinTechの進展もあ

り、同車両を導入する地域金融機関は増加傾

向にある。また、2018年7月に発生した「平

成30年7月豪雨」（西日本豪雨）被災地の支援

でも威力を発揮した。

　地域金融機関が同車両を導入する主な目的

としては、①大規模災害時などのBCP対策、

②廃店後の金融サービス補完、③店舗空白地

域へのセールス活動があげられる。

①　大規模災害時などのBCP対策

　大規模災害時などのBCP対策として同

車両を導入する狙いがある。停電などによ

り店舗またはATMが使用不能な場合も同

車両の派遣により営業活動を継続できる。

特に衛星回線・無線回線を利用するタイプ

は活動場所を選ばないので、BCP対策と

しての導入効果は大きいだろう。その他、

災害時には同車両の自家発電機を用いて最

低限の電力供給を行うことも想定される。

②　廃店後の金融サービス補完

　店舗統廃合後の地域における金融サービ

スを補完する狙いがある。金融機関の少な

い過疎地域から撤退する場合、店外ATM

設置では当該地域に対して満足な金融サー

ビスを提供できないケースがあろう。そこ

で同車両を定期的に派遣し、フェイス・

トゥ・フェイスの金融サービスを提供す

る。週1回、廃店後の地域で営業活動を実

施し、顧客満足度の低下を抑えることに成

功した事例もある。

③　店舗空白地域へのセールス活動

　営業推進面での活用も期待される。出店

予定地に対しプレ・マーケティングとして

の同車両の投入や、地域シェアの低い地域

で広告塔的に活動させることで、当該地域

における認知度を高める狙いがある。ま

た、工場などの職域や大規模商業施設、イ

ベント会場などに同車両を派遣しセールス

活動を行う事例もみられる。

（3）導入状況

　2019年6月現在、地域銀行の20行超、信用

金庫の6金庫で同車両が導入済みとされる（注1）。

JAバンクグループを含めると100台を超える

同車両が国内で営業活動中とされる。なお、

同車両を導入する金融機関の多くが1台のみ

の所有でバックアップを含めた複数台の導入

事例は少数である。

2．導入時の検討課題

　今後、信用金庫が移動金融店舗車の導入を

検討する際の課題は、①導入目的の優先順位

付け、②費用対効果の考え方、③FinTechの

動向、④規制緩和の進展などとなる（図表2）。

（注）1�．地域銀行および信用金庫のHP、ディスクロージャー誌等を用いて調査
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（1）導入目的の優先順位付け

　導入目的を明確にする必要がある。主な導

入目的とされる①大規模災害時等のBCP対

策、②廃店後の金融サービス補完、③店舗空

白地域へのセールス活動のどれを優先させる

のかによって、同車両に求める機能や役割も

異なると考えられる。導入目的により、以下

の費用対効果の考え方も変わってくるので自

金庫内で目的を共有する。

（2）費用対効果の考え方

　近年、来店客数の少ない過疎地域の複数店

舗を廃止し、当該地域の金融サービスを同車

両で補完する地域銀行がみられる。この場

合、店舗廃止に伴うコスト削減効果と同車両

の投資額で費用対効果を算出したと想像され

る。BCP対策を重視するなら、自金庫とし

て負担可能な範囲までの初期投資およびラン

ニングコストを受け入れることとなる。広告

宣伝の一環として、広告費との見合いで同車

両の導入を検討する事例もあるようだ。

（3）FinTechの動向

　近年のFinTechの進展スピードは一段と加

速している。わが国でもキャッシュレス化が

進展するなか、同車両のように訪問営業先で

金融取引を完結させたり、現金の受払を行っ

たりする必要性が低下する可能性もある。一

方で、技術革新を受け大幅なコストダウンが

進む可能性もあり得る。いずれにせよ、今後

のFinTechの動向をにらみつつ同車両の導入

について検討することが求められよう。

（4）規制緩和の進展

　2018年8月の規制緩和により、当座預金を取

り扱う支店の平日休業が可能となった。来店

客の少ない過疎地域の金融インフラを維持す

る選択肢が増えつつあるなか、営業体制・店

舗展開のあり方を庫内で整理する必要がある。

3�．新宮信用金庫の取組事例

　本稿では参考事例として、和歌山県新宮市

に本店を置く新宮信用金庫の移動金融店舗車

を紹介する（図表3）。

（1�）導入の経緯

　和歌山県新宮市に本店を置く新宮信用金

庫は、2016年4月に移動金融店舗車を導入し

図表2�　主な検討課題�

導入目的の優先順位付け 導入目的を明確にする必要がある。特にBCP対策を主目的とするなら、ある程度のコスト
負担を受け入れねばなるまい。

費用対効果の考え方 費用対効果の考え方を明確にする必要がある。導入目的とリンクさせることで、費用対効
果の測定方法が変わってくる。

F i n T e c h の 動 向 今後のFinTechの進展スピードによって、移動金融店舗車の役割などが変わる可能性がある。

規 制 緩 和 の 進 展 規制緩和によって、店舗展開の選択肢が増えつつある。多様な選択肢を勘案した検討が必
要となる。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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た（図表4）。同金庫が同車両を導入した

きっかけは、2011年の台風12号による豪雨

災害である。当時、通信回線の断絶により一

部店舗が3日間の営業休止に追い込まれたこ

とから、同金庫は無線方式のバックアップ回

線を整備するなどのBCP対策に取り組むこ

とにした。

　同金庫の営業エリアでは東南海トラフ地震

による津波被害の発生が懸念され、また台風

や集中豪雨などの自然災害への備えも求めら

れる。同金庫はBCP対策を進めるなか、携帯

電話のデータ通信が可能な地域なら営業活動

を行える移動金融店舗車の導入を決断した。

　そのため同金庫における同車両の導入目的

は、BCP対策が第一である。大規模災害の

発生などで店舗やATMが使用できなくなっ

ても、同車両があれば最低限の金融サービス

を地域に提供できると考えた。BCP対策を

第一としつつ、店舗空白地域でのセールス活

動やイベント時のPR活動についても期待し

ている。同車両の導入費用は約4,000万円に

達したが、前述のとおりBCP対策が主目的

なので、単純な費用対効果とは別の観点で検

討が進められた。

（2）車両の概要等

　同金庫における同車両は、本店のATMに

位置付けられる。そこで導入にあたって定款

変更などの手続きは生じなかった。イメージ

するなら、本店営業部のATMと窓口端末を

車両に載せ顧客の面前にまで運んで営業活動

を行うようなものである。また、防犯対策の

面から地元警察へも連絡し協力を要請した。

①　概要

　同車両は、キャラバンタイプ自動車（幅

2m、高さ2.7m、長さ7m）の5トン車であ

る（図表5）。車両後方にATM1台を搭載す

るほか、側面入口内（車両中央部）に相談

コーナーを設ける。その他にはAEDを装

備している。

　なお、同車両の運転には中型免許が必要

となる。ただし2007年の改正道路交通法

の施行前に普通自動車免許を取得している

職員は新規に免許を取得する必要がない。

図表3�　新宮信用金庫の概要�
本 店 所 在 地 和歌山県新宮市

創 立 1922年6月

預 金 残 高 1,057億円

貸 出 金 残 高 431億円

常勤役職員数 107人

店 舗 数 8店舗

（備考）2019年3月末

（備考�）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影（2018年
3月）

図表�4　新宮信用金庫の移動金融店舗車



	 調　査	 39

②　提供サービス

　搭載するATMは、現金の入出金、通帳

記帳、振替など同金庫の通常のATMと同

じ機能を有する。相談コーナーには、カウ

ンター、椅子、窓口端末（テラーマシン、

TM）、プリンターなどを設置しており、

各種相談や諸手続に対応する。融資申込な

どの際は相談まで行い、実際の融資審査や

実行は本店または口座のある僚店が行う。

現状、投資信託の販売などの資格者の同乗

が必要な業務については未実施である。

　同車両では公共料金の収納手続などを取

り扱わないので、その場合は帰店後処理で

対応している。振込・振替や現金の入出金

は原則としてATMに誘導し、相談コーナー

に現金を置かないようにしている。ちなみ

に、ATMおよび相談コーナーの手数料設

定は本店営業部に準じる取扱いである。

③　導入・維持費用

　同車両の導入費用は約4,000万円で、7年

償却となる。特段の維持費はかからない

が、年1回の車検が必要である。現状、週

末の2日間程度で車検が終了するため、平

日の営業活動に支障は生じていない。

④　担当者

　金融知識や経験の豊富な元支店長などの

2人（嘱託職員）を同車両の担当者として

いる。担当者が同車両の運転、ATMの立

上げ・終了、相談対応・セールス活動を行

う。担当者が休暇の場合は他の本部職員が

担当するが、同金庫では同車両の導入時に

BCP対策の意味を兼ねて、全支店長が運

転を体験済みである。

（3）活動内容（通常業務）

　同車両の営業活動は、1か月間を1サイクル

とするスケジュールが基本である（図表6）。

2019年6月の確定配置先（派遣先）は6か所

で、毎週1回派遣が4か所、月1回派遣が2か

所となる。

　派遣先の選定は個別交渉である。駐車場を

有する企業や役場などと交渉し、営業活動の

許可を得ている。

　同車両の課題の一つにATMの立上げに	

20分程度を要することがある。同車両に搭

載するATMは精密機器のため、運転中は停

止させておかねばならず、機動的な営業活動

図表5�　車両の特徴（抜粋）�

◦�キャラバンタイプ自動車に金融店舗機能を積載しています。
◦�車両後方ハッチを開くとATMコーナーが装備されています。このATMは通常の店頭と同機能の
ものです。入出金、通帳記帳、振替等　当金庫ATMとしてフル機能が使用できます。

◦�車両側面入口から入ると相談コーナーがあり、ここで各種相談や手続きが行えるようになってお
ります。
◦�当車両は無線通信によるオンライン機能を有しており、携帯電話データ通信可能なエリアであ
ればどこでも運用が可能ですので、災害時の地域金融支援が行えます。

（備考�）新宮信用金庫資料より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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は苦手とされる。

　スポットの派遣では、同金庫顧客向けの歌

謡ショーの会場や地元のイベントである　新

宮・那智勝浦天空ハーフマラソン大会会場で

の活動実績がある。そのほか同金庫の店外

ATMが保守で2時間程度使えない時、同車両

を近隣に派遣し、当該ATMの代替チャネル

とするケースもあった。

　担当者は派遣先で相談対応やセールス活動

を行う。防犯面から担当者が同車両から長時

間離れることは難しいため、増員対応を図り

ながら近隣へのチラシ配布なども実施する。

派遣先でのトイレ使用などは派遣先企業の許

可を得ている。

（4）災害派遣（平成30年7月豪雨）

　同金庫は、2018年7月に発生した「平成	

30年7月豪雨」（西日本豪雨）で被災した岡山

県倉敷市真備町の金融サービスを支援するた

め、吉備信用金庫に対し同車両を派遣（貸

与）した（図表7）。同金庫にとって、本格

的なBCP対応による同車両の出動は初めて

のことであり、また異なるエリアへの派遣

だったため、スピード感を重視しつつも慎重

に進めた部分がある。

①　吉備信用金庫への派遣

　同金庫は、2018年7月下旬から3か月間、

「平成30年7月豪雨」で被災した吉備信用

金庫に移動金融店舗車を派遣した。岡山県

倉敷市真備町は浸水により甚大な被害を受

け、同金庫の2店舗も休業せざるを得ない

状況に陥ってしまった。

　当初、吉備信用金庫は、休業2店舗の代

替策に移動金融店舗車の活用を検討した。

しかしながら、同車両の新規導入となる

と、納車に数か月を要するとのことだった

ため、即応性に難しさを感じていた。こう

したなか、信金中央金庫岡山支店および大

阪支店を介し、同金庫に移動金融店舗車に

関する照会等が寄せられた。同金庫は、前

述の台風12号による豪雨災害の際、多くの

信用金庫から支援を受けた経緯がある。そ

こで、吉備信用金庫との調整のうえ、同車

両を被災地域に派遣することを決定した。

（備考）新宮信用金庫提供

図表7�　移動金融店舗車の派遣図表6�　移動金融店舗車の派遣先� 	
（2019年7月）�

主な出店曜日 出店場所 時　　間

月曜日（毎週） 那智勝浦町朝日 11：00～14：00

火曜日（毎週） 紀宝町鵜殿 12：00～14：30

水曜日（毎週） 太地町 11：00～14：00

木曜日
（第2） 串本町 11：00～13：00

（第4） 上北山村 11：30～14：00

金曜日 熊野川町 11：00～14：00

（備考�）新宮信用金庫資料より信金中央金庫 地域・地域中
小企業研究所作成
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②　システム対応

　当初案では、同金庫が所有する移動金融

店舗車をそのまま吉備信用金庫に派遣し、

現地で利用して頂く考えだった。しかしな

がら、①同金庫が所有する移動金融店舗車

が岡山県内で営業活動を実施することの可

否、②吉備信用金庫のカードホルダに手数

料を強いるケースがあること、などから最

終的に移動金融店舗車の搭載するATMお

よび窓口端末を吉備信用金庫の仕様に設定

変更することにした。

　災害派遣は時間との勝負である。同金庫

は、しんきん共同センター、NTTデータ、富

士通、沖電気などのベンダー各社の協力を

得て、仕様の変更を短期間で実現した（注2）。

派遣決定の3営業日後には同車両を派遣で

きた。

③　派遣時の活動

　同金庫は、2018年7月24日の早朝に地元

新宮市を出発し、当日の午後に吉備信用金

庫に到着。最終の接続試験、同車両の操作

支援、現地でのATM立上げを行った後、

吉備信用金庫に貸与した（図表8）。この

時点で同金庫の職員は地元新宮市に戻って

いる。なお、緊急性を重視した活動だった

ため、同金庫と吉備信用金庫の間で同車両

の貸与に関する契約等は締結していない。

鍵の授受簿にて対応している。

　派遣時の同車両の位置付けは、搭載する

ATMが吉備信用金庫の店外ATM、窓口端

末は本店営業部の取扱いとなった。被災地

域での活動だったため、ATMは現金の出

金のみとし、入金や硬貨の取扱いは不可に

している。

④　派遣中の地元の営業活動

　同車両の派遣中、同金庫は地元での同車

両によるセールス活動を取り止めた。これ

は、災害派遣に伴う一時的な休止であり、

顧客からも理解を得ることができた。同車

両の返却後は派遣先を再検討し、2019年	

1月から活動を再開している。

（4）評価等

①　BCP対応の能力向上

　同金庫は、同車両の導入によりBCP対

応能力が大幅に向上したと評価する。仮に

大規模災害などが発生した場合も同車両が

存在することで、地域に最低限の金融サー

ビスを提供できると考えている。営業店の

職員からも『いざという時も、業務が途切

れる心配がなく、安心である。』との声が

（注）2�．新宮信用金庫および吉備信用金庫は、しんきん共同センター加盟金庫なので、基盤となる勘定系システムは共通である。

（備考）新宮信用金庫提供

図表8�　派遣先での活動
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ある。

　特に吉備信用金庫への派遣を通じて同金

庫は、BCP対策で移動金融店舗車は有効

だと確信した。移動金融店舗車の運用につ

いて細かいノウハウ蓄積にもつながった。

一例をあげると、災害発生地では想像以上

に粉塵等が舞っており、機器類の正常稼動

には同車両の車内清掃を密に実施する必要

があると感じた。

②　営業推進上の課題

　一方、直接的な営業活動では厳しい意見

がある。通常業務の派遣先のなかには、

ATMの利用が1日数件にとどまるケースが

あるうえ、相談件数も限られる。現状は地

域住民への周知に課題が残ると考えてい

る。地域住民の雰囲気は、『今日は新宮信金

の移動金融店舗車が来る日だから、ATM

を利用しに行こう』ではなく、『買い物に

行ったら、新宮信金の移動金融店舗車が

あったので、ちょうど良いからATMを使

おう』に近いようである。

　ただし幅広い意味でのPR効果は絶大で

あり、走っているだけで同金庫の認知度向

上につながると評価している。

③　今後の計画

　同金庫では、今後は同車両の派遣先に住

宅展示場やスーパーマーケットのような集

客力の高い場所を加える考えである。資金

ニーズの見込める地域や若年層が多く働く

工場などでのセールス活動にも力を入れて

いく。

おわりに

　過疎地域などの店舗網の効率化と地域にお

ける金融サービスの提供を両立させる手法と

して、地域銀行だけでなく信用金庫の間でも

移動金融店舗車への関心が高まっている。支

店や出張所を廃止する際の代替チャネルとし

て、同車両による定期的な訪問営業は、顧客

満足度の低下を抑えることが期待できる。

　また、東南海トラフ地震や首都直下地震へ

の備えが求められる現在、BCP対策として

同車両を手当する価値は大きいのではないだ

ろうか。本稿で紹介した新宮信用金庫の派遣

は、協同組織金融機関である信用金庫の結び

付きの強さを再認識させられる出来事だった

と言える。困った時はお互い様の精神の現れ

であり、業界の統一感の成功体験だと考えら

れよう。
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（キーワード）　�女性職員の活躍拡大、制服の廃止、モチベーション、個性や多様性の尊重

（視　点）

　2019年3月末の信用金庫の常勤役職員数は前期から1.7％減少の10万6,541人となり、8年連続

で前期比減少した。足元では、男性職員の減少が続く一方で女性職員の増加がみられ、つれて

女性職員比率は上昇傾向にある。中長期的な人手不足が予想されるなか、信用金庫が地域に良

質な金融サービスを提供し続けるためには、女性職員のもう一段の活躍拡大策が求められよう。

　本稿で紹介する湘南信用金庫は、女性職員が個性を発揮しつつ、積極的に業務に取り組む環

境を整えるため、2019年3月末で制服を廃止した。同金庫は廃止に先立ち、望ましい服装や身

だしなみのガイドラインを制定し、職員に周知徹底している。制服の廃止から3か月経過した

が、同金庫では女性職員のモチベーション向上に寄与したと評価している。

（要　旨）
⃝�2019年3月末の信用金庫の常勤役職員数が8年連続で前期を下回るなか、近年は相対的に女

性職員比率の上昇傾向がみられる。
⃝�限られた人的経営資源を最大限に活用するため、各信用金庫は女性職員の業務内容の拡大

や職場環境の整備などに熱心である。
⃝�女性職員の活躍拡大を目指し、湘南信用金庫は2019年3月末で女性職員の制服を廃止した。

4月以降、女性職員は私服（スーツ）で業務に取り組んでいる。
⃝�制服を廃止したことに対し、顧客から否定的な意見等は特段みられない。同金庫では、個

性や多様性を尊重する組織風土への転換が進むと期待する。

調 査

女性職員の活躍拡大への取組み
−湘南信用金庫の制服廃止−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席調査役

刀
と ね

禰　和
かずゆき

之
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はじめに

　2019年3月末の信用金庫の常勤役職員数は

前期から1.7％減少の10万6,541人となり、8

年連続で前期比減少した。足元では、男性職

員の減少が続く一方で女性職員の増加がみら

れ、つれて女性職員比率は上昇傾向にある。

中長期的な人手不足が予想されるなか、信用

金庫が地域に良質な金融サービスを提供し続

けるためには、女性職員のもう一段の活躍拡

大策が求められよう。本稿で紹介する湘南信

用金庫は、女性職員が個性を発揮しつつ、積

極的に業務に取り組む環境を整えるため、

2019年3月末で制服を廃止した。同金庫は廃

止に先立ち、望ましい服装や身だしなみのガ

イドラインを制定し、職員に周知徹底してい

る。制服の廃止から3か月経過したが、同金

庫では女性職員のモチベーション向上に寄与

したと評価している。

1．信用金庫の常勤役職員数の推移

（1）全国の状況

　2019年3月末の信用金庫の常勤役職員数

は、前期から1.7％、1,934人減少し、10万

6,541人となった（図表1）。信用金庫の常勤

役職員数は、1995年3月末の16万293人を

ピークに増減を繰り返してきた。近年はベテ

ラン層の退職が続く一方で採用難がみられる

ことなどから、8年連続で前期から減少して

いる（図表2）。

　2019年3月末の常勤役職員の内訳は、常勤

役員が前期比1.9％減少の2,130人、男性職員

が3.1％減少の6万4,108人、女性職員は0.4％

増の4万303人となった。足元では、男性職

員が23年連続で前期比減少する一方で、女

性職員は13年連続で前期を上回っている。

つれて女性職員比率は上昇傾向にあり、

2019年3月末には37.8％となった。

図表1　常勤役職員の推移
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図表2　前期比増減率の推移

（備考�）図表1〜6まで信金中央金庫 地域・中小企業研究所
作成
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（2）地区別の状況

　2019年3月末の地区別の常勤役職員数は、

四国が前期比増加し、他の10地区で前期比

減少した（図表3）。減少した地区では、北

陸の3.5％減、東海の2.8％減などが目立つ。

また、2019年3月末の1金庫あたり常勤役職

員数は平均411.3人だったのに対し、東北の

179.8人から東京の792.0人まで地域差がみら

れる。

　2009年3月末から2019年3月末までの男女

別の職員増減状況をみると、男性職員が16.6％

減、女性職員は15.9％増であった（図表4）。

　地区別では、全11地区で男性職員が減少

し、なかでも北陸の減少率は3割を超えた。

一方、女性職員は東京（24.2％増）、四国

（23.7％増）、近畿（20.2％増）などの9地区

で増加し、減少は北陸と南九州の2地区とな

る。なお、2019年3月末の地区別の女性職員

比率は、北陸（41.1％）、四国（40.0％）が�

4割を超えた。

（3）信用金庫別の状況

　2009年3月末から2019年3月末までの信用

金庫別の常勤役職員増減状況は、①増加が

56金庫（構成比21.6％）、②増減なしが4金庫

（1.5％）、③減少は199金庫（76.8％）となっ

図表3�　地区別の常勤役職員数

地　区
09年3月末 18年3月末

19年3月末
09年3月末比 18年3月末比

1金庫あたり�
常勤役職員数 店舗数

常勤役職員数 1金庫あたり�
常勤役職員数 常勤役職員数 1金庫あたり�

常勤役職員数 常勤役職員数 増減率 増減数 増減率 増減数

北海道 5,170 215.4 4,773 238.6 4,659 △� 9.8 △� 511 　△�2.3 　△�114 232.9 497
東　北 5,928 197.6 4,978 184.3 4,856 △�18.0 △�1,072 　△�2.4 　△�122 179.8 472
東　京 18,968 824.6 18,394 799.7 18,218 △� 3.9 △� 750 　△�0.9 　△�176 792.0 933
関　東 22,038 449.7 21,282 434.3 20,898 △� 5.1 △�1,140 　△�1.8 　△�384 426.4 1,344
北　陸 4,124 229.1 3,223 201.4 3,110 △�24.5 △�1,014 　△�3.5 　△�113 194.3 276
東　海 21,892 561.3 21,828 574.4 21,195 △� 3.1 △� 697 　△�2.8 　△�633 588.7 1,368
近　畿 20,617 644.2 20,058 691.6 19,886 △� 3.5 △� 731 　△�0.8 　△�172 685.7 1,200
中　国 6,456 269.0 5,821 277.1 5,697 △�11.7 △� 759 　△�2.1 　△�124 271.2 472
四　国 2,233 223.3 2,108 210.8 2,115 △� 5.2 △� 118 0.3 7 211.5 202
九州北部 2,605 186.0 2,515 193.4 2,487 △� 4.5 △� 118 　△�1.1 　△� 28 191.3 200
南九州 3,781 252.0 3,258 232.7 3,189 △�15.6 △� 592 　△�2.1 　△� 69 227.7 310
全　国 114,012 408.6 108,475 415.6 106,541 △� 6.5 △ 7,471 　△�1.7 △ 1,934 411.3 7,294

（備考）図表4とも沖縄県は全国に含む。

図表4�　地区別の男女別職員増減率	
（09年3月末→19年3月末）
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た（注1）。

　職員数の変化を男女別にみると、①男性職

員・女性職員とも増加が13金庫（構成比

5.0％）、②男性職員増・女性職員減は3金庫

（1.1％）、③男性職員減・女性職員増は177金

庫（68.3％）、④男性職員・女性職員とも減

少は66金庫（25.4％）であった（注2）（図表5）。

2009年3月末から男性職員が増加したのは26

金庫にとどまる。

　また、2009年3月末と2019年3月末の女性

職員比率を図示すると、246金庫（94.9％）

で比率が上昇している（図表6）。なお、

2019年3月末の女性職員比率が45％を超える

信用金庫数は15金庫、30％未満の信用金庫

数は8金庫ある。

2．女性職員の活躍拡大への取組み

　多くの信用金庫において職員数の減少が深

刻な問題となりつつある。若年人口の減少に

加え、近年の金融機関の就職不人気などを勘

案すると、職員数が増加に転じるのは難しい

状況だと考えられる。こうしたなか、信用金庫

が地域に良質な金融サービスを提供し続ける

ためには限られた人的経営資源を最大限に活

用する必要がある。そこで各信用金庫は、60

歳以上の高齢層や若手職員の管理職登用など

に加え、女性職員の業務内容の拡大や働きや

すい職場環境の整備に熱心である（図表7）。

　男性職員が渉外営業と融資審査を担当し、

女性職員は窓口や後方事務を担当するといっ

た金融機関の慣習を見直す動きがある。女性

職員の活躍拡大に向けた業務内容の拡大で

は、これまで男性職員が中心だった渉外担当

者や融資担当者に女性職員を配置する事例

や、支店長・本部部長といった管理職への女

性の登用が進んでいる。

　また、女性職員が結婚・出産後も働き続け

やすくなるよう、時短勤務や育児休業などの

（注）1�．切捨ての関係で合計は100に一致しない場合がある。
2�．2009年3月末と2019年3月末の職員数が同数（増減なし）の信用金庫は、増加金庫にカウントした。

図表5�　男女別の職員増減率	
（09年3月末→19年3月末）
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勤務体系の整備、企業内保育所・提携保育園

の整備、育児休業中の職員向け研修の開催な

どがみられる。上司や同僚職員に対する研修

開催といった理解促進に取り組む事例もある。

　2019年4月に働き方改革関連法が施行さ

れ、またダイバーシティへの取組みなどが社

会から求められるようになった。これから

は、少数の優秀な女性職員が先頭に立って活

躍するのではなく、全ての女性職員がモチ

ベーション高く金庫業務に取り組む仕組み作

りを考えていくことが求められている。

3．湘南信用金庫の取組事例

　神奈川県横須賀市に本店を置く湘南信用金

庫は、2019年3月末で女性職員の制服を廃止

した（図表8）。

（1）経緯

　湘南信用金庫は、2019年3月末で女性職員

の制服を廃止した。同金庫の人事制度は総合

職一本であり、性別による業務内容の違いは

ない。しかしながら、慣習的に男性職員は私

服（スーツ）で、管理職を除く女性職員は金

庫貸与の制服で業務に取り組んできた。この

背景として、『「服装の乱れは事務の乱れに繋

がる」「制服着用は愛社精神の証」などと

いった昔からの固定観念に捉われているので

はないか』と、同金庫経営者は以前から考え

ていた。他方、『自金庫職員の意識は低くな

く、制服を廃止したとしても、そのような影

響はない』という確信もあり、こうした古い

慣習や概念を払拭したいという想いを抱いて

いた。

　2019年は同金庫の前身となる横須賀信用

組合が創立95周年、また湘南信用金庫の誕

生から30年となる。さらに5年後の金庫創立

100周年に向け、同金庫は女性職員が業務の

中核人財として更なる活躍と個性を発揮する

図表8�　湘南信用金庫の概要�
本 店 所 在 地 神奈川県横須賀市

創 立 1924（大正13）年3月

預 金 残 高 1 兆1,450億円

貸 出 金 残 高 6,808億円

常 勤 役 職 員 数 713人

店　 舗　 数 47店舗

（備考�）2019年3月末

図表7　�女性職員の活躍拡大策の例

業務内容の拡大

職場環境の整備

• 渉外営業担当（預かり資産担当等を含む）に配置
• 融資担当に配置
• 各種研修への参加
• 管理職への登用（経営陣への参画を含む）　　など

• 勤務体系の拡充（時短勤務、育児休業など）
• 再雇用制度の導入
• 在宅勤務や企業内保育所等の整備
• 育児休業の職員向け研修の開催
• 上司や同僚職員への理解促進 など

（備考�）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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ことを期待した。その一環として制服のあり

方を見直すことにした。

　検討の直接のきっかけは、制服の更新時期

が2019年度に迫っていたことである。2018

年初より人事部を中心に制服の継続・廃止な

どについて検討を開始した。信用金庫やメガ

バンク、地域銀行の動向をヒアリングしたと

ころ、ここ数年の制服復活の流れから、再び

制服廃止の議論が浮上しつつあると感じた。

①近年は女性の渉外担当者や管理職が増えて

おり、制服ではなく私服で働く女性職員が増

えていること、②ダイバーシティの流れなど

から、女性職員にのみ統一的な制服を着用さ

せることが難しくなりそうなことなどがみて

とれ、検討の後押しになった。

　職員の意見を聞くため、同金庫は2018年�

5月に全職員向けのアンケート調査を実施し

た。同アンケートでは、①制服の継続、②制

服の廃止（私服化）、③一部の金融機関が導

入するエプロン型の制服の採用の3択につい

て希望を求めた。アンケート結果を集計する

と、性別や年代に関係なく②の廃止が多数派

であった。

　そこで同金庫は制服廃止の方向で動くこと

を決定、7月の常勤役員会および理事会に付

議し、廃止を正式決定した。同施策の正式通

達は9月末である。これは2019年度新入職員の

内定式（2018年10月1日）で内定者に制服廃止

の件を伝える必要があったためである。内定

者からは特段の反応などはみられなかった。

　また、制服廃止の半年前に通達したため、

私服の購入などの準備ができ、女性職員の間

で混乱はみられなかった。周知期間があった

ので所属長や上席者の内容理解も進んだ。

（2）廃止の目的

　同金庫が制服を廃止した目的は、女性職員

の個性や多様性を尊重し、更なる活躍を促す

ことである。『制服を着用する女性職員は、

補助的な仕事をすれば良い』ではなく、性別

に関係なく、全職員が積極的に業務に取り組

んで欲しいと期待した。

　過去にはオリジナル性を重視して百貨店に

1着8〜10万円の制服をオーダー注文してい

た時期もあったが、その後は業界の共同調整

で1着5万円の既製品を着用していた。その

ため、今回の制服廃止について、コスト削減

効果は期待していなかったが、結果として

2,000万円の削減につながっている。

（3）制服廃止の内容

　同金庫が制服を廃止した対象は、女性職員

の約250人である。すでに管理職の女性は私

服で勤務していた。また、女性渉外担当者の

LA（ライフプランアドバイザー）などは業

務内容によって制服と私服を使い分けていた

が、4月以降は私服のみとなる。仮に廃止後

も制服着用を希望する女性職員がいても、制

服での勤務は認めない。

　パート職員等（約120人）は制服着用を継

続することにした。ただし、私服での勤務を

希望するベテランのパート職員等もいたの

で、私服勤務も認めている。

　同金庫の人事制度は総合職1本であり、男
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性職員（女性の管理職も含む）にはスーツの

購入費用を支給していない。公平性の観点か

ら、制服を廃止するにあたり、女性職員に被

服費などは支給しなかった。

（4）工夫した点など

　制服の廃止は同金庫にとって初の試みであ

り、女性職員だけでなく、顧客の反応も未知

数の部分があった。そこで廃止にあたり、�

①身だしなみガイドライン・チェックリスト

の制定、②柔軟な運用の容認、③更衣室の継

続利用の許可などを行っている。

①　�身だしなみガイドライン・チェックリスト

の制定

　同金庫は、身だしなみガイドライン・

チェックリストを新たに制定した（図表

9）。これまで同金庫には男性職員向けを

含めて望ましい服装等のガイドラインがな

かった。そこで女性職員向けだけでなく、合

わせて男性職員向けも作成することにした。

　人事部が素案を作成し、女性職員の意見

や外部専門家のアドバイス、経営陣の感想

などを取り入れつつ完成させた（注3）。2018

年度下期から庫内に周知している。

②　柔軟な運用の容認

　同金庫が制定した身だしなみガイドライ

ン・チェックリストは、一般のイメージよ

り厳しめのルール設定である。顧客の反応

が不透明なうえ、服装の乱れ緊張感を失わ

せ事務ミスなどにつながる恐れを否定でき

ないので、厳しく設定した経緯がある。今

後、同金庫では職員の意見や顧客の反応な

どを踏まえルールを柔軟に見直していく考

えである。

　また所属長による判断で地域に見合った

服装などでの勤務を認めている。例えば、

茅ケ崎市は、夏場にアロハシャツを着用す

る「アロハビズ」に取り組んでいる。そこ

で同地区の営業店ではクールビズ期間中、

アロハシャツでの勤務を認めるなどがあ

る。服装や身だしなみに関する最終判断は

所属長に一任しており、現状、身だしなみ

のチェックを目的とした人事部の臨店は想

定していない。

図表9　身だしなみの基本ポイント

ポイント①：
清潔感を意識しよう

スーツやワイシャツの汚れやシワは相手に不快感を与えます。ジャケッ
トのボタンの取れや緩み、ズボンの裾のほつれなどがないように日頃か
ら注意しましょう。

ポイント②：
信頼感を与えよう

相手に好感を持たれ親しみやすい印象を与えるように、服装等はなるべ
くオーソドックスなものを意識して選びましょう。スーツの色はネイ
ビー系かグレー系がおすすめです。女性の場合は、胸元や腕、足もとな
どの露出についても配慮しましょう。

ポイント③：
機能性を重視しよう

汚れが目立たずに動きやすいものを選びましょう。女性の場合は、ス
カートの丈や僅かなゆとりで動きやすさが変化します。

（備考�）湘南信用金庫資料より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（注）3�．著作権等の関係で、詳細な身だしなみガイドライン・チェックリストは公表していない。
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③　更衣室の継続利用の許可

　4月以降も女性職員は更衣室を利用でき

るようにした。通勤用の私服と仕事用の私

服を使い分け、職場で着替える女性職員も

みられる。そもそも制服廃止後もパート職

員等が更衣室を利用するため、閉鎖するこ

とはできない。

　ただし、これまで同金庫では、女性職員

が制服に着替える時間を時間外勤務に位置

付けていたが、制服の廃止後は時間外勤務

の対象外としている。

4．廃止3か月の評価

（1）顧客の反応

　2019年4月の制服廃止から3か月経過した

が、顧客から特段の苦情等はみられない。こ

の理由の一つに、私服勤務から日が浅いため

多くの女性職員が身だしなみガイドライン・

チェックリストのルール以上のフォーマルな

私服で勤務している可能性がある。同金庫で

は、引き続き顧客および地域の意見などに耳

を傾けていく考えである。

（2）効果

　女性職員からは『服装を自由に選ぶこと

で、仕事面でも自分の頭で考える意識が芽生

えた』などの前向きな声がある（図表10）。

同金庫では、女性職員の責任感の醸成やモチ

ベーション向上に寄与したと評価している。

　当初は戸惑った所属長や上席者も、自ら自

店・自金庫のあるべき姿などを考えるように

なった。同金庫では、個性や多様性を尊重す

る組織風土への転換が進んでいくと期待して

いる。

　予想外の導入効果として、人事部の負担が

大きく軽減されたことが挙げられる。これま

で担当者は、制服の交換や貸与・回収などの

在庫管理に日常業務の多くを割いていたが、

廃止後は当該業務が効率化された（パート職

員等の制服の在庫管理業務は残っている）。

図表10　�2019年4月以降の仕事風景

（備考�）湘南信用金庫提供
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おわりに

　近年、社会をあげてダイバーシティや働き

方改革への取組みが活発である。社会の変化

に合わせて、今後の信用金庫経営も個性や多

様性を重視する方向に転換していこう。湘南

信用金庫が実施した制服の廃止は、性別や年

齢に関係なく全ての職員が活躍するための施

策の一つだと考えられる。既成概念にとらわ

れず、時代の変化を考慮した施策の検討が求

められよう。
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地域・中小企業関連経済金融日誌（2019年6月）

3日 ● 金融庁、金融審議会 市場ワーキング・グループ報告書「高齢社会における資産形成・
管理」を公表

資料1

○ 国土交通省、一般財団法人民間都市開発推進機構と桐生信用金庫による「桐生まち
づくりファンド」の設立について公表

4日 ● 中小企業庁、「はばたく中小企業・小規模事業者300社」および「はばたく商店街
30選」を選定、公表

資料2

6日 ● 金融庁、地域銀行の平成31年3月期決算の概要を公表 資料3

● 金融庁、主要行等の平成31年3月期決算の概要を公表 資料4

10日 ● 日本銀行、さくらレポート別冊 「インバウンドの現状：企業等の取り組みと地域
活性化の注目点」を公表

資料5

14日 ○ 日本銀行、AIを活用した金融の高度化に関するワークショップ（第4回「コンプ
ライアンス」）（4月23日開催）の模様について公表（亀有信用金庫 事務部 部長 田
中 直哉 氏のプレゼンテーション資料を掲載）

○ 経済産業省、平成31年3月末までの消費税転嫁対策の取組状況について公表

○ 経済産業省、「中小企業の日」（7月20日）および「中小企業魅力発信月間」（7月の
1か月間）の実施を決定

17日 ○ 経済産業省、世界で活躍するグローバルニッチトップ企業（2013年度に100社選
定、うち中小企業69社）に関するフォローアップ調査結果「グローバルニッチ
トップ企業の5年後の現状と課題」を公表

18日 ● 経済産業省、小規模企業振興基本計画（第Ⅱ期）の閣議決定について公表 資料6

21日 ● 金融庁、「金融分野のサイバーセキュリティレポート」を公表 資料7

● 内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部、「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」
の閣議決定について公表

資料8

○ 金融庁、「金融機関のシステム障害に関する分析レポート」を公表

○ 金融庁、「システム統合・更改に関するモニタリングレポート」を公表

○ 金融庁、「金融機関のITガバナンスに関する対話のための論点・プラクティスの整理」
等（パブリックコメントを踏まえた最終版）を公表

○ 金融庁、足利銀行に対し信託業務の兼営を認可

24日 ○ 掛川信用金庫と島田信用金庫が合併し、島田掛川信用金庫が誕生
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（資料 1）

金融庁、金融審議会 市場ワーキング・グループ報告書「高齢社会における資産形成・管理」を公表（6

月3日）

　金融庁は、金融審議会 市場ワーキング・グループ報告書「高齢社会における資産形成・管理」を

公表した。その概要の中で、資産寿命（注）を延ばす顧客の行動をサポートするため、金融サービス提供

者に求められる対応として以下の点を挙げている。

・顧客本位の業務運営（顧客にふさわしいサービスの提供、手数料の明確化、分かりやすい説明等）

・持続可能なサービス（サービスに見合った適切な対価の設定と説明）

・「自助」充実のニーズ増に応じた資産形成・管理やコンサルティング機能の強化

25日 ○ 中小企業庁、2019年5月末までに先端設備等導入に伴う固定資産税ゼロの措置（注）

（復興特措法による減免を含む）を実現した1,625の自治体を公表
（注）�「生産性向上特別措置法」で、自治体の策定する「導入促進基本計画」に基づき「先端設備等導入

計画」の認定を受けた中小企業に対して、自治体の判断により固定資産税の特例をゼロとする
制度が新設されたことを受けた措置

○ 国土交通省、令和元年版「首都圏白書」（平成30年度首都圏整備に関する年次報告）
を公表（第１章 第2節 5－②川崎信用金庫・保育所併設〔神奈川県川崎市〕を掲載）

26日 ● 中小企業庁、中小企業再生支援協議会等の支援による経営者保証に関するガイドライ
ンに基づく保証債務の整理手順およびQ＆Aを改訂

資料9

○ 厚生労働省、中小企業庁および公正取引委員会、「大企業・親事業者の働き方改革
に伴う下請等中小事業者への『しわ寄せ』防止のための総合対策」を公表

○ 経済産業省、平成30年7月豪雨「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」の
交付決定（岡山県、広島県、愛媛県において呉、愛媛の各信用金庫が代表者を務め
る2グループを含む計46グループ121者に対して）

27日 ● 中小企業庁、第156回中小企業景況調査（2019年4-6月期）の結果を公表 資料10

○ 金融庁、貸金業関係資料集を更新

○ 経済産業省および公正取引委員会、2019年10月に予定されている消費税率引上げに
向けて、20万事業者に対し、消費税の円滑かつ適正な転嫁が行われるよう要請文書
を発出

○ 内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部、RESAS最新データを更新

28日 ● 金融庁、「金融機関の内部監査の高度化に向けた現状と課題」を公表 資料11

● 金融庁、「コンプライアンス・リスク管理に関する傾向と課題」を公表 資料12

○ 金融庁、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」を一部改正、適用（「Ⅱ－2
－3 収益性」を削除、「Ⅱ－2－3 持続可能な収益性と将来にわたる健全性」を新設）

※�「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い項目につ
いて、当研究所が取りまとめたものである。

　「●」表示の項目については、解説資料を掲載している。

（注）�資産寿命とは、「生命寿命」や「健康寿命」と関連して、老後の生活を営んでいくにあたって、これまで形成してきた資産が尽きる
までの期間。資産寿命が尽きた後は年金等のフローの収入のみで生活を営んでいくこととなる。
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（https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20190603.html 参照）

（資料 2）

中小企業庁、「はばたく中小企業・小規模事業者 300 社」および「はばたく商店街 30 選」を選定、

公表（6月4日）

　中小企業庁は、「はばたく中小企業・小規模事業者 300 社」および「はばたく商店街 30 選」を選定し、

公表した。選定された中小企業・小規模事業者は、「生産性向上」、「需要獲得」、「担い手確保」

の3つの分野で、商店街は、「インバウンド」、「地域協働」、「新陳代謝」、「生産性向上」の4つの

分野で各々、自身が直面した様々な課題を独自のアイデアや技術で解決し、成果を出している。

（https://www.meti.go.jp/press/2019/06/20190604001/20190604001.html 参照）

（資料 3）

金融庁、地域銀行の平成 31 年 3月期決算の概要を公表（6月6日）

1．損益の状況（銀行単体ベース）

　当期純利益は、7,686 億円を計上した。前期に比べ、債券等関連損益が増加したものの、与信関

係費用の大幅な増加と資金利益の減少により、前期比 22.9% 減少した。

2．不良債権の状況（銀行単体ベース）

　不良債権額（4.8 兆円）は前期に比べ増加し、不良債権比率（1.74%）も前期に比べ 0.03ポイン

ト上昇した。

3．自己資本比率の状況（銀行単体ベース）

　（1�）国際統一基準行（11 行）の総自己資本比率（13.84%）は、前期に比べ 0.17ポイント、普

通株式等 Tier1 比率（13.37%）は、同 0.24ポイント低下した。

　（2�）国内基準行（2018 年 3月期 95 行、2019 年 3月期 94 行）の自己資本比率（9.47%）につ

いては、前期に比べ 0.23ポイント低下した。

（https://www.fsa.go.jp/news/30/ginkou/20190606-2/20190606-2.html 参照）

（資料 4）

金融庁、主要行等の平成 31 年 3月期決算の概要を公表（6月6日）

1．損益の状況（グループ連結ベース）

　当期純利益は21,334 億円を計上した。国内の低金利環境の継続が資金利益の下押し要因となる

中、総じて与信関係費用が増加したことに加え、一部大手銀行グループで特別損益が大幅に悪化した

ことなどにより、当期純利益は前期に比べ 23.4% 減少した。
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2．不良債権の状況（銀行単体ベース）

　不良債権額（2.0 兆円）は前期に比べ減少、不良債権比率（0.58%）も前期に比べ 0.08ポイント

低下した。いずれも1999 年 3月期の金融再生法に基づく開示以降で最低となった。

3．自己資本比率の状況（グループ連結ベース）

　（1�）国際統一基準行（4グループ）の総自己資本比率（17.83%）は 0.20ポイント、普通株式等

Tier1 比率（13.31%）も0.37ポイント、前期に比べ上昇した。

　（2�）国内基準行（3グループ）の自己資本比率（10.52%）は、前期に比べ 0.74ポイント低下した。

（https://www.fsa.go.jp/news/30/ginkou/20190606-1/20190606-1.html 参照）

（資料 5）

日本銀行、さくらレポート別冊「インバウンドの現状：企業等の取り組みと地域活性化の注目点」を

公表（6月10日）

　日本銀行は、さくらレポート別冊「インバウンドの現状：企業等の取り組みと地域活性化の注目点」を

公表した。その要旨の中で、地域活性化に向けた課題について以下の記述がみられる。

「第 1の課題は、地域の稼ぐ力を高めていく上で、関係者間の『連携』の余地が相応に残されている

点である。この点では、観光地域づくりの舵取り役である日本版 DMOへの期待感が大きい。第 2の

課題は、増加を続ける訪日外国人旅行者の受入れにあたり、地方への『分散』を一層進めていく必

要がある点である。カギとなる空港等から観光地までの交通整備では、自動運転技術などテクノロジーの

活用により課題の解決につなげていこうとする動きがみられている。第 3の課題は、住民や環境との『共

生』への不安である。一部の観光地では、ゴミや渋滞など『オーバーツーリズム』と呼ばれる問題が発

生している。課題解決のために規制や税の導入を検討する動きもあるが、そうした対応が観光資源の『質』

を維持・向上させ、観光地の持続可能性を高めていくかが注目される。」

（http://www.boj.or.jp/research/brp/rer/rerb190610.htm/ 参照）

（資料 6）

経済産業省、小規模企業振興基本計画（第Ⅱ期）の閣議決定について公表（6月18日）

　経済産業省は、小規模企業振興基本計画（第Ⅱ期）の閣議決定について公表した。小規模企業

振興基本計画は、小規模企業振興基本法に基づき、小規模事業者の振興に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため定めるものであり、2014 年 10月に策定された。小規模企業をめぐる情勢

の変化等を踏まえ、今回、第Ⅱ期小規模基本計画が策定された。本計画では、近年の ITツールの発

達や働き方改革の進展によるフリーランスなど事業主体の多様化および副業者の増加や大規模災害の

頻発を踏まえて、これまでの4つの目標、10の重点施策に加えて、「多様な小規模事業者（フリーラン

スなど）の支援」、「事業継続リスクへの対応能力の強化」が重点施策に追加された。

（https://www.meti.go.jp/press/2019/06/20190618002/20190618002.html 参照）
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（資料 7）

金融庁、「金融分野のサイバーセキュリティレポート」を公表（6月21日）

　金融庁は、2018 事務年度の金融分野におけるサイバーセキュリティ強化に向けた取組みにおいて把

握した実態や共通する課題等についてとりまとめた、「金融分野のサイバーセキュリティレポート」を公表

した。その概要の「2．主なポイント (4) 金融機関のサイバーセキュリティ管理態勢の強化」で金融庁は、

平時のサイバー対策に関し地域銀行、信金・信組、証券会社等について、実態把握を通じた基礎的

な態勢整備と脆弱性診断等の実施状況を確認した。特に、信金・信組については、2019 年 3月ま

でにリスク評価・コンティンジェンシープラン（注）策定を完了させるよう要請し、アンケート等を通じて結果を確

認し、リスクプロファイルを踏まえたリスクベースでの実態把握を実施した。その結果、大部分はリスク評価・

コンティンジェンシープラン策定を完了しており、今後はリスク評価に基づく対策が重要であるが、脆弱性

診断等は地銀以上に浸透していないとしている。

（https://www.fsa.go.jp/news/30/20190621-cyber.html 参照）

（資料 8）

内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」の閣議決定につ

いて公表（6月21日）

　内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部は、「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」の閣議決定に

ついて公表した。その枠組みは、2020 ～ 2024 年度の第 2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の

基本的な考え方およびその初年度に取り組む主な事項となっている。第 1期での4つの基本目標と地

方創生版・三本の矢について、第 2期における考え方は以下のとおり。

＜4つの基本目標（注）＞
◆従来の枠組みを維持しつつ、必要な強化を実施

・「地方への新しいひとの流れをつくる」の取組みの強化

・「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」について、子ども・子育て

　本部等と連携

◆「人材を育て活かす」「誰もが活躍する地域社会をつくる」観点を追加
◆新たな視点に重点をおいて施策を推進

・新しい時代の流れを力にする（Society5.0 等）、人材を育て活かす等

＜地方創生版・三本の矢（＝情報支援、人材支援、財政支援）＞

◆従来の枠組みを維持

◆地方創生関係交付金については、必要な見直しを実施

（注）災害や事故など想定外の事態が起きた時のために、事前に定めておく対応策や行動手順のこと

（注�）�①地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする、②地方への新しいひとの流れをつくる、③若い世代の結婚・出産・子育て
の希望をかなえる、④時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
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（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/info/#an16 参照）

（資料 9）

中小企業庁、中小企業再生支援協議会等の支援による経営者保証に関するガイドラインに基づく保

証債務の整理手順およびQ＆Aを改訂（6月26日）

　中小企業庁は、中小企業再生支援協議会等の支援による経営者保証に関するガイドラインに基づく

保証債務の整理手順およびQ＆Aを改訂した。改訂の主なポイントは以下のとおり。
● 保証債務のみを整理する場合（「単独型」）の利用申請書の新設
● 相談申込書および利用申請書を記入する際のチェックリストを追加
● 窓口相談における手続きの明確化
● �第三者保証人の取扱い、経営者保証に関するガイドラインに定義される対象債権者に該当しない債

権者の取扱い、表明保証の基準時点の明確化等

（https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/2019/190626saisei.htm 参照）

（資料 10）

中小企業庁、第 156 回中小企業景況調査（2019 年 4-6月期）の結果を公表（6月27日）

　中小企業庁は、第 156 回中小企業景況調査 (2019 年 4-6月期 )の結果を公表した。

2019 年 4-6月期の全産業の業況判断 D.I. は、前期（2019 年 1-3月期）比で0.6ポイント減少の△

15.5となり、2期連続で低下した。産業別にみると製造業D.I. は、同 0.5 ポイント減少の△ 15.0となり、

非製造業D.I. は、同 0.6ポイント減少の△ 15.6となっている。

（https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/keikyo/index.htm 参照）

（資料 11）

金融庁、「金融機関の内部監査の高度化に向けた現状と課題」を公表（6月28日）

　金融庁は、「金融機関の内部監査の高度化に向けた現状と課題」を公表した。うち、「5．当局の

問題意識および今後のモニタリングの方向性 (2) 地域金融機関を含むその他金融機関に対する問題意

識」に以下の記述がみられる。

　「地域金融機関を含むその他金融機関については、経営陣による関与の度合いによって内部監査

の水準に大きな差が生じている。

　したがって、経営陣が内部監査の重要性・有用性をより強く認識し、内部監査部門に組織全体のビ

ジネス・経営戦略を理解した人材等の経営資源を戦略的に配置することや、リスクアセスメント結果に基

づく重点監査項目の適切性・網羅性について取締役会で議論を行う等、経営陣による積極的な関与

が不可欠であり、規模・特性等に応じた底上げや高度化を図ることが適当であると考えられる。」

（https://www.fsa.go.jp/news/30/20190628_naibukannsa.html 参照）
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（資料 12）

金融庁、「コンプライアンス・リスク管理に関する傾向と課題」を公表（6月28日）

　金融庁は、「コンプライアンス・リスク管理に関する傾向と課題」を公表した。「Ⅱ．金融機関における

管理態勢の傾向と課題等」では以下のような着眼点についての記述がある。

　1．経営・ガバナンスに関する着眼点 

 　　【経営の根幹をなすものであることに関する着眼点】

　　 【リスク管理の枠組みに関する着眼点】

 　　【人材や情報通信技術等のインフラに関する着眼点】

　2．リスクベースの発想への視野拡大に関する着眼点

（https://www.fsa.go.jp/news/30/dp/compliance_report.html 参照）
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信金中金だより 

信金中央金庫 地域・中小企業研究所活動記録（6月）

1．レポート等の発行
発行日 レポート分類 通巻 タ　　イ　　ト　　ル 執 筆 者

19.6.4 内外金利・為替見通し 2019-3 日銀は当分の間、超緩和策を継続 角田　匠 
奥津智彦

19.6.19 ニュース＆トピックス 2019-18 緩やかに鈍化を続ける中国経済 
－米中貿易摩擦の悪影響から政府目標の下限近辺に－

黒岩達也

19.6.27 産業企業情報 2019-1 中小企業の「継続力」を考える① 
－“親族間のバトンタッチ”で受け継がれる企業家精神－

庄司香織 
鉢嶺　実

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主　催 講 師 等

19.6.13 講演 国内外の経済情勢と為替相場
の展望

経済講演会 蒲郡信用金庫 角田　匠

19.6.24 講演 中小企業における「人材活用」 
－「働き方改革」による生産性
向上を目指して－

「箱根信和会」第3回定期総会 さがみ信用金庫 鉢嶺　実

3．原稿掲載
発行日 タ　　イ　　ト　　ル 掲載紙 発　行 執 筆 者

19.6.1 雑サービス訪問対応の削減 近代セールス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

19.6.5 取引時確認でこんなことやっていませんか？ バンクビジネス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

19.6.6 10連休、渡航前・中・後の気付き 金融財政Business ㈱時事通信社 佐々木城夛

19.6.20 相続預金の仮払いのこんなときどうする！？ バンクビジネス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

19.6.20 銀行員目線での基本リスクマネジメント 保険毎日新聞 ㈱保険毎日新聞社 佐々木城夛
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１．(1)    信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移
（単位：店、人）

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員
(信用金庫数) 男　子 女　子 計

2015. 3 267 6,898 233 7,398 9,270,457 2,219 70,496 38,762 109,258 111,477

16. 3 265 6,883 231 7,379 9,273,887 2,195 69,126 39,107 108,233 110,428

17. 3 264 6,854 243 7,361 9,264,892 2,204 67,808 39,575 107,383 109,587

17. 9 264 6,860 246 7,370 9,256,251 2,200 68,969 41,818 110,787 112,987

12 264 6,847 247 7,358 9,254,272 2,188 68,307 41,327 109,634 111,822

18. 3 261 6,832 254 7,347 9,242,088 2,173 66,199 40,103 106,302 108,475

18. 5 261 6,827 254 7,342 9,244,786 2,165 68,528 43,235 111,763 113,928

6 261 6,827 253 7,341 9,240,138 2,143 68,006 42,961 110,967 113,110

7 261 6,826 254 7,341 9,234,768 2,141 67,749 42,740 110,489 112,630

8 261 6,826 253 7,340 9,226,539 2,141 67,492 42,539 110,031 112,172

9 261 6,825 249 7,335 9,226,711 2,139 67,016 42,257 109,273 111,412

10 261 6,816 247 7,324 9,223,840 2,138 66,784 42,108 108,892 111,030

11 261 6,810 242 7,313 9,220,621 2,140 66,560 42,028 108,588 110,728

12 261 6,811 241 7,313 9,219,486 2,138 66,216 41,711 107,927 110,065

19. 1 260 6,810 240 7,310 9,215,565 2,137 65,861 41,446 107,307 109,444

2 259 6,805 236 7,300 9,212,813 2,133 65,628 41,264 106,892 109,025

3 259 6,800 235 7,294 9,197,080 2,130 64,108 40,303 104,411 106,541

4 259 6,800 235 7,294 9,198,177 2,131 66,239 43,290 109,529 111,660

5 259 6,800 234 7,293 9,199,154 2,124 66,022 43,161 109,183 111,307

会　員　数
支  店 出張所 合  計 常勤役員 合　計

1．信用金庫統計
（1）信用金庫の店舗数、合併等
（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
（3）信用金庫の預金者別預金
（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
（5）信用金庫の貸出先別貸出金
（6）信用金庫の余裕資金運用状況

2．金融機関業態別統計

     （1）業態別預貯金等
      （2）業態別貸出金

統 計

（凡　例）
1．金額は、単位未満切捨てとした。
2．比率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下切捨てとした。
3．記号・符号表示は次のとおり。
　　〔 0〕ゼロまたは単位未満の計数	 〔—〕該当計数なし	 〔△〕減少または負
　　〔…〕不詳または算出不能	 〔＊〕1,000%以上の増加率	 〔ｐ〕速報数字
　　〔ｒ〕訂正数字	 〔ｂ〕ｂ印までの数字と次期以降の数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の
4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。

※　信金中金 地域・中小企業研究所のホームページ（http://www.scbri.jp/）よりExcel形式の統計資料をダウンロードすることができます。

統計資料の照会先：
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
Tel 03‒5202‒7671　Fax 03‒3278‒7048

信用金庫の合併等
年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2012年11月26日 東山口 防府 東山口 270 合併
2013年11月5日 大阪市 大阪東 大福 大阪シティ 268 合併
2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 268 名称変更
2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 267 合併
2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 266 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 265 合併

2017年1月23日 江差 函館 道南うみ街 264 合併

2018年1月1日 札幌 小樽 北海 北海道 262 合併

2018年1月22日 宮崎 都城 宮崎都城 261 合併

2019年1月21日 浜松 磐田 浜松磐田 260 合併

2019年2月25日 桑名　　　 三重 桑名三重 259 合併

2019年6月24日 掛川 島田 島田掛川 258 合併

2019年7月16日 静岡 焼津 しずおか焼津 257 合併

1．（1）信用金庫の店舗数、合併等
信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

信用金庫の合併等
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金 (単位:億円、％)

要求払 定期性  外貨預金等
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 1,319,433 3.0 483,819 5.3 831,514 1.7 4,099 3.3 1,317,889 3.0 625 7.7
16. 3 1,347,476 2.1 503,730 4.1 840,685 1.1 3,060 △ 25.3 1,345,990 2.1 791 26.4
17. 3 1,379,128 2.3 537,831 6.7 838,043 △ 0.3 3,252 6.2 1,377,605 2.3 730 △ 7.7
17. 9 1,411,279 2.4 557,720 6.7 850,660 △ 0.0 2,899 △ 5.7 1,409,612 2.4 1,592 43.5

12 1,421,840 2.3 570,670 6.4 848,164 △ 0.2 3,005 20.3 1,420,320 2.3 1,549 13.3
18. 3 1,409,771 2.2 571,193 6.2 834,737 △ 0.3 3,840 18.0 1,407,904 2.1 1,007 37.9
18. 5 1,417,632 1.9 575,875 5.4 838,495 △ 0.4 3,262 30.8 1,416,839 1.9 1,182 △ 4.5

6 1,434,209 2.2 585,323 5.9 845,536 △ 0.2 3,349 23.2 1,432,911 2.1 1,425 △ 12.1
7 1,428,332 1.9 577,914 5.5 847,053 △ 0.4 3,365 26.3 1,427,510 1.9 1,466 △ 14.6
8 1,432,527 1.8 582,618 5.5 846,515 △ 0.5 3,393 27.9 1,431,656 1.8 1,447 △ 12.0
9 1,437,739 1.8 590,454 5.8 843,925 △ 0.7 3,359 15.8 1,436,127 1.8 1,348 △ 15.2

10 1,434,995 1.7 591,106 5.5 840,543 △ 0.8 3,345 12.1 1,434,202 1.7 1,344 △ 6.2
11 1,431,084 1.7 588,687 5.6 839,067 △ 0.8 3,330 9.6 1,430,229 1.7 1,427 △ 13.4
12 1,445,831 1.6 603,031 5.6 839,395 △ 1.0 3,405 13.3 1,444,302 1.6 1,386 △ 10.5

19. 1 1,433,348 1.5 591,581 5.4 838,427 △ 1.0 3,340 11.9 1,432,553 1.5 1,490 0.2
2 1,438,601 1.6 600,595 5.6 834,530 △ 1.0 3,476 16.1 1,437,833 1.6 1,215 3.2
3 1,434,771 1.7 604,369 5.8 826,510 △ 0.9 3,891 1.3 1,433,038 1.7 901 △ 10.5
4 1,447,278 1.6 616,953 5.7 826,814 △ 1.1 3,511 5.9 1,445,646 1.6 1,048 △ 4.9
5 1,436,613 1.3 607,060 5.4 825,867 △ 1.5 3,684 12.9 1,435,790 1.3 1,229 4.0

(備考) １. 預金計には譲渡性預金を含まない。
２. 実質預金は預金計から小切手･手形を差し引いたもの

地区別預金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 68,537 1.4 51,440 3.7 234,904 1.8 247,340 2.9 36,664 1.8 276,481 4.4
16. 3 69,722 1.7 51,986 1.0 238,874 1.6 251,097 1.5 37,176 1.3 286,050 3.4
17. 3 71,135 2.0 53,051 2.0 243,448 1.9 255,538 1.7 37,334 0.4 293,563 2.6
17. 9 72,870 2.1 54,681 1.6 248,884 2.4 261,464 2.0 37,831 1.0 299,096 2.9

12 73,624 1.4 54,816 1.4 250,342 2.3 263,273 1.7 37,898 0.9 301,606 2.7
18. 3 72,339 1.6 53,875 1.5 248,608 2.1 260,388 1.8 37,599 0.7 300,562 2.3
18. 5 73,017 1.0 54,019 0.9 250,284 1.8 262,245 1.7 37,826 0.6 301,733 2.2

6 73,958 1.3 54,747 1.2 252,596 2.1 265,076 1.6 38,117 0.5 305,205 2.5
7 73,405 1.4 54,582 1.0 251,427 1.8 263,427 1.2 37,924 0.3 304,300 2.2
8 73,319 1.0 54,825 0.9 252,009 1.8 264,161 1.0 38,000 0.2 304,803 2.1
9 73,884 1.3 55,001 0.5 253,194 1.7 264,769 1.2 37,914 0.2 305,851 2.2

10 73,320 1.4 54,903 0.8 253,306 1.7 264,872 1.1 37,953 0.2 304,570 2.0
11 73,521 1.2 54,585 0.5 252,368 1.5 263,920 1.1 37,721 0.0 303,699 1.9
12 74,671 1.4 55,174 0.6 254,315 1.5 266,743 1.3 37,980 0.2 307,331 1.8

19. 1 73,201 1.1 54,583 0.8 252,265 1.4 264,377 1.1 37,642 0.0 304,968 1.8
2 73,279 1.3 54,739 0.9 253,142 1.5 265,567 1.3 37,733 0.1 305,708 1.8
3 73,306 1.3 54,718 1.5 252,033 1.3 264,586 1.6 37,553 △ 0.1 306,224 1.8
4 74,276 1.0 55,115 1.3 254,787 1.3 267,546 1.4 37,921 △ 0.2 307,036 1.6
5 73,813 1.0 54,453 0.8 252,821 1.0 265,208 1.1 37,624 △ 0.5 305,015 1.0

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 269,190 3.5 57,899 1.8 26,720 2.5 21,736 2.8 26,921 2.0 1,319,433 3.0
16. 3 275,702 2.4 58,513 1.0 27,031 1.1 22,166 1.9 27,394 1.7 1,347,476 2.1
17. 3 286,213 3.8 59,200 1.1 27,279 0.9 22,356 0.8 28,058 2.4 1,379,128 2.3
17. 9 294,590 3.2 60,373 1.6 27,668 1.7 23,261 2.2 28,750 2.1 1,411,279 2.4

12 297,732 3.5 60,397 1.2 27,848 1.8 23,522 2.5 29,046 1.6 1,421,840 2.3
18. 3 295,280 3.1 60,096 1.5 27,801 1.9 22,910 2.4 28,505 1.5 1,409,771 2.2
18. 5 296,427 2.7 60,180 1.2 27,866 1.8 23,460 2.5 28,722 1.1 1,417,632 1.9

6 300,687 3.2 60,976 1.7 28,163 2.1 23,696 2.5 29,078 1.2 1,434,209 2.2
7 299,822 2.9 60,719 1.5 28,151 2.1 23,597 2.0 28,973 1.1 1,428,332 1.9
8 301,406 3.0 61,046 1.4 28,208 1.9 23,728 2.2 29,043 0.9 1,432,527 1.8
9 302,500 2.6 61,290 1.5 28,262 2.1 23,845 2.5 29,172 1.4 1,437,739 1.8

10 301,648 2.3 61,286 1.7 28,242 1.9 23,810 2.3 29,123 1.1 1,434,995 1.7
11 301,451 2.4 60,988 2.0 28,135 1.9 23,725 2.3 29,006 1.0 1,431,084 1.7
12 304,345 2.2 61,553 1.9 28,341 1.7 24,024 2.1 29,399 1.2 1,445,831 1.6

19. 1 302,298 2.1 61,000 1.7 28,219 1.7 23,753 1.9 29,098 1.5 1,433,348 1.5
2 303,771 2.2 61,380 1.5 28,285 1.8 23,865 1.9 29,202 1.5 1,438,601 1.6
3 302,875 2.5 60,941 1.4 28,317 1.8 23,276 1.5 28,938 1.5 1,434,771 1.7
4 305,310 2.5 61,521 1.2 28,402 1.6 24,111 1.7 29,221 0.7 1,447,278 1.6
5 303,320 2.3 61,218 1.7 28,250 1.3 23,832 1.5 29,028 1.0 1,436,613 1.3

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

全 国 計年 月 末

年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州

年 月 末
預金計  実質預金  譲渡性預金

北海道 東  北 東  京 関  東 北  陸 東  海

1．（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
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１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 1,319,432 3.0 1,055,295 2.2 348,356 4.8 706,412 1.0 517 △ 30.4

16. 3 1,347,474 2.1 1,070,478 1.4 361,319 3.7 708,657 0.3 493 △ 4.6

17. 3 1,379,126 2.3 1,084,755 1.3 385,547 6.7 698,654 △ 1.4 545 10.4

 17. 9 1,411,278 2.4 1,094,252 1.7 396,648 6.7 696,985 △ 0.9 610 △ 0.5

12 1,421,838 2.3 1,106,322 1.7 409,484 6.4 696,206 △ 0.8 623 15.4

18. 3 1,409,770 2.2 1,101,996 1.5 409,436 6.1 691,794 △ 0.9 756 38.8

18. 5 1,417,631 1.9 1,100,941 1.4 411,723 6.0 688,449 △ 1.0 758 35.5

6 1,434,208 2.2 1,111,919 1.5 422,433 6.3 688,717 △ 1.1 760 32.3

7 1,428,331 1.9 1,107,701 1.4 417,356 6.2 689,600 △ 1.2 736 25.7

8 1,432,526 1.8 1,113,246 1.3 423,538 6.0 688,947 △ 1.3 750 22.8

9 1,437,737 1.8 1,109,851 1.4 421,691 6.3 687,413 △ 1.3 737 20.8

10 1,434,994 1.7 1,114,372 1.2 428,919 5.9 684,721 △ 1.4 722 19.7

11 1,431,083 1.7 1,108,427 1.2 423,944 6.0 683,765 △ 1.4 708 14.1

12 1,445,830 1.6 1,120,034 1.2 434,413 6.0 684,866 △ 1.6 745 19.5

19. 1 1,433,347 1.5 1,113,567 1.1 428,880 6.0 683,909 △ 1.6 769 13.5

2 1,438,600 1.6 1,120,356 1.2 437,778 6.1 681,815 △ 1.7 754 5.3

3 1,434,770 1.7 1,115,489 1.2 435,107 6.2 679,608 △ 1.7 765 1.1

4 1,447,277 1.6 1,123,199 1.2 445,323 6.3 677,112 △ 1.8 754 △ 0.8

5 1,436,612 1.3 1,112,282 1.0 436,275 5.9 675,214 △ 1.9 784 3.3

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 216,436 6.3 120,493 6.9 95,577 5.6 358 17.9 37,471 10.2
16. 3 227,566 5.1 126,751 5.1 100,431 5.0 376 4.9 38,977 4.0

17. 3 240,260 5.5 135,201 6.6 104,713 4.2 338 △ 10.0 43,708 12.1

 17. 9 252,486 7.1 144,996 9.7 107,119 3.7 363 △ 7.4 53,294 △ 0.3

12 252,745 5.6 145,437 7.1 106,933 3.7 367 16.8 51,486 0.8

18. 3 253,876 5.6 147,026 8.7 106,424 1.6 418 23.6 43,190 △ 1.1

18. 5 248,919 3.2 141,705 4.7 106,800 1.2 407 17.6 56,123 5.7

6 253,777 5.3 146,578 8.2 106,793 1.7 398 14.5 57,763 2.2

7 247,147 2.9 140,422 4.8 106,317 0.5 400 9.5 62,156 7.2

8 245,883 2.6 138,746 4.3 106,727 0.6 402 7.6 62,345 8.3

9 259,616 2.8 151,736 4.6 107,490 0.3 382 5.1 57,561 8.0

10 251,303 2.5 143,555 4.6 107,367 △ 0.0 373 △ 0.0 58,339 8.6

11 250,797 2.2 143,934 4.4 106,468 △ 0.4 386 △ 0.7 60,812 8.6

12 258,680 2.3 152,004 4.5 106,281 △ 0.6 388 5.6 55,623 8.0

19. 1 249,236 2.2 141,890 4.0 106,956 △ 0.1 382 △ 3.7 58,930 7.7

2 249,433 2.4 142,025 4.8 107,023 △ 0.5 377 △ 8.8 56,851 7.7

3 261,951 3.1 154,268 4.9 107,284 0.8 391 △ 6.5 47,217 9.3

4 263,089 2.6 155,762 4.5 106,971 0.0 349 △ 17.0 50,670 8.3

5 254,904 2.4 147,612 4.1 106,904 0.0 381 △ 6.3 58,426 4.1

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 12,662 5.2 24,762 12.7 43 ･･･ 10,224 △ 9.9 0 625
16. 3 13,191 4.1 25,761 4.0 21 △ 51.5 10,448 2.1 0 791
17. 3 14,902 12.9 28,803 11.8 0 △ 100.0 10,398 △ 0.4 0 730

 17. 9 14,621 △ 12.9 38,670 5.4 0 △ 100.0 11,240 △ 6.3 0 1,592
12 14,353 0.4 37,130 1.0 0 △ 100.0 11,280 1.2 0 1,549

18. 3 12,590 △ 15.5 30,597 6.2 0 ･･･ 10,703 2.9 0 1,007
18. 5 20,553 1.1 35,567 8.6 0 ･･･ 11,642 2.4 0 1,181

6 15,213 △ 16.5 42,547 11.1 0 ･･･ 10,745 △ 3.4 0 1,425
7 18,323 △ 1.7 43,830 11.6 0 ･･･ 11,322 △ 0.0 0 1,466
8 18,726 2.7 43,615 10.9 0 ･･･ 11,047 △ 1.0 0 1,447
9 15,543 6.3 42,014 8.6 0 ･･･ 10,704 △ 4.7 0 1,348

10 16,922 2.2 41,414 11.5 0 ･･･ 10,975 △ 4.4 0 1,344
11 19,024 3.9 41,784 10.8 0 ･･･ 11,042 △ 4.8 0 1,427
12 15,064 4.9 40,556 9.2 0 ･･･ 11,488 1.8 0 1,386

19. 1 19,076 3.9 39,851 9.7 0 △ 100.0 11,608 0.5 0 1,490
2 18,857 2.4 37,991 10.5 0 △ 100.0 11,954 2.7 0 1,215
3 13,066 3.7 34,148 11.6 0 ･･･ 10,108 △ 5.5 0 901
4 14,650 1.1 36,016 11.5 0 △ 100.0 10,314 △ 9.7 0 1,048
5 21,332 3.7 37,090 4.2 0 △ 100.0 10,995 △ 5.5 0 1,229

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 1,319,432 3.0 1,055,295 2.2 348,356 4.8 706,412 1.0 517 △ 30.4

16. 3 1,347,474 2.1 1,070,478 1.4 361,319 3.7 708,657 0.3 493 △ 4.6

17. 3 1,379,126 2.3 1,084,755 1.3 385,547 6.7 698,654 △ 1.4 545 10.4

 17. 9 1,411,278 2.4 1,094,252 1.7 396,648 6.7 696,985 △ 0.9 610 △ 0.5

12 1,421,838 2.3 1,106,322 1.7 409,484 6.4 696,206 △ 0.8 623 15.4

18. 3 1,409,770 2.2 1,101,996 1.5 409,436 6.1 691,794 △ 0.9 756 38.8

18. 5 1,417,631 1.9 1,100,941 1.4 411,723 6.0 688,449 △ 1.0 758 35.5

6 1,434,208 2.2 1,111,919 1.5 422,433 6.3 688,717 △ 1.1 760 32.3

7 1,428,331 1.9 1,107,701 1.4 417,356 6.2 689,600 △ 1.2 736 25.7

8 1,432,526 1.8 1,113,246 1.3 423,538 6.0 688,947 △ 1.3 750 22.8

9 1,437,737 1.8 1,109,851 1.4 421,691 6.3 687,413 △ 1.3 737 20.8

10 1,434,994 1.7 1,114,372 1.2 428,919 5.9 684,721 △ 1.4 722 19.7

11 1,431,083 1.7 1,108,427 1.2 423,944 6.0 683,765 △ 1.4 708 14.1

12 1,445,830 1.6 1,120,034 1.2 434,413 6.0 684,866 △ 1.6 745 19.5

19. 1 1,433,347 1.5 1,113,567 1.1 428,880 6.0 683,909 △ 1.6 769 13.5

2 1,438,600 1.6 1,120,356 1.2 437,778 6.1 681,815 △ 1.7 754 5.3

3 1,434,770 1.7 1,115,489 1.2 435,107 6.2 679,608 △ 1.7 765 1.1

4 1,447,277 1.6 1,123,199 1.2 445,323 6.3 677,112 △ 1.8 754 △ 0.8

5 1,436,612 1.3 1,112,282 1.0 436,275 5.9 675,214 △ 1.9 784 3.3

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 216,436 6.3 120,493 6.9 95,577 5.6 358 17.9 37,471 10.2
16. 3 227,566 5.1 126,751 5.1 100,431 5.0 376 4.9 38,977 4.0

17. 3 240,260 5.5 135,201 6.6 104,713 4.2 338 △ 10.0 43,708 12.1

 17. 9 252,486 7.1 144,996 9.7 107,119 3.7 363 △ 7.4 53,294 △ 0.3

12 252,745 5.6 145,437 7.1 106,933 3.7 367 16.8 51,486 0.8

18. 3 253,876 5.6 147,026 8.7 106,424 1.6 418 23.6 43,190 △ 1.1

18. 5 248,919 3.2 141,705 4.7 106,800 1.2 407 17.6 56,123 5.7

6 253,777 5.3 146,578 8.2 106,793 1.7 398 14.5 57,763 2.2

7 247,147 2.9 140,422 4.8 106,317 0.5 400 9.5 62,156 7.2

8 245,883 2.6 138,746 4.3 106,727 0.6 402 7.6 62,345 8.3

9 259,616 2.8 151,736 4.6 107,490 0.3 382 5.1 57,561 8.0

10 251,303 2.5 143,555 4.6 107,367 △ 0.0 373 △ 0.0 58,339 8.6

11 250,797 2.2 143,934 4.4 106,468 △ 0.4 386 △ 0.7 60,812 8.6

12 258,680 2.3 152,004 4.5 106,281 △ 0.6 388 5.6 55,623 8.0

19. 1 249,236 2.2 141,890 4.0 106,956 △ 0.1 382 △ 3.7 58,930 7.7

2 249,433 2.4 142,025 4.8 107,023 △ 0.5 377 △ 8.8 56,851 7.7

3 261,951 3.1 154,268 4.9 107,284 0.8 391 △ 6.5 47,217 9.3

4 263,089 2.6 155,762 4.5 106,971 0.0 349 △ 17.0 50,670 8.3

5 254,904 2.4 147,612 4.1 106,904 0.0 381 △ 6.3 58,426 4.1

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 12,662 5.2 24,762 12.7 43 ･･･ 10,224 △ 9.9 0 625
16. 3 13,191 4.1 25,761 4.0 21 △ 51.5 10,448 2.1 0 791
17. 3 14,902 12.9 28,803 11.8 0 △ 100.0 10,398 △ 0.4 0 730

 17. 9 14,621 △ 12.9 38,670 5.4 0 △ 100.0 11,240 △ 6.3 0 1,592
12 14,353 0.4 37,130 1.0 0 △ 100.0 11,280 1.2 0 1,549

18. 3 12,590 △ 15.5 30,597 6.2 0 ･･･ 10,703 2.9 0 1,007
18. 5 20,553 1.1 35,567 8.6 0 ･･･ 11,642 2.4 0 1,181

6 15,213 △ 16.5 42,547 11.1 0 ･･･ 10,745 △ 3.4 0 1,425
7 18,323 △ 1.7 43,830 11.6 0 ･･･ 11,322 △ 0.0 0 1,466
8 18,726 2.7 43,615 10.9 0 ･･･ 11,047 △ 1.0 0 1,447
9 15,543 6.3 42,014 8.6 0 ･･･ 10,704 △ 4.7 0 1,348

10 16,922 2.2 41,414 11.5 0 ･･･ 10,975 △ 4.4 0 1,344
11 19,024 3.9 41,784 10.8 0 ･･･ 11,042 △ 4.8 0 1,427
12 15,064 4.9 40,556 9.2 0 ･･･ 11,488 1.8 0 1,386

19. 1 19,076 3.9 39,851 9.7 0 △ 100.0 11,608 0.5 0 1,490
2 18,857 2.4 37,991 10.5 0 △ 100.0 11,954 2.7 0 1,215
3 13,066 3.7 34,148 11.6 0 ･･･ 10,108 △ 5.5 0 901
4 14,650 1.1 36,016 11.5 0 △ 100.0 10,314 △ 9.7 0 1,048
5 21,332 3.7 37,090 4.2 0 △ 100.0 10,995 △ 5.5 0 1,229

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 1,319,432 3.0 1,055,295 2.2 348,356 4.8 706,412 1.0 517 △ 30.4

16. 3 1,347,474 2.1 1,070,478 1.4 361,319 3.7 708,657 0.3 493 △ 4.6

17. 3 1,379,126 2.3 1,084,755 1.3 385,547 6.7 698,654 △ 1.4 545 10.4

 17. 9 1,411,278 2.4 1,094,252 1.7 396,648 6.7 696,985 △ 0.9 610 △ 0.5

12 1,421,838 2.3 1,106,322 1.7 409,484 6.4 696,206 △ 0.8 623 15.4

18. 3 1,409,770 2.2 1,101,996 1.5 409,436 6.1 691,794 △ 0.9 756 38.8

18. 5 1,417,631 1.9 1,100,941 1.4 411,723 6.0 688,449 △ 1.0 758 35.5

6 1,434,208 2.2 1,111,919 1.5 422,433 6.3 688,717 △ 1.1 760 32.3

7 1,428,331 1.9 1,107,701 1.4 417,356 6.2 689,600 △ 1.2 736 25.7

8 1,432,526 1.8 1,113,246 1.3 423,538 6.0 688,947 △ 1.3 750 22.8

9 1,437,737 1.8 1,109,851 1.4 421,691 6.3 687,413 △ 1.3 737 20.8

10 1,434,994 1.7 1,114,372 1.2 428,919 5.9 684,721 △ 1.4 722 19.7

11 1,431,083 1.7 1,108,427 1.2 423,944 6.0 683,765 △ 1.4 708 14.1

12 1,445,830 1.6 1,120,034 1.2 434,413 6.0 684,866 △ 1.6 745 19.5

19. 1 1,433,347 1.5 1,113,567 1.1 428,880 6.0 683,909 △ 1.6 769 13.5

2 1,438,600 1.6 1,120,356 1.2 437,778 6.1 681,815 △ 1.7 754 5.3

3 1,434,770 1.7 1,115,489 1.2 435,107 6.2 679,608 △ 1.7 765 1.1

4 1,447,277 1.6 1,123,199 1.2 445,323 6.3 677,112 △ 1.8 754 △ 0.8

5 1,436,612 1.3 1,112,282 1.0 436,275 5.9 675,214 △ 1.9 784 3.3

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 216,436 6.3 120,493 6.9 95,577 5.6 358 17.9 37,471 10.2
16. 3 227,566 5.1 126,751 5.1 100,431 5.0 376 4.9 38,977 4.0

17. 3 240,260 5.5 135,201 6.6 104,713 4.2 338 △ 10.0 43,708 12.1

 17. 9 252,486 7.1 144,996 9.7 107,119 3.7 363 △ 7.4 53,294 △ 0.3

12 252,745 5.6 145,437 7.1 106,933 3.7 367 16.8 51,486 0.8

18. 3 253,876 5.6 147,026 8.7 106,424 1.6 418 23.6 43,190 △ 1.1

18. 5 248,919 3.2 141,705 4.7 106,800 1.2 407 17.6 56,123 5.7

6 253,777 5.3 146,578 8.2 106,793 1.7 398 14.5 57,763 2.2

7 247,147 2.9 140,422 4.8 106,317 0.5 400 9.5 62,156 7.2

8 245,883 2.6 138,746 4.3 106,727 0.6 402 7.6 62,345 8.3

9 259,616 2.8 151,736 4.6 107,490 0.3 382 5.1 57,561 8.0

10 251,303 2.5 143,555 4.6 107,367 △ 0.0 373 △ 0.0 58,339 8.6

11 250,797 2.2 143,934 4.4 106,468 △ 0.4 386 △ 0.7 60,812 8.6

12 258,680 2.3 152,004 4.5 106,281 △ 0.6 388 5.6 55,623 8.0

19. 1 249,236 2.2 141,890 4.0 106,956 △ 0.1 382 △ 3.7 58,930 7.7

2 249,433 2.4 142,025 4.8 107,023 △ 0.5 377 △ 8.8 56,851 7.7

3 261,951 3.1 154,268 4.9 107,284 0.8 391 △ 6.5 47,217 9.3

4 263,089 2.6 155,762 4.5 106,971 0.0 349 △ 17.0 50,670 8.3

5 254,904 2.4 147,612 4.1 106,904 0.0 381 △ 6.3 58,426 4.1

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 12,662 5.2 24,762 12.7 43 ･･･ 10,224 △ 9.9 0 625
16. 3 13,191 4.1 25,761 4.0 21 △ 51.5 10,448 2.1 0 791
17. 3 14,902 12.9 28,803 11.8 0 △ 100.0 10,398 △ 0.4 0 730

 17. 9 14,621 △ 12.9 38,670 5.4 0 △ 100.0 11,240 △ 6.3 0 1,592
12 14,353 0.4 37,130 1.0 0 △ 100.0 11,280 1.2 0 1,549

18. 3 12,590 △ 15.5 30,597 6.2 0 ･･･ 10,703 2.9 0 1,007
18. 5 20,553 1.1 35,567 8.6 0 ･･･ 11,642 2.4 0 1,181

6 15,213 △ 16.5 42,547 11.1 0 ･･･ 10,745 △ 3.4 0 1,425
7 18,323 △ 1.7 43,830 11.6 0 ･･･ 11,322 △ 0.0 0 1,466
8 18,726 2.7 43,615 10.9 0 ･･･ 11,047 △ 1.0 0 1,447
9 15,543 6.3 42,014 8.6 0 ･･･ 10,704 △ 4.7 0 1,348

10 16,922 2.2 41,414 11.5 0 ･･･ 10,975 △ 4.4 0 1,344
11 19,024 3.9 41,784 10.8 0 ･･･ 11,042 △ 4.8 0 1,427
12 15,064 4.9 40,556 9.2 0 ･･･ 11,488 1.8 0 1,386

19. 1 19,076 3.9 39,851 9.7 0 △ 100.0 11,608 0.5 0 1,490
2 18,857 2.4 37,991 10.5 0 △ 100.0 11,954 2.7 0 1,215
3 13,066 3.7 34,148 11.6 0 ･･･ 10,108 △ 5.5 0 901
4 14,650 1.1 36,016 11.5 0 △ 100.0 10,314 △ 9.7 0 1,048
5 21,332 3.7 37,090 4.2 0 △ 100.0 10,995 △ 5.5 0 1,229

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

1．（3）信用金庫の預金者別預金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金 (単位:億円、％)

手形貸付 証書貸付 当座貸越
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 658,015 2.0 8,890 △ 4.8 649,125 2.1 38,684 △ 2.9 582,717 2.5 27,723 1.8
16. 3 673,201 2.3 8,235 △ 7.3 664,966 2.4 37,085 △ 4.1 599,355 2.8 28,525 2.8
17. 3 691,675 2.7 7,528 △ 8.5 684,146 2.8 36,828 △ 0.6 618,003 3.1 29,314 2.7

 17. 9 702,433 3.0 7,889 5.5 694,544 3.0 36,340 1.4 628,153 3.1 30,049 2.8
12 707,074 2.6 8,276 △ 4.0 698,797 2.6 37,919 1.6 630,694 2.6 30,183 5.0

18. 3 709,634 2.5 8,066 7.1 701,568 2.5 37,423 1.6 633,324 2.4 30,819 5.1
18. 5 703,691 2.2 6,759 △ 4.3 696,931 2.2 34,579 2.4 633,542 2.1 28,810 4.9

6 707,373 2.4 7,598 6.4 699,775 2.3 34,762 2.1 636,170 2.2 28,842 5.0
7 706,946 2.1 6,701 △ 4.4 700,245 2.2 35,150 1.4 635,934 2.1 29,160 5.2
8 707,804 2.1 6,514 △ 4.4 701,289 2.1 35,484 1.5 636,389 2.0 29,416 5.2
9 714,564 1.7 7,544 △ 4.3 707,019 1.7 36,953 1.6 638,347 1.6 31,719 5.5

10 709,354 1.6 6,519 △ 5.5 702,835 1.7 36,690 1.8 636,248 1.5 29,895 5.1
11 709,807 1.6 6,513 △ 5.5 703,293 1.7 37,022 2.1 635,991 1.5 30,279 4.8
12 717,720 1.5 7,843 △ 5.2 709,877 1.5 38,544 1.6 639,445 1.3 31,886 5.6

19. 1 712,377 1.4 6,858 △ 4.3 705,518 1.4 37,908 2.0 636,918 1.2 30,692 5.2
2 711,918 1.2 6,689 △ 3.5 705,229 1.3 37,641 1.4 636,762 1.1 30,825 5.1
3 719,837 1.4 7,747 △ 3.9 712,090 1.4 37,946 1.3 641,717 1.3 32,425 5.2
4 714,862 1.3 7,365 △ 4.1 707,496 1.4 36,381 1.8 641,056 1.2 30,058 4.4
5 711,944 1.1 6,342 △ 6.1 705,601 1.2 34,982 1.1 640,447 1.0 30,172 4.7

地区別貸出金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 30,841 1.7 22,399 1.2 122,745 2.5 120,613 1.2 16,356 △ 0.5 137,794 2.5
16. 3 30,946 0.3 23,070 2.9 126,759 3.2 122,720 1.7 16,629 1.6 140,749 2.1
17. 3 31,128 0.5 23,843 3.3 131,987 4.1 125,543 2.3 17,061 2.6 143,506 1.9

 17. 9 31,133 1.9 24,318 4.8 135,084 4.4 127,364 2.5 17,249 2.1 145,034 2.1
12 31,319 0.5 24,435 4.1 136,701 3.9 128,282 2.2 17,285 2.0 145,481 1.7

18. 3 31,429 0.9 24,631 3.3 137,489 4.1 128,602 2.4 17,227 0.9 146,120 1.8
18. 5 30,418 0.6 24,196 1.8 136,790 3.7 127,942 2.2 17,105 0.3 144,432 1.4

6 30,641 1.0 24,300 1.8 137,535 3.8 128,510 2.4 17,185 0.4 145,039 1.6
7 30,649 0.8 24,309 1.8 137,506 3.5 128,563 2.2 17,173 0.2 144,618 1.2
8 30,790 0.9 24,348 1.9 137,555 3.3 128,746 2.2 17,189 0.4 144,752 1.1
9 30,857 △ 0.8 24,651 1.3 139,169 3.0 130,070 2.1 17,204 △ 0.2 146,253 0.8

10 30,655 △ 0.5 24,455 1.7 138,607 2.8 129,242 2.0 17,088 △ 0.2 144,446 0.6
11 30,704 △ 0.3 24,494 1.6 138,747 2.7 129,366 2.1 17,059 △ 0.2 144,391 0.6
12 31,264 △ 0.1 24,825 1.5 140,152 2.5 130,731 1.9 17,205 △ 0.4 146,343 0.5

19. 1 30,739 △ 0.4 24,628 1.8 139,224 2.3 130,043 1.9 17,077 △ 0.5 144,925 0.4
2 30,805 △ 0.3 24,581 1.4 139,037 2.1 129,959 1.8 17,056 △ 0.7 144,903 0.3
3 31,645 0.6 24,973 1.3 140,009 1.8 131,462 2.2 17,153 △ 0.4 147,070 0.6
4 30,981 1.4 24,505 1.0 139,644 1.7 130,782 2.1 17,016 △ 0.5 145,379 0.4
5 30,746 1.0 24,416 0.9 138,577 1.3 130,593 2.0 17,073 △ 0.1 144,569 0.0

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 138,910 2.7 30,320 1.2 10,049 0.0 11,906 0.5 14,987 1.9 658,015 2.0
16. 3 142,964 2.9 30,772 1.4 10,020 △ 0.2 12,075 1.4 15,342 2.3 673,201 2.3
17. 3 147,580 3.2 31,375 1.9 10,212 1.9 12,390 2.6 15,867 3.4 691,675 2.7

 17. 9 150,409 3.3 31,654 2.4 10,459 3.1 12,515 2.3 16,003 2.5 702,433 3.0
12 151,230 2.9 31,823 2.4 10,473 2.3 12,625 1.8 16,188 1.4 707,074 2.6

18. 3 151,780 2.8 32,010 2.0 10,540 3.2 12,586 1.5 15,974 0.6 709,634 2.5
18. 5 150,939 2.3 31,725 2.1 10,625 3.7 12,462 1.0 15,795 0.0 703,691 2.2

6 152,044 2.7 31,866 2.2 10,627 3.7 12,518 1.3 15,832 0.1 707,373 2.4
7 152,018 2.4 31,880 1.9 10,611 3.3 12,489 0.9 15,848 △ 0.1 706,946 2.1
8 152,189 2.4 32,000 2.1 10,624 3.4 12,473 0.8 15,841 △ 0.3 707,804 2.1
9 153,580 2.1 32,286 1.9 10,678 2.0 12,581 0.5 15,929 △ 0.4 714,564 1.7

10 152,612 2.0 31,944 1.6 10,625 2.0 12,506 0.6 15,870 △ 0.7 709,354 1.6
11 152,655 2.0 31,985 1.7 10,666 2.5 12,536 0.7 15,888 △ 0.7 709,807 1.6
12 153,988 1.8 32,302 1.5 10,741 2.5 12,713 0.6 16,126 △ 0.3 717,720 1.5

19. 1 152,972 1.7 32,135 1.4 10,662 2.1 12,632 1.2 16,007 △ 0.3 712,377 1.4
2 152,884 1.5 32,092 1.0 10,672 1.8 12,619 0.9 15,977 △ 0.1 711,918 1.2
3 154,242 1.6 32,335 1.0 10,832 2.7 12,716 1.0 16,033 0.3 719,837 1.4
4 153,802 1.6 31,979 0.9 10,797 2.4 12,642 1.1 15,986 0.8 714,862 1.3
5 153,225 1.5 31,965 0.7 10,843 2.0 12,641 1.4 15,926 0.8 711,944 1.1

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

年 月 末

関  東 北  陸 東  海
年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州 全 国 計

貸出金計
割引手形 貸付金

年 月 末

北海道 東  北 東  京

1．（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
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1．（5）信用金庫の貸出先別貸出金１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金

(単位:億円、％)

貸出金計 　企業向け計
年 月 末 製造業 建設業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 658,014 2.0 100.0 419,282 1.7 63.7 62,996 △ 1.6 9.5 47,942 △ 0.3 7.2
16. 3 673,200 2.3 100.0 427,068 1.8 63.4 62,173 △ 1.3 9.2 47,880 △ 0.1 7.1
17. 3 691,673 2.7 100.0 439,419 2.8 63.5 61,450 △ 1.1 8.8 49,153 2.6 7.1

6 690,707 2.7 100.0 437,057 3.0 63.2 60,256 △ 1.1 8.7 47,066 2.9 6.8
9 702,432 3.0 100.0 447,893 3.3 63.7 62,018 0.0 8.8 49,394 2.9 7.0

12 707,072 2.6 100.0 452,559 2.9 64.0 62,051 △ 0.9 8.7 50,412 2.5 7.1
18. 3 709,633 2.5 100.0 452,529 2.9 63.7 61,464 0.0 8.6 50,752 3.2 7.1

6 707,372 2.4 100.0 450,139 2.9 63.6 60,348 0.1 8.5 48,562 3.1 6.8
9 714,562 1.7 100.0 457,469 2.1 64.0 61,594 △ 0.6 8.6 50,885 3.0 7.1

12 717,719 1.5 100.0 461,417 1.9 64.2 61,931 △ 0.1 8.6 51,903 2.9 7.2
19. 3 719,836 1.4 100.0 461,756 2.0 64.1 61,478 0.0 8.5 52,091 2.6 7.2

年 月 末 卸売業 小売業 　不動産業
　個人による貸家業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 28,612 △ 1.5 4.3 26,255 △ 1.1 3.9 139,233 4.6 21.1 57,371 2.6 8.7
16. 3 28,217 △ 1.3 4.1 25,790 △ 1.7 3.8 145,939 4.8 21.6 57,516 0.2 8.5
17. 3 27,882 △ 1.1 4.0 25,845 0.2 3.7 153,981 5.5 22.2 58,540 1.7 8.4

6 27,316 △ 0.8 3.9 25,452 0.1 3.6 155,757 5.5 22.5 58,706 1.5 8.4
9 28,286 0.1 4.0 25,866 △ 0.2 3.6 158,411 5.7 22.5 58,970 1.4 8.3

12 28,496 △ 0.2 4.0 26,010 △ 0.1 3.6 160,231 5.4 22.6 59,090 1.3 8.3
18. 3 28,118 0.8 3.9 25,877 0.1 3.6 162,146 5.3 22.8 59,089 0.9 8.3

6 27,682 1.3 3.9 25,548 0.3 3.6 163,717 5.1 23.1 59,126 0.7 8.3
9 28,511 0.7 3.9 25,914 0.1 3.6 165,718 4.6 23.1 59,016 0.0 8.2

12 28,716 0.7 4.0 25,993 △ 0.0 3.6 167,043 4.2 23.2 58,775 △ 0.5 8.1
19. 3 28,432 1.1 3.9 25,717 △ 0.6 3.5 168,021 3.6 23.3 58,599 △ 0.8 8.1

年 月 末 飲食業 宿泊業 　医療・福祉 　物品賃貸業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 8,526 △ 3.1 1.2 5,797 △ 1.5 0.8 21,280 3.4 3.2 2,874 0.5 0.4
16. 3 8,414 △ 1.3 1.2 5,683 △ 1.9 0.8 21,786 2.3 3.2 2,880 0.2 0.4
17. 3 8,517 1.2 1.2 5,761 1.3 0.8 22,414 2.8 3.2 2,866 △ 0.4 0.4

6 8,568 2.2 1.2 5,778 0.3 0.8 22,509 2.7 3.2 2,778 △ 1.2 0.4
9 8,669 2.5 1.2 5,858 0.7 0.8 22,596 1.8 3.2 2,915 1.2 0.4

12 8,730 2.1 1.2 5,887 1.3 0.8 22,582 0.4 3.1 2,861 0.1 0.4
18. 3 8,720 2.3 1.2 5,884 2.1 0.8 22,371 △ 0.1 3.1 2,905 1.3 0.4

6 8,728 1.8 1.2 5,909 2.2 0.8 22,479 △ 0.1 3.1 2,778 0.0 0.3
9 8,808 1.6 1.2 5,961 1.7 0.8 22,463 △ 0.5 3.1 2,870 △ 1.5 0.4

12 8,815 0.9 1.2 6,018 2.2 0.8 22,443 △ 0.6 3.1 2,837 △ 0.8 0.3
19. 3 8,784 0.7 1.2 6,012 2.1 0.8 22,139 △ 1.0 3.0 2,865 △ 1.3 0.3

年 月 末 　住宅ローン

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 38 73.1 0.0 50,633 6.2 7.6 188,098 1.6 28.5 157,468 1.8 23.9
16. 3 56 49.3 0.0 52,729 4.1 7.8 193,402 2.8 28.7 162,130 2.9 24.0
17. 3 55 △ 2.7 0.0 53,871 2.1 7.7 198,382 2.5 28.6 166,326 2.5 24.0

6 54 △ 3.3 0.0 54,710 2.6 7.9 198,939 2.3 28.8 166,864 2.2 24.1
9 51 △ 1.5 0.0 54,239 4.1 7.7 200,299 2.1 28.5 167,684 1.9 23.8

12 58 12.1 0.0 53,680 2.6 7.5 200,833 1.8 28.4 168,300 1.5 23.8
18. 3 50 △ 8.6 0.0 55,511 3.0 7.8 201,592 1.6 28.4 168,597 1.3 23.7

6 58 7.4 0.0 55,676 1.7 7.8 201,557 1.3 28.4 168,694 1.0 23.8
9 58 12.1 0.0 54,805 1.0 7.6 202,287 0.9 28.3 168,982 0.7 23.6

12 55 △ 4.1 0.0 53,889 0.3 7.5 202,412 0.7 28.2 169,359 0.6 23.5
19. 3 49 △ 2.0 0.0 55,372 △ 0.2 7.6 202,707 0.5 28.1 169,476 0.5 23.5

(備考) １．日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(4)科目別・地区別貸出金の貸出金計とは一致しない。

　　　 ２．海外円借款、国内店名義現地貸を企業向け計の内訳として掲載

  地方公共団体 個  人 海外円借款、国内店名義現地貸
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1．（6）信用金庫の余裕資金運用状況１．(6)  信用金庫の余裕資金運用状況

(単位:億円、％)

コール 買 現 先 債券貸借取引 買入金銭 金 銭 の 商    品
現    金 買入手形 ローン 勘　　定 支払保証金 債    権 信    託 有価証券

2015. 3 14,662 314,770 (5.7) 246,111 (7.9) 0 1,637 0 0 2,386 1,273 30
16. 3 14,440 327,585 (4.0) 264,394 (7.4) 0 847 0 0 2,058 1,262 25
17. 3 14,754 350,164 (6.8) 284,264 (7.5) 0 485 0 0 1,575 1,316 47

 17. 9 14,119 374,331 (6.4) 304,732 (3.9) 0 521 0 0 1,625 1,688 49
12 14,553 378,990 (5.8) 321,018 (5.9) 0 519 0 0 1,946 1,668 55

18. 3 14,999 365,177 (4.2) 294,345 (3.5) 0 753 0 0 1,794 1,561 56
18. 5 13,654 381,451 (4.0) 324,365 (4.4) 0 588 0 0 1,855 1,805 61

6 13,496 391,746 (4.1) 332,971 (4.8) 0 831 0 0 1,949 1,833 62
7 13,754 383,982 (3.4) 324,688 (3.9) 0 555 0 0 2,155 1,847 22
8 13,532 386,322 (2.2) 326,999 (2.7) 0 599 0 0 2,278 1,879 22
9 14,378 382,067 (2.0) 308,737 (1.3) 0 620 0 0 2,214 1,906 20

10 13,304 384,818 (1.3) 323,847 (1.3) 0 567 0 0 2,289 1,984 20
11 13,940 381,920 (1.6) 322,734 (1.4) 0 555 0 0 2,219 1,987 20
12 14,361 391,225 (3.2) 330,390 (2.9) 0 576 0 0 2,255 1,962 20

19. 1 14,279 380,962 (2.3) 321,786 (2.2) 0 600 0 0 2,366 1,958 20
2 13,301 388,600 (3.2) 327,910 (3.4) 0 581 0 0 2,276 1,938 20
3 15,131 376,847 (3.1) 300,565 (2.1) 0 483 0 0 2,351 1,736 19
4 17,066 391,607 (1.0) 331,566 (0.8) 0 515 0 0 2,506 1,757 19
5 14,499 384,750 (0.8) 327,074 (0.8) 0 545 0 0 2,748 1,804 20

公社公団債金 融 債 そ の 他
2015. 3 423,234 (5.7) 99,338 (△2.2) 87,450 74 171,206 (2.3) 73,756 30,748 66,701 7,565
16. 3 432,426 (2.1) 93,047 (△6.3) 94,737 49 171,054 (△0.0) 76,725 28,370 65,958 7,343
17. 3 426,196 (△1.4) 86,227 (△7.3) 92,158 0 162,636 (△4.9) 72,789 22,279 67,568 8,529

 17. 9 414,697 (△0.5) 77,981 (△7.5) 90,350 34 156,415 (△4.2) 68,828 18,782 68,804 7,127
12 418,705 (△0.1) 77,775 (△9.2) 90,887 119 155,820 (△3.5) 68,770 17,366 69,683 7,036

18. 3 425,704 (△0.1) 76,964 (△10.7) 92,215 29 155,710 (△4.2) 69,544 16,126 70,038 9,585
18. 5 419,769 (0.9) 73,237 (△10.1) 90,926 139 152,133 (△4.2) 67,191 15,205 69,736 7,683

6 419,050 (0.2) 71,976 (△11.9) 90,989 139 151,352 (△4.9) 66,755 14,800 69,796 7,797
7 424,297 (0.7) 74,069 (△10.2) 91,711 139 151,955 (△4.4) 67,046 14,377 70,531 7,837
8 426,395 (1.9) 74,423 (△5.9) 92,409 139 151,400 (△4.5) 66,971 13,967 70,461 7,953
9 427,119 (2.9) 74,513 (△4.4) 92,396 29 151,177 (△3.3) 66,846 13,556 70,775 7,895

10 429,765 (2.7) 74,354 (△6.9) 92,695 129 150,967 (△3.4) 66,539 13,192 71,236 7,957
11 428,365 (2.4) 72,850 (△7.4) 92,247 129 150,175 (△3.6) 65,929 12,721 71,524 8,037
12 423,878 (1.2) 68,153 (△12.3) 91,627 129 149,339 (△4.1) 64,841 12,250 72,246 8,193

19. 1 425,756 (0.9) 67,107 (△15.1) 91,906 129 149,667 (△3.6) 64,723 11,834 73,109 8,309
2 425,161 (0.9) 66,776 (△13.5) 91,813 129 149,096 (△3.3) 64,375 11,502 73,219 8,302
3 432,763 (1.6) 68,256 (△11.3) 93,313 19 151,570 (△2.6) 65,690 11,102 74,777 9,484
4 423,621 (1.2) 65,434 (△11.5) 91,203 139 149,844 (△1.5) 63,577 10,656 75,610 8,295
5 424,746 (1.1) 64,529 (△11.8) 91,069 139 150,368 (△1.1) 63,360 10,332 76,675 8,400

信金中金
その他の 利 用 額 預 貸 率 (Ａ)/預金預 証 率 (Ｂ)/預金(Ｂ)/(Ａ)
証    券 （Ｂ）

2015. 3 0 17,754 38,593 1,252 757,995 (5.5) 246,111 49.8 57.4 32.0 18.6 32.4
16. 3 0 25,494 39,409 1,289 778,647 (2.7) 264,394 49.9 57.7 32.0 19.6 33.9
17. 3 0 35,403 39,761 1,480 794,539 (2.0) 284,264 50.1 57.5 30.8 20.6 35.7

 17. 9 0 39,094 42,330 1,362 807,035 (2.5) 304,732 49.7 57.1 29.3 21.5 37.7
12 0 41,479 44,130 1,455 816,439 (2.4) 321,018 49.6 57.3 29.4 22.5 39.3

18. 3 0 43,160 46,363 1,675 810,046 (1.9) 294,345 50.3 57.4 30.1 20.8 36.3
18. 5 0 44,859 49,269 1,518 819,187 (2.4) 324,365 49.5 57.7 29.5 22.8 39.5

6 0 45,210 50,060 1,524 828,971 (2.1) 332,971 49.2 57.7 29.1 23.1 40.1
7 0 45,523 51,500 1,561 826,614 (2.0) 324,688 49.4 57.8 29.6 22.7 39.2
8 0 45,788 52,705 1,573 831,029 (2.1) 326,999 49.3 57.9 29.7 22.8 39.3
9 0 45,783 53,751 1,570 828,327 (2.6) 308,737 49.6 57.5 29.6 21.4 37.2

10 0 46,846 55,200 1,614 832,752 (2.1) 323,847 49.3 57.9 29.9 22.5 38.8
11 0 46,894 56,424 1,605 829,009 (2.1) 322,734 49.5 57.8 29.9 22.5 38.9
12 0 47,472 57,343 1,618 834,278 (2.1) 330,390 49.5 57.6 29.2 22.8 39.6

19. 1 0 47,903 59,064 1,668 825,943 (1.6) 321,786 49.6 57.5 29.6 22.4 38.9
2 0 47,698 59,662 1,681 831,881 (2.0) 327,910 49.4 57.7 29.5 22.7 39.4
3 0 47,908 60,316 1,893 829,333 (2.3) 300,565 50.1 57.7 30.1 20.9 36.2
4 0 46,933 60,066 1,704 837,094 (1.5) 331,566 49.3 57.7 29.2 22.8 39.6
5 0 47,400 61,087 1,750 829,115 (1.2) 327,074 49.5 57.6 29.5 22.7 39.4

(備考) 1. (   )内は前年同月比増減率
2. 預貸率＝貸出金/預金×100(%)、預証率＝有価証券/預金×100(%)（預金には譲渡性預金を含む。）
3. 余資運用資産計は、現金、預け金、買入手形、コールローン、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、

買入金銭債権、金銭の信託、商品有価証券、有価証券の合計

短期社債 社    債 株    式

余資運用資産計(A)年 月 末
貸付信託投資信託外国証券

預 け 金年 月 末
うち信金中金預け金

有価証券年 月 末
国    債 地 方 債
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2．（1）業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 1,319,433 3.0 8,751,970 2.5 5,687,104 2.2 3,713,402 4.1 3,067,377 4.2 2,432,306 3.1
16. 3 1,347,476 2.1 9,090,816 3.8 5,965,673 4.8 3,936,531 6.0 3,235,087 5.4 2,482,863 2.0
17. 3 1,379,128 2.3 9,488,242 4.3 6,287,189 5.3 4,295,341 9.1 3,433,657 6.1 2,543,180 2.4

 17. 9 1,411,279 2.4 9,520,071 4.9 6,299,392 5.9 4,338,814 6.6 3,458,376 5.5 2,555,365 3.2
12 1,421,840 2.3 9,583,425 3.4 6,329,505 3.9 4,385,543 5.0 3,489,735 4.9 2,583,346 2.5

18. 3 1,409,771 2.2 9,777,912 3.0 6,489,503 3.2 4,502,834 4.8 3,593,112 4.6 2,620,107 3.0
18. 5 1,417,632 1.9 9,835,057 3.4 6,552,849 4.1 4,589,153 5.4 3,705,121 5.7 2,634,961 3.3

6 1,434,209 2.2 9,768,959 3.4 6,457,671 3.8 4,513,560 5.2 3,625,978 4.9 2,656,147 3.6
7 1,428,332 1.9 9,723,581 2.1 6,445,388 2.0 4,479,922 2.8 3,652,310 5.4 2,629,287 3.3
8 1,432,527 1.8 9,690,196 1.7 6,408,892 1.5 4,463,634 2.5 3,638,160 4.9 2,631,747 3.1
9 1,437,739 1.8 9,738,001 2.2 6,445,699 2.3 4,482,692 3.3 3,648,840 5.5 2,637,998 3.2

10 1,434,995 1.7 9,728,243 1.4 6,459,193 1.2 4,498,798 1.7 3,667,003 4.6 2,619,863 2.9
11 1,431,084 1.7 9,749,613 1.2 6,475,134 1.0 4,530,049 1.6 3,702,540 4.2 2,625,252 2.7
12 1,445,831 1.6 9,755,139 1.7 6,447,245 1.8 4,489,421 2.3 3,659,640 4.8 2,651,511 2.6

19. 1 1,433,348 1.5 9,718,127 1.3 6,443,403 1.2 4,509,514 1.7 3,681,835 4.1 2,627,018 2.5
2 1,438,601 1.6 9,697,077 1.3 6,415,181 1.1 4,492,337 1.1 3,672,328 3.6 2,632,686 2.5
3 1,434,771 1.7 9,918,647 1.4 6,581,688 1.4 4,592,791 1.9 3,755,950 4.5 2,681,866 2.3
4 1,447,278 1.6 9,898,386 0.9 6,547,737 0.4 4,605,737 0.7 3,778,018 2.8 2,732,368 4.3
5 1,436,613 1.3 9,872,844 0.3 6,540,691 △ 0.1 4,611,772 0.4 3,797,306 2.4 2,719,714 3.2

                

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 632,560 2.8 1,777,107 0.6 11,848,510 2.3
16. 3 642,280 1.5 1,778,719 0.0 12,217,011 3.1
17. 3 657,873 2.4 1,794,346 0.8 12,661,716 3.6

 17. 9 665,314 2.3 1,794,193 0.5 12,725,543 4.0
12 670,574 1.9 1,810,608 0.5 12,815,873 2.9

18. 3 668,302 1.5 1,798,827 0.2 12,986,510 2.5
18. 5 647,247 △ 1.8 ―　 ― ―　 ―

6 655,141 △ 1.4 1,813,515 0.2 13,016,683 2.8
7 648,906 △ 1.6 ―　 ― ―　 ―
8 649,557 △ 1.8 ―　 ― ―　 ―
9 654,304 △ 1.6 1,803,749 0.5 12,979,489 1.9

10 649,187 △ 1.9 ―　 ― ―　 ―
11 649,227 △ 2.0 ―　 ― ―　 ―
12 656,383 △ 2.1 1,818,406 0.4 13,019,376 1.5

19. 1 647,706 △ 2.2 ―　 ― ―　 ―
2 649,210 △ 2.1 ―　 ― ―　 ―
3 655,093 △ 1.9 1,809,991 0.6 13,163,409 1.3
4 618,281 △ 8.1 ―　 ― ―　 ―
5 612,439 △ 5.3 ―　 ― ―　 ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

2. 大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

3. 国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託・貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

4. 郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

5. 預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出

うち預金
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2．（2）業態別貸出金２．(2)  業態別貸出金

(単位:億円、％)

信用金庫 大手銀行 都市銀行 地方銀行 第二地銀  合  計

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

2015. 3 658,015 2.0 2,391,194 1.7 1,883,529 0.9 1,788,464 3.8 474,984 2.8 5,312,657 2.6
16. 3 673,201 2.3 2,455,767 2.7 1,908,530 1.3 1,852,563 3.5 492,112 3.6 5,473,643 3.0
17. 3 691,675 2.7 2,530,404 3.0 1,905,295 △ 0.1 1,925,353 3.9 507,988 3.2 5,655,420 3.3
17. 9 702,433 3.0 2,531,641 3.1 1,868,948 △ 0.9 1,958,102 4.0 514,480 3.3 5,706,656 3.4

12 707,074 2.6 2,549,802 1.9 1,877,279 △ 1.1 1,982,376 3.7 520,208 3.1 5,759,460 2.7
18. 3 709,634 2.5 2,564,273 1.3 1,878,859 △ 1.3 2,003,487 4.0 523,825 3.1 5,801,219 2.5
18. 5 703,691 2.2 2,544,593 1.3 1,941,616 3.5 2,017,634 4.7 503,900 0.0 5,769,818 2.5

6 707,373 2.4 2,565,053 1.7 1,959,738 4.6 2,029,116 5.0 507,329 0.0 5,808,871 2.8
7 706,946 2.1 2,553,110 1.4 1,950,773 4.6 2,035,252 5.0 507,335 △ 0.0 5,802,643 2.6
8 707,804 2.1 2,538,230 1.0 1,943,875 4.6 2,039,561 5.1 507,364 △ 0.1 5,792,959 2.4
9 714,564 1.7 2,557,534 1.0 1,967,148 5.2 2,051,520 4.7 512,656 △ 0.3 5,836,274 2.2

10 709,354 1.6 2,532,668 0.6 1,947,878 4.9 2,051,790 4.9 510,684 △ 0.1 5,804,496 2.1
11 709,807 1.6 2,542,781 0.8 1,962,957 5.6 2,061,301 4.9 512,104 △ 0.3 5,825,993 2.2
12 717,720 1.5 2,562,486 0.4 1,985,180 5.7 2,074,837 4.6 517,481 △ 0.5 5,872,524 1.9

19. 1 712,377 1.4 2,534,032 △ 0.4 1,964,581 4.9 2,071,947 4.7 514,824 △ 0.5 5,833,180 1.5
2 711,918 1.2 2,530,431 △ 0.3 1,960,365 5.3 2,074,546 4.7 515,721 △ 0.3 5,832,616 1.5
3 719,837 1.4 2,571,752 0.2 1,992,328 6.0 2,091,002 4.3 521,568 △ 0.4 5,904,159 1.7
4 714,862 1.3 2,574,868 0.3 1,996,178 2.1 2,130,706 6.6 478,837 △ 7.9 5,899,273 1.9
5 711,944 1.1 2,551,346 0.2 1,976,212 1.7 2,133,421 5.7 477,614 △ 5.2 5,874,325 1.8

(備考) １．日本銀行『金融経済統計月報』等より作成
２．大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数
３．合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の貸出金残高の合計により算出

年 月 末
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○対象分野は、当研究所の研究分野でもある「地域」「中小企業」「協同組織」に関連する金融・

経済分野とし、これら分野の研究の奨励を通じて、研究者の育成を図り、もって我が国におけ

る当該分野の学術研究振興に寄与することを目的としています。

○かかる目的を効果的に実現するため、本論文募集は、①懸賞論文と異なり、募集期限を設けな

い随時募集として息の長い取組みを目指していること、②要改善点を指摘し、加筆修正後の再

応募を認める場合があること、を特徴としています。

○信金中金月報への応募論文の掲載可否は、編集委員会が委嘱する審査員の審査結果に基づき、

編集委員会が決定するという、いわゆるレフェリー制を採用しており、本月報に掲載された論

文は当研究所ホームページにも掲載することで、広く一般に公表する機会を設けております。

詳しくは、当研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/）に掲載されている募集要項等をご

参照ください。

  編集委員会 （敬称略、順不同）

 委 員 長 小川英治 一橋大学大学院 経営管理研究科教授

 副委員長 藤野次雄 横浜市立大学名誉教授

 委　　員 勝　悦子 明治大学 政治経済学部教授

 委　　員 齋藤一朗 小樽商科大学大学院 商学研究科教授

 委　　員 家森信善 神戸大学 経済経営研究所教授

問い合わせ先

信金中央金庫 地域・中小企業研究所「信金中金月報掲載論文」募集事務局（担当：荻野、大島、岸本）

Tel : 03（5202）7671／Fax : 03（3278）7048

「信金中金月報掲載論文」募集のお知らせ ホームページのご案内

【ホームページの主なコンテンツ】
○当研究所の概要、活動状況、組織
○各種レポート
　内外経済、中小企業金融、地域金融、
　協同組織金融、産業・企業動向等
○刊行物
　信金中金月報、全国信用金庫概況・統計等
○信用金庫統計
　日本語／英語
○論文募集

【URL】
 https://www.scbri.jp/

　当研究所のホームページでは、当研究所の調査研究成果である各種レポート、信金中金月報のほか、統計デー
タ等を掲示し、広く一般の方のご利用に供しておりますのでご活用ください。
　また、「ご意見・ご要望窓口」を設置しておりますので、当研究所の調査研究や活動等に関しまして広くご意
見等をお寄せいただきますよう宜しくお願い申し上げます。
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